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1. 概要 前回申請に同じ 

本資料は，使用済燃料貯蔵施設（以下「貯蔵施設」という。）の耐震設計が「使用済

燃料貯蔵施設の技術基準に関する規則」（以下「技術基準規則」という。）第 6 条（地盤）

並びに第 7 条（地震による損傷の防止）に適合することを説明するものである。 
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2. 耐震設計の基本方針 前回申請に同じ 

2.1 基本方針 

貯蔵施設の耐震設計は，地震力に対してその基本的安全機能が損なわれるおそれが

ないことを目的とし，「技術基準規則」に適合する設計とする。施設の設計に当たり考

慮する基準地震動ＳＳ及び弾性設計用地震動Ｓｄの概要を「添付 5－1－1 基準地震動Ｓ

Ｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」に示す。 

 

 

(1) 貯蔵施設は，その供用中に当該貯蔵施設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震

による加速度によって作用する地震力に対して基本的安全機能が損なわれるおそ

れがないように設計する。 

(2) 貯蔵施設は，地震により発生するおそれがある施設の安全機能の喪失及びそれに

続く放射線による公衆への影響を防止する観点から，耐震設計上の重要度をＳク

ラス，Ｂクラス及びＣクラスに分類し，それぞれの重要度に応じた地震力に十分

耐えることができるように設計する。 

(3) 金属キャスク及び金属キャスクの支持構造物である貯蔵架台は，Ｓクラスの設計

とし，基準地震動ＳＳによる地震力に対して基本的安全機能を損なわない設計と

する。 

また，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方

の地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐える設計とする。 

なお，基準地震動ＳＳ及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は，水平２方向及

び鉛直方向について適切に組み合わせて作用するものとする。静的地震力は，水

平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せで作用するものとする。 

(4) 使用済燃料貯蔵建屋（以下「貯蔵建屋」という。），受入れ区域天井クレ－ン及び

搬送台車は，Ｂクラスの設計とし，かつ，基準地震動ＳＳによる地震力に対して，

基本的安全機能を損なわない設計とする。 

(5) Ｂクラス及びＣクラスの施設は，静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる

範囲で耐える設計とする。 

(6) Ｂクラスの施設のうち共振のおそれのあるものについては，その影響について検

討を行う。その場合，検討に用いる地震動は，弾性設計用地震動Ｓｄに２分の１

を乗じたものとする。 

(7) 基本的安全機能を確保する上で必要な施設が，その他の安全機能を有する施設の

波及的影響によって，その基本的安全機能を損なわないように設計する。 

 
 
 
  



 

3 5－1 

3. 耐震設計上の重要度分類 前回申請に同じ 

3.1 耐震設計上の重要度分類 

貯蔵施設は，地震により発生するおそれがある施設の安全機能の喪失及びそれに続

く放射線による公衆への影響を防止する観点から，「基本的安全機能を確保する上で必

要な施設」及び「その他の安全機能を有する施設」に分類し，更に，耐震設計上の重要

度を次のように分類する。 
 

基本的安全機能を確保する上で必要な施設 
Ｓクラス：使用済燃料貯蔵設備本体である金属キャスク及び貯蔵架台 
Ｂクラス：基本的安全機能の遮蔽機能及び除熱機能の一部を担っている貯蔵建屋 

使用済燃料の受入施設のうち，金属キャスクの落下，転倒，衝突を防止

する機能を有する受入れ区域天井クレ－ン及び金属キャスクの転倒，衝

突を防止する機能を有する搬送台車 
その他の安全機能を有する施設 
Ｃクラス：Ｓクラス及びＢクラスに属さないその他の安全機能を有する施設であ

り，安全機能を確保するために必要な機能が喪失しても，基本的安全機

能を損なうおそれがない施設 
 

3.2 留意事項 

(1) 当該施設に課せられる機能は，その機能に直接的に関連するもののほか，支持構

造物等の間接的な施設をも含めた健全性が保たれて初めて維持し得るものである

ことを考慮し，これらを主要設備，直接支持構造物，間接支持構造物及び設備相

互間の影響を考慮すべき設備に区分する。 

(2) 区分ごとの設備を以下のように定義する。 

ａ． 主要設備とは，当該機能に直接的に関連する設備及び構築物をいう。 

ｂ． 直接支持構造物とは，主要設備に直接取り付けられる支持構造物，若しくは

これらの設備の荷重を直接的に受ける支持構造物をいう。 

ただし，アンカ－ボルト及び埋込金物はこれに含まれる。 

ｃ． 間接支持構造物とは，直接支持構造物から伝達される荷重を受ける鉄筋コン

クリ－ト，鉄骨等の構造物（建屋）をいう。 

(3) 同一系統設備に属する設備等及び直接支持構造物については，同一の耐震重要度

とするが，間接支持構造物の支持機能については，それぞれ関連する設備の耐震

設計に適用される地震動に対して，安全上支障のないことを確認するものとする。 

(4) 設備相互影響を考慮すべき設備とは，下位の耐震クラスに属するものの破損によ

って上位の分類に属するものに波及的影響を及ぼすおそれのある設備をいい，そ

れぞれ関連する設備の耐震設計に適用される地震動に対して安全上支障がないこ

とを確認するものとする。 
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3.1 及び 3.2 に基づく施設の耐震性評価の考え方を第 3－1表に示す。 

第 3－1表には，当該施設を支持する建屋の支持機能が保持されることを確認する

地震動による地震力についても併記する。 
 

第 3－1表 施設の耐震性評価の考え方 
 主要設備 

（注１） 

直接支持構造物 

（注２） 主要設備や直接

支持構造物に対

する間接支持構

造物 

（注３） 

主要設備や直

接支持構造物

との相互影響

を考慮すべき

設備（注４） 

間接支持構造物

による影響や相

互影響を考慮し

た影響の評価に

用いる地震力 

適用範囲 

耐

震 

ク

ラ

ス 

適用範囲 

耐

震 

ク

ラ

ス 

基本的安

全機能を

確保する

上で必要

な施設 

・金属キャスク Ｓ ・貯蔵架台 Ｓ ・貯蔵建屋 
・受入れ区域天

井クレ－ン 
・搬送台車 

基準地震動ＳＳ

により定まる地

震力 

・受入れ区域天井クレ－ン Ｂ 

・受入れ区域天

井クレ－ン

の支持構造

物 

Ｂ ・貯蔵建屋 － 
Ｂクラス施設に

適用される静的

地震力 

・搬送台車 
・貯蔵建屋 Ｂ － － － － － 

その他の

安全機能

を有する

施設 

・仮置架台 

・たて起こし架台 

・検査架台 

・圧縮空気供給設備 

・蓋間圧力検出器 

・表面温度検出器 

・給排気温度検出器 

・表示・警報装置 

・廃棄物貯蔵室 

・エリアモニタリング設備 

・周辺監視区域境界付近固定 

モニタリング設備 

・無停電電源装置 

・電源車 

・共用無停電電源装置 

・軽油貯蔵タンク（地下式） 

・通信連絡設備 

・消防用設備 

・その他 

Ｃ 

・機器，電気計

装設備等の

支持構造物 

Ｃ 
・貯蔵建屋 

・事務建屋 等 
－ 

Ｃクラス施設に

適用される静的

地震力 

（注１）主要設備とは，当該機能に直接的に関連する設備をいう。 
（注２）直接支持構造物とは，主要設備に直接取り付けられる支持構造物，若しくはこれ

らの設備の荷重を直接的に受ける支持構造物をいう。 
（注３） 間接支持構造物とは，直接支持構造物から伝達される荷重を受ける構造物（建屋）

をいう。 
（注４）設備相互間の影響を考慮すべき設備とは，下位の耐震クラスに属するものの破損

によって上位の分類に属するものに波及的影響を及ぼすおそれのある設備をいう。 
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3.3 波及的影響に対する考慮 

基本的安全機能を確保する上で必要な施設が，その他の安全機能を有する施設の波

及的影響によって，その基本的安全機能を損なわないように設計する。この波及的影

響の評価に当たっては，以下の４つの観点をもとに，敷地全体を俯瞰した調査・検討

を行い，事象選定及び影響評価を実施するとともに，基準地震動ＳＳ又は基準地震動

ＳＳによる地震力を適用する。 

なお，詳細な方針については，「添付 5－1－3 波及的影響に係る基本方針」に示

す。 

(1) 設置地盤及び地震応答性状の相違等に起因する相対変位又は不等沈下による影響 

ａ． 相対変位 

基準地震動ＳＳ又は基準地震動ＳＳによる地震力によるその他の安全機能を有

する施設と基本的安全機能を確保する上で必要な施設の相対変位により，基本的

安全機能を確保する上で必要な施設の基本的安全機能を損なわないことを確認す

る。 

ｂ． 不等沈下 

基準地震動ＳＳ又は基準地震動ＳＳによる地震力に対して不等沈下により，基本

的安全機能を確保する上で必要な施設の基本的安全機能を損なわないことを確認

する。 

 (2) 基本的安全機能を確保する上で必要な施設とその他の安全機能を有する施設と

の接続部における相互影響 

基準地震動ＳＳ又は基準地震動ＳＳによる地震力に対して，基本的安全機能を確

保する上で必要な施設に接続するその他の安全機能を有する施設の損傷により，

基本的安全機能を確保する上で必要な施設の基本的安全機能を損なわないことを

確認する。 

(3) 貯蔵建屋内におけるその他の安全機能を有する施設の損傷,転倒及び落下等によ

る基本的安全機能を確保する上で必要な施設への影響 

基準地震動ＳＳ又は基準地震動ＳＳによる地震力に対して，貯蔵建屋内のその他

の安全機能を有する施設の損傷，転倒及び落下等により，基本的安全機能を確保

する上で必要な施設の基本的安全機能を損なわないことを確認する。 

(4) 貯蔵建屋外におけるその他の安全機能を有する施設の損傷，転倒及び落下等によ

る基本的安全機能を確保する上で必要な施設への影響 

ａ． 基準地震動ＳＳ又は基準地震動ＳＳによる地震力に対して，貯蔵建屋外のその

他の安全機能を有する施設の損傷，転倒及び落下等により，基本的安全機能を

確保する上で必要な施設の基本的安全機能を損なわないことを確認する。 

ｂ． 基準地震動ＳＳ又は基準地震動ＳＳによる地震力に対して，基本的安全機能を

確保する上で必要な施設の周辺斜面が崩壊しないことを確認する。 
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4. 地震力の算定法 前回申請に同じ 

貯蔵施設の耐震設計に用いる地震力の算定は以下の方法による。 
 

4.1 静的地震力 

静的地震力は，Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスの施設に適用することとし，それ

ぞれクラスに応じて次の地震層せん断力係数Ｃｉ及び震度に基づき算定する。 

(1) 建物・構築物 

水平地震力は，建築基準法施行令第 88 条に規定する地震層せん断力係数Ｃｉに，

次に示す施設の耐震設計上の重要度分類に応じた係数を乗じ，さらに当該層以上の重

量を乗じて算定するものとする。 

Ｂクラス   1.5 

Ｃクラス   1.0 

ここで，地震層せん断力係数Ｃｉは，標準せん断力係数Ｃ０を 0.2 以上とし，建物・

構築物の振動特性，地盤の種類等を考慮して求められる値とする。地震層せん断力係

数Ｃｉの算出は以下に示す。 

また，必要保有水平耐力の算定においては，地震層せん断力係数Ｃｉに乗じる施設

の耐震設計上の重要度分類に応じた係数は 1.0 とし，その際に用いる標準せん断力係

数Ｃ０は 1.0 以上とする。 

 

地震層せん断力係数Ｃｉは T.P.16.0 m を基準面として，下式により算定する。 

 

Ｃｉ ＝Ｚ・Ｒｔ・Ａｉ・Ｃ０                    （4.1） 

ここで， 

Ｃｉ ：地震層せん断力係数 

Ｚ ：地震地域係数（Ｚ＝1.0） 

Ｒｔ ：振動特性係数（Ｒｔ＝1.0） 

Ａｉ ：地震層せん断力係数の高さ方向の分布係数 

Ｃ０ ：標準せん断力係数（Ｃ０＝0.2） 

 

上式によって求めた地震層せん断力係数Ｃｉを第 4－1表に示す。 
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第 4－1表 地震層せん断力係数Ｃｉ 

T.P. 

（m） 

地震層せん断力係数Ｃｉ 

NS EW 

43.5   

 0.27 0.234 

39.3   

 0.224 0.226 

33.22   

 0.214 0.218 

29.22   

 0.2 0.2 

16.3   

 
(2) 機器・配管系 

耐震設計上の重要度分類の各クラスの水平地震力は，上記(1)に示す地震層せん断

力係数Ｃｉに，次に示す施設の耐震設計上の重要度分類に応じた係数を乗じたものを

水平震度とし，当該水平震度を 20％増しとした震度より求めるものとする。 

Ｓクラス   3.0 

Ｂクラス   1.5 

Ｃクラス   1.0 

鉛直地震力は，震度 0.3 以上を基準とし，貯蔵建屋の振動特性，地盤の種類等を考

慮して求めた鉛直震度を 20％増しとした震度より算定するものとする。ただし，鉛

直震度は，高さ方向に一定とする。 

Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な方向の組合せ

で作用するものとする。 

 

上記(1)及び(2)の標準せん断力係数 Co 等の割増し係数の適用については，耐震性向

上の観点から，一般産業施設，公共施設等の耐震基準との関係を考慮して設定する。 

また上記(1)及び(2)に基づいた静的地震力の算定について第 4－2表に示す。 
 

第 4－2表 静的地震力の算定 
耐震 

クラス 

貯蔵建屋 機器・配管系＊１ 

層せん断力係数 鉛直震度 水平震度 鉛直震度 

Ｓ － － 3.6・Ｃｉ 1.2・ＣＶ 

Ｂ 1.5・Ｃｉ － 1.8・Ｃｉ － 

Ｃ － － 1.2・Ｃｉ － 

＊１：据付位置の値とする。 
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4.2 動的地震力 
(1) 動的地震力 

動的地震力は，Ｓクラスの施設及びＢクラスの施設のうち共振のおそれのあるもの

に適用することとする。 

Ｂクラスの施設のうち共振のおそれのあるものについては，弾性設計用地震動Ｓｄ

から定める入力地震動の振幅を２分の１にしたものによる地震力を適用する。 

基準地震動ＳＳによる地震力は，基準地震動ＳＳから定める入力地震動を入力とし

て，動的解析により水平２方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定する。 

また，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は，弾性設計用地震動Ｓｄから定める入

力地震動を入力として，動的解析により水平２方向及び鉛直方向について適切に組み

合わせて算定する。ここで，弾性設計用地震動Ｓｄは，基準地震動ＳＳに工学的判断

から求められる係数 0.5 を乗じて設定する。 

なお，貯蔵建屋，受入れ区域天井クレ－ン及び搬送台車は，Ｂクラスの施設ではあ

るが，基準地震動ＳＳによる地震力に対して，基本的安全機能を損なわない設計とす

る。 

動的解析の方法等については，「添付 5－1－4 地震応答解析の基本方針」に，設

計用床応答曲線の作成方法については，「添付 5－1－5 設計用床応答曲線の作成方

針」に示す。 
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4.3 設計用地震力 前回申請に同じ 

4.3.1 建物・構築物設計用地震力 

建物・構築物設計用地震力は以下を適用する。 

 

第 4－3表 建物・構築物設計用地震力 
耐震 

クラス別 
適用する地震動等 

設計用地震力 
水平 鉛直 

Ｂ(ＳＳ) 

1.5・Ｃｉ － 設計用地震力は，静的地震力とする。 

ＳＳ ＳＳ 

設計用地震力は，動的地震力とする。 
動的地震力は，水平２方向及び鉛直

方向について適切に組み合わせて作

用するものとする。 
Ｃ 1.0・Ｃｉ － 設計用地震力は，静的地震力とする。 
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4.3.2 機器系設計用地震力 

貯蔵施設内に設置される機器・配管系のうち，耐震設計用震度は以下を適用する。 

第 4－4表 機器系設計用地震力 
耐震 

クラス別 
適用する地震動等 

設計用地震力 
水平 鉛直 

Ｓ 

Ｓｄ又は静的震度 

（3.6・Ｃｉ） 

Ｓｄ又は静的震度 

（1.2・ＣＶ） 

設計用地震力は，静的地震力と動的

地震力のいずれか大きい方の値とす

る。 
動的地震力は，水平２方向及び鉛直

方向について適切に組み合わせて作

用するものとする。 

ＳＳ ＳＳ 

設計用地震力は，基準地震動ＳＳに

よる地震力を包絡する動的地震力と

する。 
動的地震力は，水平２方向及び鉛直

方向について適切に組み合わせて作

用するものとする。 

Ｂ(ＳＳ) 

1.8・Ｃｉ － 設計用地震力は，静的地震力とする。 

1/2Ｓｄ 

ＳＳ 

1/2Ｓｄ 

ＳＳ 

設計用地震力は，基準地震動ＳＳに

よる地震力を包絡する動的地震力と

する。1/2Ｓｄは，水平方向，鉛直方

向の地震動に対して，それぞれ共振

のおそれのある施設について適用す

る。 
動的地震力は，水平２方向及び鉛直

方向について適切に組み合わせて作

用するものとする。 

Ｃ 1.2・Ｃｉ － 設計用地震力は，静的地震力とする。 

 
4.3.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価 

動的地震力は水平２方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて作用するもの

とする。 

具体的には，水平２方向及び鉛直方向を組み合わせた地震力が，従来の評価である

水平１方向及び鉛直方向の地震力の組合せ時の耐震評価結果に与える影響を勘案の

上，耐震評価結果への影響が懸念される場合は，詳細な構造強度評価等の手法を用い

た検討を行う。 
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5. 荷重の組合せと許容限界 前回申請に同じ 

5.1 耐震設計上考慮する状態 

地震以外に設計上考慮する状態を次に示す。 

(1) 建物・構築物 

ａ. 貯蔵時の状態 

金属キャスクを貯蔵している状態 

ｂ. 設計用自然条件 

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件 

(2) 機器・配管系 

ａ. 貯蔵時の状態 

金属キャスクを貯蔵している状態 

 

5.2 荷重の種類 

(1) 建物・構築物 

ａ． 常時作用している荷重，すなわち固定荷重及び積載荷重 

ｂ． 貯蔵時の状態で施設に作用する荷重 

ｃ． 金属キャスク取り扱い時の状態で作用する荷重 

ｄ． 地震力，風荷重，雪荷重，降下火砕物の荷重 

ただし，ｂ．貯蔵時の状態で施設に作用する荷重には，機器系から作用する荷重が

含まれるものとする。 

また，ｄ．地震力には，機器系からの反力による荷重が含まれるものとする。 

(2) 機器・配管系 

ａ． 常時作用している荷重，すなわち死荷重 

ｂ． 貯蔵時の状態で作用する荷重 

ｃ． 金属キャスク取り扱い時の状態で作用する荷重 

ｄ． 地震力 

 

5.3 荷重の組合せ 

  地震力と他の荷重との組合せは以下による。 

(1) 建物・構築物 

ａ． 地震力と常時作用している荷重，貯蔵時の状態で作用する荷重，金属キャス

ク取り扱いの状態で作用する荷重，風荷重，雪荷重，降下火砕物の荷重とを

組み合わせる。 

(2) 機器・配管系 

ａ． Ｓクラス 

(a) 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の

地震力と常時作用している荷重，貯蔵時の状態で作用する荷重，金属キャ

スク取り扱いの状態で作用する荷重とを組み合わせる。 
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(b) 基準地震動ＳＳによる地震力と常時作用している荷重，貯蔵時の状態で作

用する荷重，金属キャスク取り扱いの状態で作用する荷重とを組み合わせ

る。 

ｂ． Ｂクラス 

(a) 静的地震力と常時作用している荷重，貯蔵時の状態で作用する荷重，金属

キャスク取り扱いの状態で作用する荷重とを組み合わせる。 

(b) 共振のおそれのある場合については，弾性設計用地震動Ｓｄに 2 分の 1 を

乗じた地震力と，常時作用している荷重，貯蔵時の状態で作用する荷重，

金属キャスク取り扱いの状態で作用する荷重とを組み合わせる。 

ｃ． Ｃクラス 

(a) 静的地震力と常時作用している荷重，貯蔵時の状態で作用する荷重，金属

キャスク取り扱いの状態で作用する荷重とを組み合わせる。 

(3) 荷重の組合せ上の留意事項 

ａ． ある荷重の組合せ状態での評価が明らかに厳しいことが判明している場合に

は，その他の荷重の組合せ状態での評価は行わないことがある。 
ｂ． 複数の荷重が同時に作用し，それらの荷重による応力の各ピ－クの生起時刻

に明らかなずれがあることが判明しているならば，それぞれの応力のピ－ク

値を重ねなくてもよいものとする。 

 

5.4 許容限界 

各施設の地震力と他の荷重とを組み合わせた状態に対する許容限界は，次のとおり

とし，JEAG 等の安全上適切と認められる規格及び基準又は試験等で妥当性が確認され

ている値を用いる。 

(1) 建物・構築物 

ａ． 貯蔵建屋 

(a) 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対する許

容限界 

建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を

許容限界とする。 

(b) 保有水平耐力 

貯蔵建屋の保有水平耐力が必要保有水平耐力に対して重要度に応じた妥当

な安全余裕を有していることを確認するものとする。 

(c) 基準地震動ＳＳとの組合せに対する許容限界 

貯蔵建屋が構造物全体として変形能力（終局耐力時の変形）について十分

な余裕を有し，終局耐力に対して妥当な安全余裕をもたせることとする。 

終局耐力は，貯蔵建屋に対する荷重又は応力を漸次増大していくとき，そ

の変形又は歪みが著しく増加するに至る限界の最大耐力とし，既往の実験等に

基づき適切に定めるものとする。 
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ｂ． Ｃクラスの建物・構築物 

上記イ．(ｲ)による許容応力度を許容限界とする。 

 (2) 機器・配管系 

ａ． Ｓクラスの機器系 

(a) 基準地震動ＳＳによる地震力との組合せに対する許容限界 

荷重条件に対して，塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小さな

レベルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求される機

能に影響を及ぼさない限度を許容限界とする。 

(b) 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的震度による地震力との組合せ

に対する許容限界 

荷重条件に対して，応答が全体的におおむね弾性状態に留まる限度を許容

限界とする。 

 

ｂ． Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系 

発生する応力に対して，応答が全体的におおむね弾性状態に留まる限度を許容

限界とする。なお，Ｂクラスの機器で基準地震動ＳＳによる地震力に対して基本

的安全機能を損なわない設計とするものは，荷重条件に対して，塑性ひずみが生

じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって破断延性限界に十分な余

裕を有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼさない限度を許容限界とする。 

(3) 各機器，評価部位毎の許容限界 

各機器，評価部位毎の許容限界については，各設備の耐震性に関する計算書に示す。 
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1. 概要 

基準地震動は，以下の方針により策定する。 

まず，敷地周辺における活断層の性質や，敷地周辺における地震発生状況等を考慮して，

その発生様式による地震の分類を行ったうえで，敷地に大きな影響を与えると予想される

地震（以下「検討用地震」という。）を，複数選定した後，敷地での地震動評価を実施し，

「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」を評価する。 

次に，敷地周辺の状況等を十分考慮した詳細な調査を実施しても，なお敷地近傍におい

て発生する可能性のある内陸地殻内地震の全てを事前に評価しうるとは言い切れないとの

観点から，「震源を特定せず策定する地震動」を評価する。 

そして，「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地

震動」の評価結果に基づき，解放基盤表面における基準地震動を策定する。 

最後に，策定された基準地震動の応答スペクトルがどの程度の超過確率に相当するかを

確認する。 
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2. 敷地周辺の地震発生状況 

リサイクル燃料備蓄センターが位置する東北地方から北海道では，海洋プレートである

太平洋プレートが陸側に向かって近づき，日本海溝から陸のプレートの下方へ沈み込んで

いることが知られている。また，東北地方における活断層の多くは南北方向の走向を示す

逆断層であり，この地域が東西方向に圧縮されていることを示唆している(1)。 

東北地方から北海道では，上記に対応するように地震が発生しており，その発生様式か

ら「プレート間地震」，「海洋プレート内地震」，「内陸地殻内地震」及び「日本海東縁部の

地震」の４種類に大別される。これらの地震のうち，敷地周辺の青森県東方沖から日本海

溝付近にかけての海域ではプレート間地震の発生数が最も多く，また，マグニチュード  

(以下「Ｍ」という。）７～８程度の大地震も発生している。 

 

2.1  被害地震 

日本国内の地震被害に関する記録は古くからみられ，これらを収集，編集したものと

して，「増訂 大日本地震史料」(2)，「日本地震史料」(3),「新収 日本地震史料」(4)，「日

本の歴史地震史料」(5)等がある。 

また，地震史料及び明治以降の地震観測記録を基に，主な地震の震央位置，地震規模

等を取りまとめた地震カタログとして，「日本被害地震総覧」(6)，「地震活動総説」(7)，

「理科年表」(8)，「気象庁地震カタログ」(9)，「宇津カタログ（1982）」(10)，「宇佐美カタ

ログ（1979）」(11)等がある。 

「日本被害地震総覧」及び「気象庁地震カタログ」に記載されている被害地震のうち，

敷地からの震央距離が 200km 程度以内の被害地震の震央分布を第 2－1 図(1)に，敷地か

らの震央距離が 200km 程度以遠の被害地震の震央分布を第 2－1 図(2)に示す。 

また，敷地周辺における主な被害地震の諸元を第 2－1 表に示す。ここで，地震の規模

及び震央位置は，1922 年以前の地震については「日本被害地震総覧」による値を，1923

年以降の地震については「気象庁地震カタログ」による値をそれぞれ用いている。 

これらの図によると，太平洋側の海域では，東経 144°付近において 1952 年十勝沖地

震（Ｍ8.2）及び 2003 年十勝沖地震（Ｍ8.0）のようにＭ８クラスのプレート間地震が発

生しており，300km 以上離れた位置で 2011 年東北地方太平洋沖地震（モーメントマグニ

チュード（以下「Ｍw」という。）9.0）が発生している。また，青森県東方沖から日本海

溝付近にかけての海域においてはＭ７クラスのプレート間地震が数多く発生しており，

それらの中には，1968 年十勝沖地震（Ｍ7.9）や 1994 年三陸はるか沖地震（Ｍ7.6）の

ように，近年青森県に大きな被害をもたらした地震も存在する(12)(13)。 

なお，海洋プレート内地震として，敷地から 200km 程度の位置で 2008 年岩手県沿岸北

部の地震（Ｍ6.8）が発生しており，300km 以上離れた位置で 1933 年昭和三陸地震      

（Ｍ8.1），1993 年釧路沖地震（Ｍ7.5），1994 年北海道東方沖地震（Ｍ8.2）及び 2011

年宮城県沖の地震（Ｍ7.2）が発生している。 
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一方，陸域では，敷地から 100km 程度の位置において，1766 年津軽の地震（Ｍ７1/4

±1/4）のようにＭ７クラスの内陸地殻内地震が発生しており，250km 以上離れた位置で，

2008 年岩手・宮城内陸地震（Ｍ7.2）が発生している。 

また，日本海側の海域では，1983 年日本海中部地震（Ｍ7.7）及び 1993 年北海道南西

沖地震（Ｍ7.8）のようにＭ７を上回る日本海東縁部の地震が発生している。 

なお，敷地から 50km 以内では，敷地の南東側の海域で発生した 1978 年青森県東岸の

２地震（Ｍ5.8）以外に被害地震は発生していない。 

 

2.2  敷地周辺で発生したＭ５以上の地震 

1923 年１月～2015 年 12 月までの間に，敷地周辺で発生したＭ５以上の地震の震央分

布を第 2－2 図に示す。また，敷地付近を横切る幅 50km の範囲に分布する震源の鉛直分

布を第 2－3 図に，太平洋プレートの沈み込みの様子を深発地震の震源の等深線で表した

もの(14)を第 2－4 図に示す。 

これらの図によると，敷地周辺における地震活動の特徴は以下のとおりである。 

(1)  太平洋側の東経 142°より東側の海域で，地震が数多く発生している。 

(2)  太平洋側の海域で発生する地震は，陸域に近づくにしたがってその震源が深く

なっている。 

(3)  岩手県沖では，2011 年東北地方太平洋沖地震（Ｍw9.0）の余震活動がみられる。 

(4)  日本海側では，1983 年日本海中部地震（Ｍ7.7）及び 1993 年北海道南西沖地震

（Ｍ7.8）の本震及び余震活動がみられる。 

(5)  敷地から 100km 以内では，Ｍ７を超える地震は発生していない。 

 

2.3  敷地周辺で発生したＭ５以下の地震 

2011 年１月～2015 年 12 月までの間に，敷地周辺で発生したＭ５以下の地震の震央分

布を第 2－5 図に，震源の鉛直分布を第 2－6 図に示す。 

これらの図によると，敷地周辺における地震活動の特徴は以下のとおりである。 

(1) 深さ 0～30km の範囲では，多くの地震が海域のプレート境界付近及び陸域の地殻

内で発生している。 

(2) 深さ 30～60km の範囲では，多くの地震が海域のプレート境界付近で発生してお

り，陸域における地震はほとんどみられない。 

(3) 深さ 60km 以上の範囲では，地震が太平洋プレートの沈み込みに沿って発生して

おり，震源の鉛直分布には第 2－6 図における二重深発地震面がみられる。これ

らの地震は，陸域に近づくにしたがってその震源が深くなり，敷地周辺では深

さ 100km 程度以上で発生している。 
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3. 活断層の分布状況 

敷地から半径 100km 程度の範囲について，敷地周辺の活断層の分布を第 3－1 図に示す。

また，第 3－1 図に示した敷地周辺の活断層の諸元を第 3－1 表(15)(16)に示す。 

第 3－1 図によると，敷地から 30km 程度以内には横浜断層が存在する。また，敷地から

100km 程度以内には恵山沖断層，函館平野西縁断層帯，青森湾西岸断層帯，津軽山地西縁

断層帯，尻屋崎南東沖断層，出戸西方断層，上原子断層，七戸西方断層，根岸西方断層及

び折爪断層が存在する。 
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4. 地震の分類 

「2. 敷地周辺の地震発生状況」によると，敷地周辺で発生する地震は，その発生様式

等からプレート間地震，海洋プレート内地震，内陸地殻内地震及び日本海東縁部の地震の

４種類に大別される。 

このことを踏まえ，敷地周辺において過去に発生した主な地震を以下のとおりに分類す

る。 

 

4.1  プレート間地震 

岩手県から十勝沖にかけての海域においては，Ｍ７～８程度のプレート間地震が繰り

返し発生している(17)。このうち過去の地震については被害記録等からプレート間地震と

考えられる主な被害地震として，1677 年陸中の地震（Ｍ7.4），1763 年陸奥八戸の地震  

（Ｍ7.4），1856 年日高・胆振・渡島・津軽・南部の地震（Ｍ7.5），1952 年十勝沖地震      

（Ｍ8.2），1968 年十勝沖地震（Ｍ7.9），1994 年三陸はるか沖地震（Ｍ7.6），2003 年十

勝沖地震（Ｍ8.0）及び 2011 年東北地方太平洋沖地震（Ｍw9.0）がある。 

近年の地震において，地震規模が最大のものは 2011 年東北地方太平洋沖地震のＭw9.0

であるが，建物等に被害が発生するとされている震度５弱程度以上（1996 年以前は震度

Ⅴ程度以上）(18)の揺れを敷地周辺にもたらした地震は，1968 年十勝沖地震（Ｍ7.9）及

び 1994 年三陸はるか沖地震（Ｍ7.6）である。これらの地震のうち，建物等に大きな被

害をもたらした 1968 年十勝沖地震（Ｍ7.9）の震度分布を第 4－1 図に示す。 

 

4.2  海洋プレート内地震 

東北地方から北海道にかけての海洋プレート内地震は，海溝軸付近から陸側で発生す

る沈み込んだ海洋プレート内の地震と，海溝軸付近ないしそのやや沖合で発生する沈み

込む海洋プレート内の地震の２種類に分けられる。沈み込んだ海洋プレート内の地震の

震源分布は二重深発地震面を形成しており，北海道では下面の Down Dip Extension 型（以

下「ＤＥ型」という。）の地震活動が優勢とされ，東北地方では上面の Down Dip 

Compression 型（以下「ＤＣ型」という。）の地震活動が優勢とされている(19)(20)(21)。 

「2.1 被害地震」のとおり，敷地周辺において震度５弱程度以上(1996 年以前は震度

Ｖ程度以上)の揺れをもたらした海洋プレート内地震は認められていないが，東北地方か

ら北海道において発生した主な海洋プレート内地震として，1933 年昭和三陸地震    

（Ｍ8.1），1993 年釧路沖地震（Ｍ7.5），1994 年北海道東方沖地震（Ｍ8.2），2003 年宮

城県沖の地震（Ｍ7.1），2008 年岩手県沿岸北部の地震（Ｍ6.8），2011 年宮城県沖の地震

（Ｍ7.2）及び 2011 年三陸沖の地震（Ｍ7.3）がある。このうち，1933 年昭和三陸地震

（Ｍ8.1）は沈み込む海洋プレート内の地震であり(1)，その他は沈み込んだ海洋プレート

内の地震である(22)。沈み込んだ海洋プレート内地震のうち，1993 年釧路沖地震（Ｍ7.5）

及び 2008 年岩手県沿岸北部の地震（Ｍ6.8）はＤＥ型の地震(9)(19)，2003 年宮城県沖の地
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震（Ｍ7.1）及び 2011 年宮城県沖の地震（Ｍ7.2）はＤＣ型の地震であり(9)，1994 年北

海道東方沖地震（Ｍ8.2）及び 2011 年三陸沖の地震（Ｍ7.3）は，沈み込んだ海洋プレー

ト内の地震の中でも沖合の浅い地震である(9)(23)。 

なお，世界で過去に発生したＭw7.0 以上の海洋プレート内地震としては，1993 年グア

ムの地震（Ｍw7.7），2000 年スマトラの地震（Ｍw7.8）などがあげられる。これらのよ

うな規模の大きな海洋プレート内地震や 1994 年北海道東方沖地震（Ｍ8.2）は，海洋プ

レートに引張応力が作用し，島弧に応力勾配が見られる地域もしくは島弧に圧縮応力が

作用する地域で発生している(24)。一方，敷地が属する東北地方は，海洋プレート内の応

力状態が中立で，島弧に圧縮応力が作用している地域であり，大きな海洋プレート内地

震が発生している地域とは応力状態が異なる地域となっている。 

 

4.3  内陸地殻内地震 

「3. 活断層の分布状況」に示した，敷地周辺における活断層と主な被害地震の関係

を第 4－2 図に，Ｍ５以下の地震との関係を第 4－3 図に示す。 

東北地方においては，Ｍ７クラスの内陸地殻内地震が，奥羽山脈付近から日本海にか

けて発生している。 

第 4－2 図によると，敷地周辺で発生した内陸地殻内地震のうち，最も規模の大きな地

震は 1766 年津軽の地震（Ｍ７1/4±1/4）であるが，敷地周辺における揺れは震度Ｖ程度

以上とは推定されていない(6)。その他の地震についても，敷地に影響を与えたと推定さ

れる地震は認められない。 

また，これらの図によると，敷地から 30km 程度以内に存在する横浜断層の位置と被害

地震あるいはＭ５以下の地震の震央分布の間に対応は認められない。 

 

4.4  日本海東縁部の地震 

日本海東縁部の地震として，1983 年日本海中部地震（Ｍ7.7）及び 1993 年北海道南西

沖地震（Ｍ7.8）が発生しているが，敷地周辺において震度Ⅴ程度以上の揺れは認められ

ておらず(9)，敷地に大きな影響を与えるような地震ではない。 
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5. 地盤構造モデルの設定 

5.1  解放基盤表面の設定 

敷地の地質は，新第三系鮮新統～第四系下部更新統の砂子又層，第四系中部更新統の

田名部層及び第四系中部更新統の中位段丘堆積物並びにこれらの上位に載るローム層，

第四系完新統の沖積層等が分布する。田名部層等の下位には砂子又層がほぼ水平に広く

分布している。 

敷地内で実施したＰＳ検層の結果を第 5－1 図に示す。敷地の地盤は第 5－1 図に示す

ように，標高－218m の位置においてＳ波速度が 0.7km/s 以上となる。 

屈折法地震探査による敷地及び敷地周辺の速度構造を第 5－2 図に示す。第 5－2 図と

敷地及び敷地周辺で実施した反射法地震探査結果によれば，敷地及び敷地周辺の地下の

速度構造は，大局的に見て水平成層であると評価される。 

上記の地質調査結果より，敷地周辺では砂子又層がほぼ水平で相当な拡がりを有して

分布しており，標高－218m 以深では，Ｓ波速度が 0.7km/s 以上の硬質地盤となっている

ことから，標高－218m の位置に解放基盤表面を設定する。この位置の地盤に，著しい風

化は認められない。 

 

5.2  地震観測記録 

敷地地盤では，第 5－3 図に示す３か所で地震観測を実施している。これらの観測点の

うち，西側観測点で観測された主な地震の諸元を第 5－1 表に，震央分布と発震機構(25)

を第 5－4 図に示す。これらの地震について，その発生様式ごとに分類を行い，西側観測

点の砂子又層内の標高－300m で得られた主な観測記録の応答スペクトルを第 5－5 図に

示す。また，発生様式ごとの代表的な地震について，地盤の各深さで得られた観測記録

の応答スペクトルを第 5－6 図に示す。第 5－5 図及び第 5－6 図によると，地震観測記録

に著しい増幅はみられないことが確認できる。この傾向は地震の発生様式によらず同様

である。 

一方，敷地内３観測点で得られた発生様式ごとの代表的な地震について，地震の諸元

を第 5－2 表に，震央分布と発震機構を第 5－7 図に示す。これらの地震について，敷地

内３観測点の各深さで得られた主な観測記録の応答スペクトルを第 5－8 図に示す。   

第 5－8 図によると，観測点によらず，応答スペクトルの形状に顕著な差異がないことが

確認できる。 

次に，敷地内３観測点の解放基盤表面位置で得られた１Gal 以上の観測記録を用いて，

各観測点における地盤増幅特性の比較を行う。対象とした地震の諸元を第 5－3 表，震央

分布を第 5－9 図に示す。西側観測点を基準とした北側観測点及び南側観測点の応答スペ

クトル比を第 5－10 図に示す。第 5－10 図によると，各観測点の解放基盤表面位置にお

ける地盤増幅特性に異なる傾向はみられない。 

さらに，敷地内３観測点の解放基盤表面位置で得られた震央距離が 200km 以内の地震
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の観測記録を用いて，敷地から東西南北の４方位に分類した上で地震波の到来方向別の

地盤増幅特性に関しての比較を行う。対象とした地震の諸元を第 5－4 表に，震央分布を

第 5－11 図に示す。西側観測点を基準とした北側観測点及び南側観測点の応答スペクト

ル比を第 5－12 図に示す。第 5－12 図によると，敷地に対する地震波の到来方向の違い

によって地盤増幅特性が異なる傾向はみられない。 

 

5.3  地盤構造モデル 

応答スペクトルに基づく方法による地震動評価に用いる地震観測記録に基づく補正係

数の設定等においては，敷地の地震観測記録から解放基盤表面以浅の地盤の影響を取り

除くために，はぎとり地盤モデルを用いている。 

統計的グリーン関数法(26)(27)(28)による地震動評価においては，敷地における地震基盤

面から解放基盤表面までの地盤増幅特性を考慮するための地盤構造モデルを用いている。

また，理論的手法(29)による地震動評価においては，地震基盤面以深の特性を考慮するた

めの地盤構造モデルを用いている。 

はぎ取り地盤構造モデル，統計的グリーン関数法及び理論的手法による地震動評価に

用いる地盤構造モデルの設定を以下に示す。 

 

(1) はぎ取り地盤構造モデル 

はぎとり地盤構造モデルは，敷地内の西側観測点において最深度の地震計設置位置

が標高－300ｍとなる鉛直アレイ観測による地震観測記録から求めた深度方向の伝達

関数の逆解析により，モデルの層厚，速度構造及び減衰定数について最適化を行い設

定している。第 5－5 表にはぎとり地盤構造モデルを示す。設定したはぎとり地盤構造

モデルによる伝達関数と，地震観測記録による伝達関数の比較を第 5－13 図に示す。

両者はよく整合する結果となっており，はぎとり地盤構造モデルは敷地の地盤増幅特

性を表現できるものとなっている。 

 

(2) 統計的グリーン関数法に用いる地盤構造モデル 

統計的グリーン関数法による地震動評価では，地震基盤面から解放基盤表面までの

地盤構造が必要となる。 

統計的グリーン関数法による地震動評価に用いる地盤構造モデルは，第 5－5 表に示

すはぎ取り地盤構造モデルに基づき，西側観測点の鉛直アレイ地震観測による地震観

測記録から得られるＰ波部水平／上下スペクトル振幅比及びレシーバー関数の逆解析

により，モデルの層厚，速度構造及び減衰定数について最適化を行い設定している(30)。

これらの物性のうち，減衰定数については，小林他（1999）(31)に基づき，振動数に依

存しない内部減衰と振動数に依存する散乱減衰を考慮している。地盤構造モデルに採

用する層厚，速度構造は最適化によって得られた値とし，減衰定数は最適化によって
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得られた値を踏まえて，全振動数帯で一定の値としている。 

なお,地震基盤面位置は，最適化した地盤構造モデルのＳ波速度が 3.0km/s 以上とな

る深さとしている。 

第 5－6 表に統計的グリーン関数法による地震動評価で用いる地盤構造モデルを示

す。 

Ｐ波部水平／上下スペクトル振幅とレシーバー関数ついて，設定した地盤構造モデ

ルを用いて求めた結果と地震観測記録から求めた結果の比較を第 5－14 図に示す。両

者は良く整合する結果となっている。 

統計的グリーン関数法に用いる地盤構造モデルについては，敷地近傍の微動アレイ

探査結果による速度構造との比較及び敷地の地震観測記録を用いたスペクトルインバ

ージョン法による検討により妥当性を検証している。 

敷地近傍の微動アレイ探査から得られた速度構造と統計的グリーン関数法に用いる

地盤構造モデルの速度構造の比較を第 5－15 図に示す。探査結果と設定した地盤構造

モデルの速度構造は整合する結果となっている。 

スペクトルインバージョン法による検討では，岩田・入倉（1986）(32)に基づき，敷

地の観測記録及び K-NET 等(33)の観測記録を用いて敷地の地盤増幅特性を評価する。敷

地の地盤増幅特性について，地盤構造モデルによるものとスペクトルインバージョン

解析によるものを比較した結果，第 5－16 図に示すとおり同等のものとなっている。 

 

(3) 理論的手法に用いる地盤構造モデル 

理論的手法による地震動評価では，地震基盤面以浅の地盤構造に加えて地震基盤面

以深の地盤構造が必要となる。地震基盤面以浅については，統計的グリーン関数法に

よる地震動評価で用いる地盤構造モデルを参考に，地震基盤面以深については，三陸

沖北部の深い地盤構造を検討した地震調査研究推進本部(2004)(34)及び永井他

(2001)(35)を参考に設定する。 

第 5－7 表に理論的手法による地震動評価で用いる地盤構造モデルを示す。 
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6. 基準地震動 

基準地震動は，「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定

する地震動」について，解放基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地震動としてそれ

ぞれ策定する。なお，基準地震動の策定過程における不確かさについても考慮する。 

 

6.1  敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

(1) 検討用地震の選定 

「4. 地震の分類」に基づき，地震発生様式ごとに敷地に大きな影響を与えると予想

される地震を検討用地震として複数選定する。 

ａ．プレート間地震 

青森県東方の沖合では，プレート間地震が過去に繰り返し発生しており，1968 年十

勝沖地震（Ｍ7.9）は敷地に最も影響を与えたと考えられる地震の一つである。地震調

査研究推進本部（2004）(34)は，既往の研究成果を基に，1968 年十勝沖地震（Ｍ7.9）

の震源域に発生する地震を「三陸沖北部の地震」（Ｍw8.3）として震源モデルを設定し

ている。この「三陸沖北部の地震」（以下「想定三陸沖北部の地震」という。）をプレ

ート間地震の検討用地震の選定に当たって考慮する。 

一方，2011 年東北地方太平洋沖地震（Ｍw9.0）は，三陸沖南部海溝寄り，三陸沖北

部から房総沖の海溝寄りの一部，三陸沖中部，宮城県沖，福島県沖及び茨城県沖の領

域を震源域とする地震であり，敷地に対する影響は小さかったものの，同地震の知見

を踏まえ同規模の地震が敷地前面で発生するとして，「2011 年東北地方太平洋沖地震

を踏まえた地震」をプレート間地震の検討用地震の選定に当たって考慮する。震源領

域としては，敷地前面の三陸沖北部の領域を含むように，「三陸沖北部～宮城県沖の連

動」及び「三陸沖北部～根室沖の連動」のそれぞれの場合について考慮する。 

「想定三陸沖北部の地震」と「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の震

源パラメータの比較を第 6－1 表に，想定する断層面の位置を第 6－1 図に示す。「2011

年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」は，設定した断層モデルにおいて敷地前面

の三陸沖北部の領域を含めてモデル化している。「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏

まえた地震」は，「想定三陸沖北部の地震」と比較して地震規模が大きく，直近の強震

動生成域（以下「ＳＭＧＡ」という。）の短周期レベルは「想定三陸沖北部の地震」の

直近のＳＭＧＡの短周期レベルを上回り，「想定三陸沖北部の地震」の断層面全体の短

周期レベルの値とほぼ等しい値となっている。さらに，直近のＳＭＧＡと敷地との距

離についても「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の方が近い。 

なお，地震調査研究推進本部（2017）(36)において，十勝沖から択捉島沖を震源領域

としたＭw8.8 程度以上の超巨大地震が発生する可能性があるとしているが，「2011 年

東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」がＭw9.0 の規模を考慮していること，及び十

勝沖から択捉島沖の領域よりも敷地に近い三陸沖北部の領域を震源領域に設定してい
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ることから，「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の方が敷地への影響が

大きい。 

以上のことから，敷地への影響については，「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏ま

えた地震」が大きいと考えられるため，プレート間地震の検討用地震として「2011 年

東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」を選定する。検討用地震として選定した「2011

年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の断層面の位置を第 6－2 図に示す。 

なお，敷地前面のプレート間地震については，地震調査委員会（2019）(86)の知見が

あるが，Ｍw9.0 の規模を考慮した上で敷地に最も近い三陸沖北部の領域に震源領域を

設定している「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の方が敷地への影響が

大きい。 

 

ｂ．海洋プレート内地震 

敷地周辺で考慮する海洋プレート内地震については，地震の発生機構やテクトニク

ス的背景の類似性が認められる地域で過去に発生した地震を考慮した上で，敷地周辺

の適切な位置に震源を考慮する。 

三陸沖北部の領域に隣接する領域である北海道の千島海溝沿いにおいては，二重深

発地震面下面の地震の活動が優勢であるのに対し，敷地を含む東北地方の日本海溝沿

いは，二重深発地震面上面の地震の活動が優勢であるという特徴を有する(19)(20)(21)。

北海道の千島海溝沿いにおいては，過去に二重深発地震面下面の地震として，1994年

北海道東方沖地震（Ｍ8.2）が発生しているのに対し，過去に東北地方で発生した二重

深発地震面における大規模な地震は，2003年宮城県沖の地震（Ｍ7.1）及び2011年宮城

県沖の地震（Ｍ7.2）といった二重深発地震面上面の地震であり，Ｍ７クラスに達する

二重深発地震面下面の被害地震は知られていない。 

北海道東部について，Kita et al.（2010）(21)はＤＥ型の地震発生層が厚いとして

おり，Seno and Yoshida（2004）(24)は浅く大きな海洋プレート内地震が発生する傾向

があるとしている。一方，敷地を含む東北地方については，Kita et al.（2010）はＤ

Ｃ型の地震発生層が厚いとしており，Seno and Yoshida（2004）は浅く大きな海洋プ

レート内地震が知られていない地域としている。 

以上のことから，北海道東部と東北地方は異なるテクトニクスとなっていると考え

られるため，千島海溝沿いの海洋プレート内地震は検討用地震の選定に当たって考慮

しない。 

検討用地震の設定に当たっては，過去に東北地方で発生した海洋プレート内地震を

考慮し，二重深発地震面上面の地震，二重深発地震面下面の地震及び沖合の浅い地震

に分類した上で，敷地に対して影響の大きい地震を抽出する。 

影響の大きい地震の抽出に当たり，地震規模には，各分類の領域で過去に発生した

最大の地震規模を考慮することとし，その設定位置は，地震のタイプごとの発生位置
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に応じて敷地との距離が最小となる位置とする。 

二重深発地震面上面の地震については，2011 年宮城県沖の地震（Ｍ7.2），二重深発

地震面下面の地震については，2008 年岩手県沿岸北部の地震（Ｍ6.8），沖合の浅い地

震については，2011 年三陸沖の地震（Ｍ7.3）をそれぞれ考慮し，想定した断層面の

位置を第 6－3 図に示す。 

上記３地震について，応答スペクトルに基づく方法により，敷地への影響が相対的

に大きい地震を検討用地震として選定する。応答スペクトルに基づく方法は，敷地の

特性等を的確に反映することが可能な Noda et al.（2002）(37)の方法を用いる。Noda 

et al.（2002）は，岩盤における観測記録に基づいて提案された距離減衰式であり，

解放基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地震動の応答スペクトルを予測する手

法である。 

Noda et al.（2002）の方法に基づき地震動を評価し，敷地への影響を相対的に比較

した結果を第 6－4 図に示す。第 6－4 図より，敷地への影響が最も大きい 2011 年宮城

県沖の地震（Ｍ7.2）と同様の地震が敷地東側で発生することを考慮した二重深発地震

面上面の地震を「想定海洋プレート内地震」として検討用地震に選定する。検討用地

震として選定した「想定海洋プレート内地震」の断層面の位置を第 6－5 図に示す。 

なお，敷地前面の海洋プレート内地震については，地震調査委員会（2019）(86)の知

見があるが，同等の規模を考慮した上で敷地との距離が最小となる位置に震源を設定

している「想定海洋プレート内地震」の方が敷地への影響が大きい。 

 

ｃ．内陸地殻内地震 

(a) 地震発生層の設定 

内陸地殻内地震の地震動評価に用いる地震発生層の上端深さ及び下端深さについて

は，文献等に基づき以下のとおり設定する。 

原子力安全基盤機構（2004）(38)は，各地域において発生した地震の震源鉛直分布か

ら求まるＤ10％及びＤ90％（その値より震源深さが浅い地震数がそれぞれ全体の 10％

及び 90％となる震源深さ）を求めている。原子力安全基盤機構（2004）による地震域

の区分及び敷地が位置する地震域（東北東部）における地震発生層上下限層のパラメ

ータを第 6－6 図に示す。 

Ｄ10％及びＤ90％は，それぞれ地震発生層の上限深さ及び下限深さに概ね対応する

と考えられる(38)(39)ことから，第 6－6 図によると，敷地が位置する領域における地震

発生層の上限深さは約６km，下限深さは約 14km となる。 

なお，第 6－7 図に示すように，原子力安全基盤機構（2004）の考え方に基づいて，

敷地周辺で発生した地震の分布から算定すると，地震発生層の上限深さは約６km，下

限深さは約 13km となる。 

入倉・三宅（2001）(40)他によれば，地震発生層の上限深さは，Ｐ波速度 5.8km/s～
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6.0km/s と概ね対応するとされている(41) (42)。陸奥湾から下北半島を東西に横断して

東通沖海域に至る側線で実施された反射法・屈折法統合地震探査(43)においては，深さ

３km のＰ波速度は 5.5km/s 程度とされていることから，敷地周辺の地震発生層の上限

深さは３km より深いと考えられる。 

長谷川他（2004）(44)によれば，東北日本の内陸地殻内地震が発生する深さについて

は，15km 程度以浅であり，それより深部では温度が高くなり，急激な断層運動である

地震としては変形せず，流動変形が卓越するとされている。 

敷地周辺における地震波トモグラフィ解析結果を第 6－8 図に示す。地震波トモグラ

フィ解析により再決定された震源の下限深さは 15km 程度となっている。 

また，Tanaka and Ishikawa（2005）(45)によれば，微小地震のＤ90％とキュリー点

深度の間には相関があるとされている。大久保（1984）(46)及び Tanaka and Ishikawa

（2005）によれば，敷地周辺のキュリー点深度は約 15km となっており，敷地周辺の微

小地震の発生状況から推定されるＤ90％の値及び地震波トモグラフィ解析により再決

定された震源の深さの下限と整合している。 

以上を踏まえ，内陸地殻内地震の地震動評価に用いる地震発生層の上端深さを３km，

下端深さを 15km と設定する。 

 

(b) 検討用地震に考慮する活断層 

敷地周辺の活断層が敷地に与える影響を検討するために，第 3－1 表に示す敷地周辺

の活断層について，断層長さから想定される地震のマグニチュード(15)及び断層の中心

を震央とした震央距離と，敷地で想定される震度との関係について第 6－9 図(47)(48)に

示す。 

第 6－9 図より，地震規模及び敷地からの距離を考慮すると，「尻屋崎南東沖断層に

よる地震」（Ｍ6.8）や「函館平野西縁断層帯による地震」（Ｍ7.2）に比べ，敷地に影

響を与える「横浜断層による地震」（Ｍ6.8），「恵山沖断層による地震」（Ｍ7.6），「上

原子～七戸西方断層による地震」（Ｍ7.7）及び「根岸西方断層による地震」（Ｍ7.5）

を，敷地に影響を与える内陸地殻内地震として選定する。 

上記４地震について，Noda et al.（2002）の方法に基づき地震動を評価した結果を

第 6－10 図に示す。 

第 6－10 図における評価では，敷地への影響が相対的に大きい地震を検討用地震と

して選定する観点から，等価震源距離と震央距離が同値と仮定し評価している。 

なお，一切山東方断層及び老部川右岸の断層は，後期更新世以降の活動はないもの

の，仮の評価として，敷地からの距離を考慮して Noda et al.（2002）の方法に基づ

き横浜断層による地震と比較を行った結果，一切山東方断層及び老部川右岸の断層に

よる地震の敷地への影響は，横浜断層による地震の敷地への影響を上回るものとはな

らない。 
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「ａ．プレート間地震」の検討用地震として選定した「2011 年東北地方太平洋沖地

震を踏まえた地震」（Ｍw9.0）は，地震規模が大きく，敷地から震源までの距離が遠い

ことから，敷地に影響を与える長周期の地震動レベルを代表できると考えられる。こ

のため，内陸地殻内地震の検討用地震としては，短周期の地震動レベルに着目し，「横

浜断層による地震」（Ｍ6.8）を選定する。 

検討用地震として選定した「横浜断層による地震」の断層面の位置を第 6－11 図に

示す。 

 

ｄ．日本海東縁部の地震 

地震調査研究推進本部（2003）(49)が日本海東縁部の地震として想定する地震のうち，

敷地に与える影響が大きいと考えられるのは，青森県西方沖の地震（Ｍ7.7 前後）及

び北海道南西沖の地震（Ｍ7.8 前後）である。それぞれに相当する地震として，1983

年日本海中部地震（Ｍ7.7）及び 1993 年北海道南西沖地震（Ｍ7.8）が発生しているも

のの，いずれも敷地に大きな影響を与える地震ではなかった。このことを踏まえ，日

本海東縁部の地震は，検討用地震として選定しない。 

 

(2) 検討用地震の地震動評価 

「6.1(1) 検討用地震の選定」において選定した「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏

まえた地震」，「想定海洋プレート内の地震」及び「横浜断層による地震」の地震動評価

については，地震の発生様式等に応じた地震動特性を考慮するとともに，「5.3 地盤構

造モデル」に示した敷地の地盤増幅特性を考慮する。検討用地震による地震動は，応答

スペクトルに基づく方法及び断層モデルを用いた手法により評価する。 

応答スペクトルに基づく方法は，Noda et al.（2002）の方法を用いる。 

Noda et al.（2002）の方法は，震源の拡がりの影響を考慮することができ，敷地にお

ける地震観測記録に基づいて補正することにより，地震の分類に従った震源特性，伝播

経路特性及び地盤増幅特性を的確に反映することが可能である。観測記録による補正係

数は，検討用地震と発震機構が同じ地震による観測記録に基づくことを原則とする。 

断層モデルを用いた手法については，敷地において要素地震として適切な地震の観測

記録が得られている場合は経験的グリーン関数法(27)(50)を用い，得られていない場合は

統計的グリーン関数法(26)(27)(28)あるいは統計的グリーン関数法と理論的手法(29)による

ハイブリッド合成法(51)を用いる。 

 

ａ．プレート間地震 

(a) 基本モデルの設定 

プレート間地震の検討用地震として選定した「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏ま

えた地震」については，地震調査研究推進本部（2004）(34)及び諸井他（2013）(52)に
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基づき震源モデルを設定する。 

断層面の設定に当たっては，敷地前面の三陸沖北部の領域を含む領域の連動を考慮

し，「三陸沖北部～宮城県沖の連動」及び「三陸沖北部～根室沖の連動」について，そ

れぞれモデルを設定する。 

各領域におけるＳＭＧＡの位置については，モデル化する領域ごとに諸井他（2013）

と同様に，過去に発生した地震(34)(52)(53)を参照して地域性を考慮した位置に設定する。

各領域のＳＭＧＡは，三陸沖北部の領域では 1968 年十勝沖地震や 1994 年三陸はるか

沖地震の発生位置に，三陸沖中部以南の領域では地震調査研究推進本部（2012）(17)

のセグメントごとに一つずつ，十勝沖の領域では 2003 年十勝沖地震の発生位置に，根

室沖の領域では 1973 年根室半島沖地震の発生位置よりも領域内において敷地に近い

位置にそれぞれ配置する。三陸沖中部以南の領域での設定に当たっては，既往の地震

観測記録の再現に関する入倉（2012）(54)の知見を参照する。 

ＳＭＧＡの面積は，諸井他（2013）に基づき断層面積に対する面積比（以下「ＳＭ

ＧＡ面積比」という。）が 12.5％となるよう設定する。 

ＳＭＧＡの短周期レベルは，諸井他（2013）に基づきＳＭＧＡ面積比 12.5％相当の

地震モーメントと短周期レベルの関係を基本としている。諸井他（2013）に基づくＳ

ＭＧＡ面積比 12.5％相当の地震モーメントと短周期レベルの関係は，第 6－12 図に示

すように，2011 年東北地方太平洋沖地震の短周期レベルと整合することが確認されて

いる佐藤（2010）(55)のスケーリング則を上回っている。ここで，敷地に近く影響が大

きいＳＭＧＡ１及びＳＭＧＡ２の短周期レベルについては，1994 年三陸はるか沖地震

（Ｍ7.6）及び 1978 年宮城県沖地震（Ｍ7.4）が諸井他（2013）に基づくＳＭＧＡ面積

比 12.5％相当の地震モーメントと短周期レベルの関係をそれぞれ 1.3 倍及び 1.4 倍上

回っていることから，割増率として 1.4 倍を考慮した。一方，ＳＭＧＡ３～７につい

ては，敷地から遠く影響が小さいため，諸井他（2013）に基づくＳＭＧＡ面積比 12.5％

相当の短周期レベルに設定する。 

なお，破壊開始点については，複数の位置を設定する。 

基本モデルの検討ケース一覧を第 6－2 表に，基本モデルの断層モデル及び断層パラ

メータを第 6－13 図及び第 6－3 表に示す。また，断層モデルのパラメータの設定フロ

ーを第 6－14 図に示す。 

ここで，2011 年東北地方太平洋沖地震については，各種の震源モデルが提案されて

いることから，これらと比較することで「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地

震」の基本モデルで設定したＳＭＧＡ面積，短周期レベル及びＳＭＧＡ面積比の妥当

性について確認する。「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の基本モデル

と，田島他（2013）(63)が取りまとめた各種震源モデルを比較した結果，基本モデルの

ＳＭＧＡ面積，短周期レベルは第 6－4 表(a)に示すように，各種震源モデルを概ね上

回る値となっており，過小な設定とはなっていない。また，諸井他（2013）(52)に示さ
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れているＳＭＧＡ面積比を変えた場合のＳＭＧＡの短周期レベルと，ＳＭＧＡ面積比

を 12.5％としている「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の基本モデルの

ＳＭＧＡの短周期レベルを比較した結果，第 6－4 表(b)に示すように，敷地に近く影

響が大きいＳＭＧＡ１及びＳＭＧＡ２の短周期レベルは，諸井他（2013）の検討にお

けるＳＭＧＡの短周期レベルの最大値を上回っていることから，基本モデルのＳＭＧ

Ａ面積比は過小な設定とはなっていない。 

 

(b) 不確かさを考慮するパラメータの設定 

「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の不確かさとしては，基本モデル

で既往最大の地震規模及び 1978 年宮城県沖地震を踏まえた短周期レベルを考慮して

いることから，ＳＭＧＡの位置の不確かさのみ考慮することとし，敷地に最も近いＳ

ＭＧＡ１の位置を敷地直近（断層面北西端）に移動させたケースを考慮する。 

なお，破壊開始点については，ＳＭＧＡの位置を移動させたケースについても，複

数の位置を設定する。 

不確かさケースの検討ケース一覧を第 6－2 表に，不確かさケースの断層モデル及び

断層パラメータを第 6－15 図及び第 6－3 表に示す。また，断層モデルのパラメータの

設定フローを第 6－14 図に示す。 

 

(c) 応答スペクトルに基づく地震動評価 

「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」は，既往の距離減衰式に対して外

挿になること，また，敷地に対して断層面が大きく拡がっていることから，距離減衰

式による評価が困難であるため，断層モデルを用いた手法により地震動評価を行う。 

 

(d) 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

断層モデルを用いた手法による地震動評価では，敷地において要素地震として利用

可能な観測記録が得られていることから，経験的グリーン関数法を用いる。 

要素地震としては，各領域で発生した同様の震源メカニズムをもつ地震を用いるこ

ととし，三陸沖北部の領域に対して 2001 年８月 14 日の地震（Ｍ6.4），三陸沖中南部

の領域に対して 2015 年５月 13 日の地震（Ｍ6.8），宮城県沖の領域に対して 2011 年   

３月 10 日の地震（Ｍ6.8），十勝沖の領域に対して 2008 年９月 11 日の地震（Ｍ7.1），

根室沖の領域に対して 2004 年 11 月 29 日の地震（Ｍ7.1）の敷地における観測記録を

用いる。各要素地震の震源パラメータを第 6－5 表に，各要素地震の震央分布と発震機

構及び観測記録の波形を第 6－16 図に示す。 

基本モデル及び各不確かさケースの断層モデルを用いた地震動評価結果の応答スペ

クトルを第 6－17 図に示す。 
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ｂ．想定海洋プレート内地震 

(a) 基本モデルの設定 

海洋プレート内地震の検討用地震として選定した「想定海洋プレート内地震」につ

いては，地震調査研究推進本部（2017）(59)に基づき震源モデルを設定する。 

地震規模は，同一テクトニクス内の東北地方で発生した二重深発地震面上面の地震

のうち最も規模が大きい地震である，2011 年４月７日宮城県沖の地震と同規模（Ｍ7.2，

Ｍw7.1）とする。 

短周期レベルは，地震調査研究推進本部（2017）(59)による海洋プレート内地震の標

準的な短周期レベルを考慮し設定する。 

断層面の位置は，敷地前面の沈み込む海洋プレートと敷地との距離が最小となる位

置の海洋性マントル内に設定する(68)。 

なお，破壊開始点については，複数の位置を設定する。 

基本モデルの検討ケースを第 6－6 表に，基本モデルの断層モデル及び断層パラメー

タを第 6－18 図及び第 6－7 表に示す。また，断層モデルのパラメータの設定フローを

第 6－19 図に示す。 

 

(b) 不確かさを考慮するパラメータの設定 

想定海洋プレート内地震の地震動評価に当たっては，以下に示すパラメータの不確

かさを考慮する。 

短周期レベルの不確かさとしては，原田他（2011）(72)の知見を踏まえ，短周期レベ

ルの値を地震調査研究推進本部（2017）(59)による値の 1.5 倍としたケースを考慮する。 

断層位置の不確かさとしては，断層面上端が海洋性地殻の上端に位置するよう設定

した上で，アスペリティを断層面の上端に配置したケースを考慮する。 

地震規模の不確かさとしては，基本モデルの断層面について，2011 年４月７日宮城

県沖の地震の地震規模を上回るＭw7.4 としたケースを考慮する。 

なお，破壊開始点については，それぞれの不確かさケースについて，複数の位置を

設定する。不確かさケースの検討ケース一覧を第 6－6 表に，不確かさケースの断層モ

デルを第 6－18 図及び第 6－20 図に，また，断層パラメータを第 6－8 表に示す。断層

モデルのパラメータの設定フローを第 6－19 図に示す。 

 

(c) 応答スペクトルに基づく地震動評価 

応答スペクトルに基づく地震動評価では，海洋プレート内地震の観測記録が敷地に

おいて得られていることから，観測記録の応答スペクトルと Noda et al.（2002）の

方法に基づく応答スペクトルとの比をサイト補正係数として考慮することにより，敷

地における地震動特性を反映する。海洋プレート内地震の応答スペクトル比を      

第 6－21 図に示す。 
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第 6－22 図に，基本モデル及び各不確かさケースの応答スペクトルに基づく地震動

評価結果の応答スペクトルを示す。 

 

(d) 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

「想定海洋プレート内地震」の断層モデルを用いた手法による地震動評価について

は，適切な要素地震となる地震観測記録が敷地で得られていないことから，統計的グ

リーン関数法を用いる。 

第 6－23 図に，基本モデル及び各不確かさケースの断層モデルを用いた地震動評価

結果の応答スペクトルを示す。 

 

ｃ．内陸地殻内地震 

(a) 基本モデルの設定 

内陸地殻内地震の検討用地震として選定した「横浜断層による地震」については，

地質調査結果及び地震調査研究推進本部（2017）(59)に基づき震源モデルを設定する。 

断層傾斜角は反射法地震探査結果に基づき 60 度に設定し，地震発生層厚さと断層傾

斜角を考慮して断層幅を 13.9km とする。震源断層長さは，地震規模がＭw6.5 となる

ように，断層幅を考慮して 27km とし，その地震モーメントは 7.83×1018Nm となる。 

アスペリティの位置については，敷地への影響が大きくなるように，アスペリティ

の北端を横浜断層の北端に，また，アスペリティの上端を，設定した断層モデルの上

端に設定する。 

なお，破壊開始点については，複数の位置を設定する。 

基本モデルの検討ケースを第 6－9 表に示す。基本モデルの断層モデル及び断層パラ

メータを第 6－24 図及び第 6－10 表に示す。また，断層モデルのパラメータの設定フ

ローを第 6－25 図に示す。 

 

(b) 不確かさを考慮するパラメータの設定 

「横浜断層による地震」の地震動評価にあたっては，以下に示すパラメータの不確

かさを考慮する。 

応力降下量の不確かさケースとしては，2007 年新潟県中越沖地震の知見を踏まえ，

基本モデルにおける値の 1.5 倍としたケースを考慮する。 

横浜断層については，地質調査結果によると，高角の逆断層であることが確認され

ているが，断層傾斜角の不確かさとして，断層傾斜角を 45 度としたケースを考慮する。 

なお，破壊開始点については，それぞれの不確かさケースについて，複数の位置を

設定する。 

不確かさケースの検討ケース一覧を第 6－9 表に示す。不確かさケースの断層モデル

を第 6－24 図及び第 6－26 図に，また，断層パラメータを第 6－11 表に示す。断層モ
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デルのパラメータの設定フローを第 6－25 図に示す。 

 

(c) 応答スペクトルに基づく地震動評価 

応答スペクトルに基づく地震動評価では，内陸地殻内地震の観測記録が敷地におい

て十分得られていないことから，Noda et al.（2002）による内陸地殻内地震の補正に

よる低減を考慮しない。 

第 6－9 表に示す各検討ケースを対象として，Noda et al.（2002）に基づき算定し

た応答スペクトルを第 6－27 図に示す。 

また，Noda et al.（2002）以外の距離減衰式(75)(76)(77)による評価を行うこととし，

評価に用いる距離減衰式を第 6－12 表に示す。 

Noda et al.（2002）にる評価結果と Noda et al.（2002）以外の距離減衰式による

評価結果の応答スペクトルを第 6－28 図に示す。 

 

(d) 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

「横浜断層による地震」の断層モデルを用いた手法による地震動評価については，

適切な要素地震となる地震観測記録が敷地で得られていないことから，統計的グリー

ン関数法を用いる。 

第 6－9 表に示す各検討ケースを対象として，統計的グリーン関数法を用いた断層モ

デルにより算定した地震動評価結果の応答スペクトルを第 6－29 図に示す。 

なお，基本モデルについては，統計的グリーン関数法及び理論的手法を用いたハイ

ブリッド合成法による地震動評価を行っており，その評価結果を第 6－30 図に示す。

第 6－30 図によると，ハイブリッド合成法による地震動評価結果は，統計的グリーン

関数法による評価結果と同程度となっている。 

 

6.2  震源を特定せず策定する地震動 

(1) 評価方法 

震源を特定せず策定する地震動の評価に当たっては，震源と活断層を関連付けること

が困難な過去の内陸地殻内地震を検討対象地震として選定し，それらの地震時に得られ

た震源近傍における観測記録を収集し，敷地の地盤物性を考慮した応答スペクトルを設

定する。 

採用する地震観測記録の選定に当たっては，敷地周辺との地域差を検討するとともに，

観測記録と第 6－31 図に示す加藤他（2004）(78)の応答スペクトルとの大小関係を考慮す

る。 

 

 

(2) 検討対象地震の選定と震源近傍の観測記録の収集 
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震源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地殻内地震の震源近傍の観測記録

の収集においては，震源断層がほぼ地震発生層の厚さ全体に拡がっているものの，地表

地震断層としてその全容を表すまでに至っていないＭw6.5 以上の地震及び断層破壊領

域が地震発生層内部に留まり，国内においてどこでも発生すると考えられる地震で，震

源の位置も規模もわからない地震として地震学的検討から全国共通で考慮すべきＭw6.5

未満の地震を対象とする。検討対象地震を第 5.6－13 表に示す。 

 

ａ．Ｍw6.5 以上の地震 

第 6－13 表に示した検討対象地震のうち，Ｍw6.5 以上の 2008 年岩手・宮城内陸地震

及び 2000 年鳥取県西部地震の震源域と敷地周辺との地域差を検討し，観測記録収集対象

の要否について検討を行う。 

(a) 2008 年岩手・宮城内陸地震 

2008 年岩手・宮城内陸地震の震源域近傍は，主に新第三紀以降の火山岩類及び堆積

岩類が広く分布し，断続的な褶曲構造が認められ，東西圧縮応力による逆断層により

脊梁山脈を成長させている地域である。さらに，火山フロントに位置し，火山噴出物

に広く覆われており断層変位基準となる段丘面の分布が限られている。 

また，産業技術総合研究所（2009）(79)によるひずみ集中帯分布図によれば，震源近

傍は，地質学的・測地学的ひずみ集中帯の領域内にある。 

一方，敷地周辺では，断層変位基準となる海成段丘面が広く分布していること，地

質学的・測地学的ひずみ集中帯の領域外に位置していること等，震源域近傍との地域

差は認められる。しかしながら，敷地周辺では震源域と同様に東西圧縮応力による逆

断層が分布していることや，新第三系火山岩類及び堆積岩類の分布が認められること

など一部で類似点も認められる。 

以上より，更なる安全性向上の観点から，より保守的に 2008 年岩手・宮城内陸地震

を観測記録収集対象として選定する。 

2008 年岩手・宮城内陸地震の震源近傍の地震観測記録を収集し，その地震動レベル

及び地盤増幅特性を評価する。その結果，地盤の非線形性や特異な増幅特性がなく，

基盤地震動を算定する地盤構造モデルについて，観測記録の伝達関数を再現できるこ

とを確認した栗駒ダム（右岸地山），KiK-net 金ヶ崎観測点，KiK-net 一関東観測点，

KiK-net 花巻南観測点及び K-NET 一関観測点の観測記録を信頼性の高い基盤地震動が

評価可能な観測記録として選定する。なお，KiK-net 一関東観測点については，鉛直

方向の観測記録の伝達関数を再現できていないことから，信頼性の高い基盤地震動の

評価は困難と判断し，水平方向のみ基盤地震動が適切に評価可能な観測記録として選

定する。 

選定した５つの観測記録の中で，大きな基盤地震動として，栗駒ダム（右岸地山），

KiK-net 金ヶ崎観測点及び KiK-net 一関東観測点（水平方向のみ）を，震源を特定せ
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ず策定する地震動に考慮する基盤地震動として選定する。 

基盤地震動として選定した各観測点位置のＳ波速度は，栗駒ダムで 700m/s 以上，

KiK-net 金ヶ崎観測点で 540m/s，KiK-net 一関東観測点で 680m/s といずれの観測点も

敷地の解放基盤表面のＳ波速度と同等あるいは低い値となっていることから，地盤の

Ｓ波速度による補正を行わないこととする。 

以上より，栗駒ダム（右岸地山），KiK-net 金ヶ崎観測点及び KiK-net 一関東観測点

（水平方向のみ）の基盤地震動に保守性を考慮し，震源を特定せず策定する地震動と

して，「2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム[右岸地山］）」，「2008 年岩手・宮城内陸

地震（KiK-net 金ヶ崎）」及び「2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東）」を採

用する。 

 

(b) 2000 年鳥取県西部地震 

2000 年鳥取県西部地震は，西北西－東南東の圧縮応力による横ずれ断層の地震とさ

れている。岡田（2002）(80)によれば，文献では震源域周辺に活断層は記載されておら

ず，活断層発達過程でみると，初期の発達段階を示し，断層破砕帯幅も狭く未成熟な

状態とみなされている。井上他（2002）(81)によれば，新第三紀中新世に貫入した安山

岩～玄武岩質の岩脈が頻繁に分布しており，貫入方向が震源断層に平行であることが

示されている。 

一方，敷地周辺は，東西圧縮応力による逆断層が認められる地域であり，断層変位

基準となる海成段丘面が広く認められる地域である。 

以上より，2000 年鳥取県西部地震震源域と敷地周辺地域とは活断層の特徴，地質・

地質構造等に地域差が認められると判断されることから，2000 年鳥取県西部地震は観

測記録収集対象外とする。 

 

ｂ．Ｍw6.5 未満の地震 

第 6－13 表に示した検討対象地震のうち，Ｍw6.5 未満の 14 地震について，震源近

傍の観測記録を収集して，その地震動レベルを整理する。 

その結果，加藤他（2004）を一部周期帯で上回る地震観測記録として 2004 年北海道

留萌支庁南部地震，2013 年栃木県北部地震，2011 年茨城県北部地震，2011 年和歌山

県北部地震及び 2011 年長野県北部地震の観測記録を抽出する。 

抽出した観測記録のうち，2013 年栃木県北部地震，2011 年茨城県北部地震，2011

年和歌山県北部地震及び 2011 年長野県北部地震については，記録を再現できる適切な

地盤モデルが構築できず，基盤地震動の評価が困難であることから，震源を特定せず

策定する地震動に考慮しない。 

一方，2004 年北海道留萌支庁南部地震については，震源近傍の K-NET 港町観測点に

おいて，佐藤他（2013）(82)が詳細な地盤調査に基づいて基盤地震動の推定を行ってお
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り，信頼性の高い基盤地震動が得られている。この基盤地震動に保守性を考慮し，震

源を特定せず策定する地震動として「2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町）」

を採用する。 

 

ｃ．震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル 

加藤他（2004)の応答スペクトルは，震源を特定せず策定する地震動として採用した

「2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム[右岸地山]）」，「2008 年岩手・宮城内陸地震

（KiK-net 金ヶ崎）」，「2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東）」，「2004 年北海

道留萌支庁南部地震（K-NET 港町）」の応答スペクトルを一部周期帯において上回る。 

このことから，加藤他（2004）の応答スペクトルを震源特定せず策定する地震動と

して採用する。 

なお，加藤他（2004）の応答スペクトルには，Noda et al.（2002）の方法より求め

た敷地の地盤物性を考慮している。 

震源を特定せず策定する地震動として採用した「2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒

ダム[右岸地山]）」，「2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎）」，「2008 年岩手・

宮城内陸地震（KiK-net 一関東）」，「2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町）」

の応答スペクトル及び加藤他（2004）の応答スペクトルを第 6－32 図に示す。 

 

6.3  基準地震動の策定 

「6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「6.2 震源を特定せず策定す

る地震動」の評価結果に基づき，敷地の解放基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地

震動として，基準地震動を策定する。 

(1) 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動 

ａ．応答スペクトルに基づく手法による基準地震動 

応答スペクトルに基づく手法による基準地震動として Ss－A を設定する。基準地震動

Ss－A は，設計用応答スペクトルに適合する設計用模擬地震波で表すものとする。 

 

(a) 設計用応答スペクトル 

「6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」において応答スペクトルに基づ

く手法により評価した検討用地震による地震動の応答スペクトル及び不確かさを考慮

した応答スペクトルを第 6－33 図に示す。これら全ての応答スペクトルを包絡して策

定した水平方向の設計用応答スペクトル Ss－AH 及び鉛直方向の設計用応答スペクト

ル Ss－AV を第 6－33 図に併せて示す。 

設計用応答スペクトル Ss－AH，Ss－AV のコントロール・ポイントの値を第 6－14

表に示す。 

(b) 設計用模擬地震波 



 

 23 5－1－1 

基準地震動 Ss－A は，設計用模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV で表すものとする。 

設計用模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV は，それぞれの応答スペクトルに適合するように

地震動の振幅包絡線の経時的変化に基づいて，正弦波の重ね合わせによって作成する。

これらの設計用模擬地震波の継続時間と振幅包絡線は，Noda et al.（2002）に基づき

第 6－34 図の形状とし，振幅包絡線の経時的変化を第 6－15 表に示す。 

設計用模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV の作成結果を第 6－16 表に，設計用応答スペクト

ルに対する設計用模擬地震波の応答スペクトルの比を第 6－35 図に示す。 

以上により策定した設計用模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV の加速度時刻歴波形を第 6－

36 図に，最大加速度振幅値を第 6－17 表に示す。 

 

ｂ．断層モデルを用いた手法による基準地震動 

「6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」において断層モデルを用いた手法

により評価した検討用地震による地震動の応答スペクトル及び不確かさを考慮した応答

スペクトルと上記 a.で設定した設計用応答スペクトル Ss－AH，Ss－AV との比較を第 6

－37 図に示す。 

断層モデルを用いた手法による地震動評価結果は，設計用応答スペクトル Ss－AH，Ss

－AV を全ての周期帯において下回る。このため，断層モデルを用いた手法による基準地

震動は，応答スペクトルに基づく手法で設定した基準地震動 Ss－A で代表させる。 

 

(2) 震源を特定せず策定する地震動による基準地震動 

震源を特定せず策定する地震動と基準地震動 Ss－A の設計用応答スペクトル Ss－AH，

Ss－AV との比較を第 6－38 図に示す。第 6－17 表に示す４波が基準地震動 Ss－A の設計

用応答スペクトルを一部周期帯で上回ることから，「2004 年北海道留萌支庁南部地震

（K-NET 港町）」を基準地震動 Ss－B1，「2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム[右岸地

山]）」を Ss－B2，「2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎）」を Ss－B3 及び「2008

年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東）」を Ss－B4（水平方向のみ）として設定する。

その応答スペクトルを第 6－39 図に，加速度時刻歴波形を第 6－40 図に示す。 
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6.4  基準地震動の超過確率 

日本原子力学会（2007）(83)に基づいて算定した敷地における地震動の一様ハザードスペ

クトルと基準地震動の応答スペクトルを比較する。 

震源については，地震発生様式ごとに，「特定震源モデルに基づく評価」及び「領域震源

モデルに基づく評価」に分けて考慮することとし，確率論的地震ハザードに大きな影響を

及ぼす認識論的不確かさを選定し，ロジックツリーを作成する。 

ロジックツリーは，地震調査研究推進本部（2013）(84)の考え方に基づき作成する。 

地震調査研究推進本部（2013）では，「領域震源モデルに基づく評価」に用いる各領域の

地震規模の設定に当たり，「モデル１」及び「モデル２」の２つの考え方を示しており，「モ

デル２」においては，地震規模が確率論的地震ハザード評価に与える影響を検討するため

に，各領域に「モデル１」より大きな地震規模を用いている。敷地での確率論的地震ハザ

ード評価における「領域震源モデルに基づく評価」では，「モデル１」に加え「モデル２」

についてもロジックツリーの分岐として考慮する。 

設定したロジックツリーを第 6－41 図に示す。また，特定震源モデルのうち，断層によ

る地震において評価対象とする活断層の諸元を第 6－18 表に，領域震源におけるロジック

ツリーの分岐ごとの最大地震規模を第 6－19 表に示す。 

なお，プレート間地震及び海洋プレート内地震の長期評価に関する地震調査委員会

（2019）(86)の知見があるが，本知見における地震規模及び発生間隔は，敷地での確率論的

地震ハザード評価における設定と同等もしくは包絡されるものであることから，敷地での

確率論的地震ハザード評価に影響はない。 

基準地震動 Ss－A の応答スペクトルと年超過確率ごとの一様ハザードスペクトルの比較

を第 6－42 図に示す。基準地震動 Ss－A の年超過確率は，10-4～10-5程度である。 

また，「震源を特定せず策定する地震動」に基づき設定した基準地震動 Ss－B1～Ss－B4

の応答スペクトルと内陸地殻内地震の領域震源による一様ハザードスペクトルの比較を第

6－43 図に示す。基準地震動 Ss－B1～Ss－B4 の年超過確率は，10-4～10-5程度である。 
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7. 弾性設計用地震動 

弾性設計用地震動は，基準地震動に工学的判断から求められる係数 0.5 を乗じて設定す

る。弾性設計用地震動による地震力は，弾性設計用地震動から定める入力地震動を入力と

して，動的解析により水平２方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定する。こ

こで，基準地震動 Ss－B4 は，水平方向の地震動のみであることから，水平方向と鉛直方向

を組み合わせた影響評価を行う場合には，「一関東評価用地震動」を用いる。一関東評価用

地震動（鉛直方向）の応答スペクトルを第 7－1 図に，加速度時刻歴波形を第 7－2 図に示

す。なお，弾性設計用地震動の年超過確率は，10-3～10-5 程度となる。弾性設計用地震動の

応答スペクトルを第 7－3 図に，加速度時刻歴波形を第 7－4 図及び第 7－5 図に，弾性設計

用地震動の応答スペクトルと年超過確率ごとの一様ハザードスペクトルの比較を       

第 7－6 図及び第 7－7 図に示す。 
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第 2－1 表(1) 敷地周辺における主な被害地震の諸元（その１） 

 

北緯 東経

1  830.02.03 39.8゜ 140.1゜ 7.0～7.5 198  出羽

2 1667.08.22 40.6゜ 141.6゜ 6.0～6.4 89  八戸

3 1674.04.15 40.6゜ 141.6゜ 6.0 89  八戸

4 1677.04.13 41.0゜ 142.25゜ 71/4～71/2 93  陸中

5 1678.10.02 39.0゜ 142.5゜ 7.5 283  陸中

6 1694.06.19 40.2゜ 140.1゜ 7.0 161  能代地方

7 1704.05.27 40.4゜ 140.0゜ 7.0±1/4 149  羽後・津軽

8 1712.05.28 40.5゜ 141.5゜ 5～51/2 97  八戸

9 1763.01.29 41.0゜ 142.25゜ 7.4 93  陸奥八戸

10 1763.03.11 41.0゜ 142.0゜ 71/4 75  陸奥八戸

11 1763.03.15 41.0゜ 142.0゜ 7.0 75  陸奥八戸

12 1766.03.08 40.7゜ 140.5゜ 71/4±
1/4 96  津軽

13 1769.07.12 40.6゜ 141.6゜ 61/2 89  八戸

14 1793.02.08 40.85゜ 139.95゜ 6.9～7.1 122  西津軽

15 1810.09.25 39.9゜ 139.9゜ 6.5±1/4 198  羽後

16 1823.09.29 40.0゜ 141.1゜ 53/4～6 151  陸中岩手山

17 1832.03.15 40.7゜ 141.6゜ 61/2 79  八戸

18 1848.01.14 40.7゜ 140.6゜ 6.0±0.2 91  津軽

19 1854.08.28 40.6゜ 141.6゜ 6.5±1/4 89  陸奥

20 1856.08.23 41.0゜ 142.5゜ 7.5 112  日高・胆振・渡島・津軽・南部

21 1858.07.08 40.75゜ 142.0゜ 7.0～7.5 92  八戸・三戸

22 1858.09.29 40.9゜ 140.8゜ 6.0 63  青森

23 1896.06.15 39.5゜ 144゜ 81/4 312  三陸沖  明治三陸地震津波

24 1901.08.09 40.5゜ 142.5゜ 7.2 142  青森県東方沖

25 1901.08.10 40.6゜ 142.3゜ 7.4 122  青森県東方沖

26 1901.09.30 40.2゜ 141.9゜ 6.9 140  岩手県久慈沖

27 1902.01.30 40.5゜ 141.3゜ 7.0 95  三戸地方

28 1906.10.12 40.0゜ 140.5゜ 5.4 163  秋田県北部

29 1907.12.02 40.1゜ 142.3゜ 6.7 165  青森県東方沖

30 1909.09.17 42.0゜ 142.0゜ 6.8 95  襟裳岬沖

地　名
（地震名）

No. 年.月.日
震央位置 マグニ

チュード
Ｍ

震央
距離
(km)

 
つづく 

 

地震諸元は，1922 年以前の地震については「日本被害地震総覧」に，1923 年以降の地震に 

ついては「気象庁地震カタログ」による。 
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第 2－1 表(2) 敷地周辺における主な被害地震の諸元（その２） 

つづき 

北緯 東経

31 1910.07.24 42.5゜ 140.85゜ 5.1 131  有珠山

32 1912.06.08 40.5゜ 142.0゜ 6.6 114  青森県東方沖

33 1913.02.20 41.8゜ 142.3゜ 6.9 101  日高沖

34 1913.08.01 41.8゜ 142.5゜ 5.7 116  浦河沖

35 1931.02.17 42゜07.34′ 143゜06.24′ 6.8 176  浦河付近

36 1932.11.26 42゜21.37′ 142゜27.97′ 6.9 150  新冠川流域

37 1933.03.03 39°07.72' 145°07.02' 8.1 412
 三陸沖（三陸地震津波）
 昭和三陸地震

38 1939.05.01 39゜56.75′ 139゜47.17′ 6.8 199  男鹿半島  男鹿地震

39 1943.06.13 40゜59.66′ 142゜49.58′ 7.1 139  八戸東方沖

40 1945.02.10 40゜56.83′ 142゜22.53′ 7.1 105  八戸北東沖

41 1951.10.18 41゜20.09' 142゜07.72' 6.6 74  青森県北東沖

42 1952.03.04 41゜42.34′ 144゜09.07′ 8.2 246  十勝沖  十勝沖地震

43 1952.03.10 41゜44.74′ 143゜25.96′ 6.9 188  十勝沖

44 1953.07.14 42゜04.51' 139゜54.89' 5.1 137  檜山沖

45 1955.10.19 40゜17.31′ 140゜13.70′ 5.9 146  米代川下流  二ツ井地震

46 1957.03.01 40゜12.43' 140゜18.96' 4.3 150  秋田県北部

47 1968.05.16 40゜41.95′ 143゜35.74′ 7.9 211  青森県東方沖  1968年十勝沖地震

48 1968.09.21 41゜59.09′ 142゜45.69′ 6.8 144  浦河沖

49 1968.10.08 41゜51.68′ 142゜39.24′ 6.2 130  浦河沖

50 1970.01.21 42゜25.17′ 143゜08.99′ 6.7 197  北海道南部

51 1974.09.04 40゜12.06′ 141゜54.66′ 5.6 140  岩手県北岸

52 1974.11.09 42゜32.53′ 141゜45.48′ 6.3 138  苫小牧付近

53 1978.05.16 40゜57′ 141゜28′ 5.8 49  青森県東岸

54 1978.05.16 40゜56′ 141゜27′ 5.8 50  青森県東岸

55 1981.01.23 42゜25′ 142゜12′ 6.9 142  日高支庁西部

56 1981.12.02 40゜53′ 142゜36′ 6.2 125  青森県東方沖

57 1982.01.08 40゜01′ 140゜29′ 5.2 162  秋田県中部

58 1982.03.21 42゜04′ 142゜36′ 7.1 138  浦河沖

59 1983.05.26 40゜21.6′ 139゜04.4′ 7.7 214  秋田県沖  日本海中部地震

No. 年.月.日
震央位置 マグニ

チュード
Ｍ

震央
距離
(km)

地　名
（地震名）

 
つづく 

 

地震諸元は，1922 年以前の地震については「日本被害地震総覧」に，1923 年以降の地震に 

ついては「気象庁地震カタログ」による。 
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第 2－1 表(3) 敷地周辺における主な被害地震の諸元（その３） 

つづき 

北緯 東経

60 1986.05.26 40゜05.1′ 141゜12.1′ 5.0 141  岩手県北部

61 1986.08.10 40゜40.9′ 140゜48.7′ 4.8 83  青森県南部

62 1987.01.09 39゜50.2′ 141゜46.6′ 6.6 175  岩手県北部

63 1987.01.14 42゜32.2′ 142゜55.7′ 6.6 192  日高山脈北部

64 1993.01.15 42゜55.2′ 144゜21.2′ 7.5 310
 釧路沖
 平成５年(1993年)釧路沖地震

65 1993.07.12 42゜46.9′ 139゜10.8′ 7.8 233
 北海道南西沖
 平成５年(1993年)北海道南西沖地震

66 1994.10.04 43°22.5' 147°40.4' 8.2 575
 北海道東方沖
 平成６年(1994年)北海道東方沖地震

67 1994.12.28 40゜25.8′ 143゜44.7′ 7.6 234
 三陸はるか沖
 平成６年(1994年)三陸はるか沖地震

68 1995.01.07 40゜13.4′ 142゜18.33′ 7.2 154  岩手県北東沖

69 1998.09.03 39゜48.36′ 140゜54.07′ 6.2 175  雫石付近

70 2001.08.14 40゜59.73′ 142゜26.19′ 6.4 108  青森県東方沖

71 2002.10.14 41゜09.11′ 142゜16.85′ 6.1 90  青森県東方沖

72 2003.09.26 41゜46.71′ 144゜04.71′ 8.0 241
 十勝沖
 平成15年(2003年)十勝沖地震

73 2008.04.29 41゜27.78′ 142゜06.50′ 5.7 73  青森県東方沖

74 2008.6.14 39°01.79' 140°52.84' 7.2 260
 栗駒地域　平成20年(2008年)
 岩手・宮城内陸地震

75 2008.07.24 39゜43.92′ 141゜38.12′ 6.8 183  岩手県沿岸北部

76 2010.12.02 42゜58.67′ 141゜26.46′ 4.6 181  石狩地方中部

77 2011.03.11 38゜06.21′ 142゜51.66′ 9.0※ 387
 東北沖 平成23年（2011年）
 東北地方太平洋沖地震

78 2011.04.01 40゜15.41′ 140゜21.84′ 5.0 143  秋田県内陸北部

79 2011.04.07 38°12.25' 141°55.21' 7.2 355  宮城県沖

80 2011.06.23 39゜56.87′ 142゜35.45′ 6.9 193  岩手県沖

81 2011.09.07 42゜15.64′ 142゜35.35′ 5.1 150  日高地方中部

82 2011.11.24 41゜45.02′ 142゜53.24′ 6.2 144  浦河沖

No. 年.月.日
震央位置 マグニ

チュード
Ｍ

震央
距離
(km)

地　名
（地震名）

 
つづく 

 

地震諸元は，1922 年以前の地震については「日本被害地震総覧」に，1923 年以降の地震に 

ついては「気象庁地震カタログ」による。※は，モーメントマグニチュードＭW 。  
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第 2－1 表(4) 敷地周辺における主な被害地震の諸元（その４） 

つづき 

北緯 東経

83 2012.03.27 39゜48.38′ 142゜20.03′ 6.6 195  岩手県沖

84 2012.05.24 41゜20.62′ 142゜07.42′ 6.1 73  青森県東方沖

85 2014.07.08 42°38.99' 141°16.02' 5.6 144  胆振地方中東部

86 2015.07.10 40°21.24' 141°33.59' 5.7 114  岩手県内陸北部

No. 年.月.日
震央位置 マグニ

チュード
Ｍ

震央
距離
(km)

地　名
（地震名）

 
 

 

地震諸元は，1922 年以前の地震については「日本被害地震総覧」に，1923 年以降の地震に 

ついては「気象庁地震カタログ」による。 
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第 3－1 表 敷地周辺における活断層の諸元 
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第 5－1 表(1) 西側観測点で観測された主な地震の諸元（その１） 

 

 

 

 。
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第 5－1 表(2) 西側観測点で観測された主な地震の諸元（その２） 

つづき 

 

 



 39 5－1－1 

第 5－2 表 敷地内３観測点で観測された主な地震の諸元 

 

 

※：「プレート間」はプレート間地震，「ＤＥ型」及び「ＤＣ型」は海洋プレート内地震，「地殻内」は内陸地殻内地震。 
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 第 5－3 表 敷地内３観測点の解放基盤表面位置における 

  観測記録の比較に用いた地震の諸元 
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 第 5－4 表(1) 敷地内３観測点における到来方向別の検討に用いた 

  地震の諸元（その１） 

 

 

つづく 



 42 5－1－1 

 第 5－4 表(2) 敷地内３観測点における到来方向別の検討に用いた 

  地震の諸元（その２） 

つづき 
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第 5－5 表 はぎ取り地盤構造モデル 

 

ｈ0 α ｈ0 α

2 1.87

1 1.87

9 1.71 295 1360 0.2857 0.64 0.0229 0.71

10 1.83 575 1453 0.0969 0.67 0.0106 0.58

15 1.70

9 1.70

16 1.90

16 1.90

168 1.88 630 1816 0.0463 0.97 0.0231 0.78

82 2.00

∞ －

0.0152

0.0797

0.79

0.87

0.1073

0.7692

0.86 1.0000 0.51

0.29

0.98

標高

T.P.

（ｍ）

層厚

（ｍ）

密度

ρ

（t/m
3
）

S波速度

ＶS

（m/s）

Ｐ波速度

ＶP

（m/s）

減衰定数
※

水平 鉛直

910

196

351

454

924

1607

1793

2197

0.0608 0.67 0.0103 0.58

0.3472

-300 

28 

26 

25 

16 

6 

- 9 

- 18 

- 34 

- 50 

-218 

 

※減衰定数ｈ＝ｈ0･ｆ-α 
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第 5－6 表 統計的グリーン関数法に用いる地盤構造モデル 

 

標高
T.P.

（ｍ）

層厚

（ｍ）

密度

ρ

（t/m
3
）

S波速度

ＶS

（m/s）

Ｐ波速度

ＶP

（m/s）

減衰定数 備考

82 2.00 910 2197 0.01

180 2.10 990 2510 0.01

1220 2.20 1450 2820 0.01

∞ 2.60 3150 5660 －

-218

-480

-1700

-300

解放基盤表面

地震基盤面
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第 5－7 表 理論的手法に用いる地盤構造モデル 

 

標高

T.P.

（ｍ）

層厚

（ｍ）

密度

ρ

（t/m
3
）

S波速度

ＶS

（m/s）

Ｐ波速度

ＶP

（m/s）

減衰定数 備考

82 2.00 910 2197 0.005

180 2.10 990 2510 0.005

1220 2.20 1450 2820 0.005

1300 2.60 3150 5660 0.003333

12000 2.69 3580 6180 0.001667

10000 2.80 3700 6400 0.001667

∞ 3.20 4100 7100 0.001

-218

-480

-1700

-300

解放基盤表面

地震基盤面

-3000

-15000

-25000
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 第 6－1 表 「想定三陸沖北部の地震」と「2011 年東北地方太平洋沖地震を 

  踏まえた地震」の震源パラメータの比較 
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第 6－2 表 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」検討ケース一覧 
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 第 6－3 表(1) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」 

  （三陸沖北部～宮城県沖の連動）の断層パラメータ 

  （基本モデル及びＳＭＧＡ位置の不確かさケース） 
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 第 6－3 表(2) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」 

  （三陸沖北部～根室沖の連動）の断層パラメータ 

  （基本モデル及びＳＭＧＡ位置の不確かさケース） 
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 第 6－4 表 2011 年東北地方太平洋沖地震の各種震源モデルと「2011 年東北地方 

  太平洋沖地震を踏まえた地震」（基本モデル）とのパラメータの比較 

 

（ａ）田島他（2013）（63）が取りまとめた各種震源モデルとの比較 

 

 

（ｂ）ＳＭＧＡ面積比を変えた場合の諸井他（2013）（52）の震源モデルとの比較 
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 第 6－5 表(1) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の地震動評価 

  に用いる要素地震の諸元 
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 第 6－5 表(2) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の地震動評価 

  に用いる要素地震の諸元 
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 第 6－5 表(3) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」の地震動評価 

  に用いる要素地震の諸元 
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第 6－6 表 「想定海洋プレート内地震」検討ケース一覧 
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 第 6－7 表 「想定海洋プレート内地震」の断層パラメータ 

  （基本モデル） 
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 第 6－8 表(1) 「想定海洋プレート内地震」の断層パラメータ 

  （短周期レベルの不確かさケース） 
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 第 6－8 表(2) 「想定海洋プレート内地震」の断層パラメータ 

  （断層位置の不確かさケース） 
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 第 6－8 表(3) 「想定海洋プレート内地震」の断層パラメータ 

  （地震規模の不確かさケース） 
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第 6－9 表 「横浜断層による地震」検討ケース一覧 
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 第 6－10 表 「横浜断層による地震」の断層パラメータ 

  （基本モデル） 
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 第 6－11 表(1) 「横浜断層による地震」の断層パラメータ 

  （応力降下量の不確かさケース） 

 

 

 



 62 5－1－1 

 第 6－11 表(2) 「横浜断層による地震」の断層パラメータ 

  （断層傾斜角の不確かさケース） 
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第 6－12 表 各距離減衰式の概要 
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第 6－13 表 検討対象地震 
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第 6－14 表 設計用応答スペクトル Ss－AH，Ss－AV のコントロール・ポイント 
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第 6－15 表 設計用模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV の振幅包絡線の経時的変化 
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第 6－16 表 設計用模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV の作成結果 
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第 6－17 表 基準地震動 Ss－A 及び Ss－B1～Ss－B4 
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第 6－18 表 評価対象とする活断層の諸元 
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 第 6－19 表(1) 各領域における最大地震規模 

  （領域震源，プレート間地震） 
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 第 6－19 表(2) 各領域における最大地震規模 

  （領域震源，海洋プレート内地震） 
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 第 6－19 表(3) 各領域における最大地震規模 

  （領域震源，内陸地殻内地震） 
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第 2－1 図(1) 敷地周辺における主な被害地震の震央分布 

 （敷地からの震央距離 200km 程度以内） 

地震諸元は，「日本被害地震総覧」及び「気象庁地震

カタログ」による。 
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1994 年 10 月 4日
北海道東方沖地震（Ｍ8.2）

1993 年 1 月 15 日
釧路沖地震（Ｍ7.5）

1933 年 3 月 3 日
昭和三陸地震（Ｍ8.1）

2011 年 3 月 11 日
東北地方太平洋沖地震（Ｍ

W
9.0）

2011 年 4 月 7日
宮城県沖の地震（Ｍ7.2）

2008 年 6 月 14 日
岩手・宮城内陸地震（Ｍ7.2）

 

 

第 2－1 図(2) 敷地周辺における主な被害地震の震央分布 

 （敷地からの震央距離 200km 程度以遠） 

 

地震諸元は，「日本被害地震総覧」及び「気象庁地震

カタログ」による。 
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 第 2－2 図 敷地周辺におけるＭ５以上の地震の震央分布 

  （1923 年１月～2015 年 12 月） 

 

地震諸元は，「気象庁地震カタログ」に 

よる。 
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 第 2－3 図 敷地周辺におけるＭ５以上の地震の震源鉛直分布布 

  （1923 年１月～2015 年 12 月） 

 

地震諸元は，「気象庁地震カタログ」に 

よる。 
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 第 2－4 図 深発地震の震源の等深線 

  （「長谷川他（1983）」による。） 

 

 

第 2－4 図 深発地震の震源の等深線 

         （「長谷川他（1983）」による。） 

 

二重深発面上面の等深線 

二重深発面下面の等深線 

活火山及び第四紀の火山の位置 
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 第 2－5 図(1) 敷地周辺におけるＭ５以下の地震の 

  震央分布（震源深さ 0～30km） 

  （2011 年１月～2015 年 12 月） 

 

地震諸元は，「気象庁地震カタログ」に 

よる。 
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 第 2－5 図(2) 敷地周辺におけるＭ５以下の地震の 

  震央分布（震源深さ 30～60km） 

  （2011 年１月～2015 年 12 月） 

 

地震諸元は，「気象庁地震カタログ」に 

よる。 
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 第 2－5 図(3) 敷地周辺におけるＭ５以下の地震の 

  震央分布（震源深さ 60～100km） 

  （2011 年１月～2015 年 12 月） 

 

地震諸元は，「気象庁地震カタログ」に 

よる。 
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 第 2－5 図(4) 敷地周辺におけるＭ５以下の地震の 

  震央分布（震源深さ 100km 以上） 

  （2011 年１月～2015 年 12 月） 

 

地震諸元は，「気象庁地震カタログ」に 

よる。 
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 第 2－6 図(1) 敷地周辺におけるＭ５以下の地震の 

  震源鉛直分布（その１） 

  （2011 年１月～2015 年 12 月） 

 

地震諸元は，「気象庁地震カタログ」に 

よる。 
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 第 2－6 図(2) 敷地周辺におけるＭ５以下の地震の 

  震源鉛直分布（その２） 

  （2011 年１月～2015 年 12 月） 

 

地震諸元は，「気象庁地震カタログ」に 

よる。 
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 第 2－6 図(3) 敷地周辺におけるＭ５以下の地震の 

  震源鉛直分布（その３） 

  （2011 年１月～2015 年 12 月） 

 

地震諸元は，「気象庁地震カタログ」に 

よる。 
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 第 2－6 図(4) 敷地周辺におけるＭ５以下の地震の 

  震源鉛直分布（その４） 

  （2011 年１月～2015 年 12 月） 

 

 

 

地震諸元は，「気象庁地震カタログ」に 

よる。 
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第 3－1 図 敷地周辺における活断層分布 
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 第 4－1 図 1968 年十勝沖地震（Ｍ7.9）の震度分布 

  （「日本被害地震総覧」による。） 
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第 4－2 図 敷地周辺における活断層分布と主な被害地震の震央分布 

活断層分布は，第 3－1 図による。被害地震の震央 

分布は，第 2－1 図(1)による。 
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第 4－3 図 敷地周辺における活断層分布とＭ５以下の地震の震央分布 

 

 

活断層分布は，第 3－1 図による。 

Ｍ５以下の地震の震央分布は，第 2－5 図(1)による。 

（震源深さ 0～30km，観測期間 2011 年１月～2015 年 12 月） 
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第 5－2 図 屈折法地震探査による敷地及び敷地周辺の速度構造 
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第 5－4 図 西側観測点で観測された主な地震の震央分布と発震機構 

 

地震の発震機構は，F-net(25)による。 
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プレート間地震 海洋プレート内地震（ＤＣ型） 
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内陸地殻内地震 海洋プレート内地震（ＤＥ型） 

 

 第 5－5 図(1) 西側観測点における主な観測記録の応答スペクトル 

  （標高 -300m，NS 方向） 

No.2（2003. 9.26 2003 年十勝沖地震 Ｍ8.0） 
No.5（2011. 3.11 2011年東北地方太平洋沖地震 ＭW9.0） 
No.8（2012. 5.24 青森県東方沖の地震 Ｍ6.1） 

No.1（2003. 5.26 宮城県沖の地震 Ｍ7.1） 

No.6（2011. 4. 7 宮城県沖の地震 Ｍ7.2） 

No.3（2008. 6.14 2008 年岩手・宮城内陸地震 Ｍ7.2） 
No.7（2012. 3.27 岩手県沖の地震 Ｍ6.6） 

No.4（2008. 7.24 岩手県沿岸北部の地震 Ｍ6.8） 
No.9（2013. 2. 2 十勝地方南部の地震 Ｍ6.5） 
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プレート間地震 海洋プレート内地震（ＤＣ型） 
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内陸地殻内地震 海洋プレート内地震（ＤＥ型） 

 

 第 5－5 図(2) 西側観測点における主な観測記録の応答スペクトル 

  （標高 -300m，EW 方向） 

No.2（2003. 9.26 2003 年十勝沖地震 Ｍ8.0） 
No.5（2011. 3.11 2011年東北地方太平洋沖地震 ＭW9.0） 
No.8（2012. 5.24 青森県東方沖の地震 Ｍ6.1） 

No.1（2003. 5.26 宮城県沖の地震 Ｍ7.1） 

No.6（2011. 4. 7 宮城県沖の地震 Ｍ7.2） 

No.3（2008. 6.14 2008 年岩手・宮城内陸地震 Ｍ7.2） 
No.7（2012. 3.27 岩手県沖の地震 Ｍ6.6） 

No.4（2008. 7.24 岩手県沿岸北部の地震 Ｍ6.8） 
No.9（2013. 2. 2 十勝地方南部の地震 Ｍ6.5） 
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プレート間地震 海洋プレート内地震（ＤＣ型） 
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内陸地殻内地震 海洋プレート内地震（ＤＥ型） 

 

 第 5－5 図(3) 西側観測点における主な観測記録の応答スペクトル 

  （標高 -300m，UD 方向） 

No.2（2003. 9.26 2003 年十勝沖地震 Ｍ8.0） 
No.5（2011. 3.11 2011年東北地方太平洋沖地震 ＭW9.0） 
No.8（2012. 5.24 青森県東方沖の地震 Ｍ6.1） 

No.1（2003. 5.26 宮城県沖の地震 Ｍ7.1） 

No.6（2011. 4. 7 宮城県沖の地震 Ｍ7.2） 

No.3（2008. 6.14 2008 年岩手・宮城内陸地震 Ｍ7.2） 
No.7（2012. 3.27 岩手県沖の地震 Ｍ6.6） 

No.4（2008. 7.24 岩手県沿岸北部の地震 Ｍ6.8） 
No.9（2013. 2. 2 十勝地方南部の地震 Ｍ6.5） 
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 第 5－6 図(1) 西側観測点における主な観測記録の深度別 
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No.7（2012. 3.27 岩手県沖の地震 Ｍ6.6） 

内陸地殻内地震 

No.4（2008. 7.24 岩手県沿岸北部の地震 Ｍ6.8） 

海洋プレート内地震（ＤＥ型） 

 

 第 5－6 図(2) 西側観測点における主な観測記録の深度別 

  応答スペクトル（EW 方向）
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No.7（2012. 3.27 岩手県沖の地震 Ｍ6.6） 

内陸地殻内地震 

No.4（2008. 7.24 岩手県沿岸北部の地震 Ｍ6.8） 

海洋プレート内地震（ＤＥ型） 

 

 第 5－6 図(3) 西側観測点における主な観測記録の深度別 

  応答スペクトル（UD 方向）

標高－  9m 
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標高－300m 

標高－  9m 
標高－ 34m 
標高－300m 

標高－  9m 
標高－ 34m 
標高－300m 

標高－  9m 
標高－ 34m 
標高－300m 



 100 5－1－1 

 

140° 142° 144°

40°

42°

0 100 200

km

100km

200km

300km

リサイクル燃料
備蓄センター

No.1

No.2

No.3

No.4

 

 

 

 

 

第 5－7 図 敷地内３観測点で観測された主な地震の震央分布と発震機構 

 

地震の発震機構は，F-net(25)による。 
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 第 5－8 図(1) 敷地内３観測点における主な観測記録の深度別応答スペクトル 

  No.１ 2013. 2. 2 十勝地方南部の地震 Ｍ6.5 

  ［海洋プレート内地震（ＤＥ型）］（NS 方向）

標高－  9m 
標高－ 34m 
標高－218m 
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 第 5－8 図(2) 敷地内３観測点における主な観測記録の深度別応答スペクトル 

  No.１ 2013. 2. 2 十勝地方南部の地震 Ｍ6.5 

  ［海洋プレート内地震（ＤＥ型）］（EW 方向）

標高－  9m 
標高－ 34m 
標高－218m 
標高－300m 

標高－ 21m 
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 第 5－8 図(3) 敷地内３観測点における主な観測記録の深度別応答スペクトル 

  No.１ 2013. 2. 2 十勝地方南部の地震 Ｍ6.5 

  ［海洋プレート内地震（ＤＥ型）］（UD 方向）

標高－  9m 
標高－ 34m 
標高－218m 
標高－300m 
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 第 5－8 図(4) 敷地内３観測点における主な観測記録の深度別応答スペクトル 

  No.２ 2014. 6.15 岩手県内陸南部の地震 Ｍ5.5 

  ［海洋プレート内地震（ＤＣ型）］（NS 方向）

標高－  9m 
標高－ 34m 
標高－218m 
標高－300m 

標高－ 21m 
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標高－ 21m 
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 第 5－8 図(5) 敷地内３観測点における主な観測記録の深度別応答スペクトル 

  No.２ 2014. 6.15 岩手県内陸南部の地震 Ｍ5.5 

  ［海洋プレート内地震（ＤＣ型）］（EW 方向）

標高－  9m 
標高－ 34m 
標高－218m 
標高－300m 

標高－ 21m 
標高－218m 
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標高－218m 
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 第 5－8 図(6) 敷地内３観測点における主な観測記録の深度別応答スペクトル 

  No.２ 2014. 6.15 岩手県内陸南部の地震 Ｍ5.5 

  ［海洋プレート内地震（ＤＣ型）］（UD 方向）

標高－  9m 
標高－ 34m 
標高－218m 
標高－300m 

標高－ 21m 
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 第 5－8 図(7) 敷地内３観測点における主な観測記録の深度別応答スペクトル 

  No.３ 2014. 7. 8 胆振地方中東部の地震 Ｍ5.6 

  ［内陸地殻内地震］（NS 方向）

標高－  9m 
標高－ 34m 
標高－218m 
標高－300m 
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 第 5－8 図(8) 敷地内３観測点における主な観測記録の深度別応答スペクトル 

  No.３ 2014. 7. 8 胆振地方中東部の地震 Ｍ5.6 

  ［内陸地殻内地震］（EW 方向）

標高－  9m 
標高－ 34m 
標高－218m 
標高－300m 

標高－ 21m 
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標高－ 21m 
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 第 5－8 図(9) 敷地内３観測点における主な観測記録の深度別応答スペクトル 

  No.３ 2014. 7. 8 胆振地方中東部の地震 Ｍ5.6 

  ［内陸地殻内地震］（UD 方向）

標高－  9m 
標高－ 34m 
標高－218m 
標高－300m 

標高－ 21m 
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標高－ 21m 
標高－218m 
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 第 5－8 図(10) 敷地内３観測点における主な観測記録の深度別応答スペクトル 

  No.４ 2014. 8.10 青森県東方沖の地震 Ｍ6.1 

  ［プレート間地震］（NS 方向）

標高－  9m 
標高－ 34m 
標高－218m 
標高－300m 

標高－ 21m 
標高－218m 

標高－ 21m 
標高－218m 
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 第 5－8 図(11) 敷地内３観測点における主な観測記録の深度別応答スペクトル 

  No.４ 2014. 8.10 青森県東方沖の地震 Ｍ6.1 

  ［プレート間地震］（EW 方向）

標高－  9m 
標高－ 34m 
標高－218m 
標高－300m 

標高－ 21m 
標高－218m 

標高－ 21m 
標高－218m 
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 第 5－8 図(12) 敷地内３観測点における主な観測記録の深度別応答スペクトル 

  No.４ 2014. 8.10 青森県東方沖の地震 Ｍ6.1 

  ［プレート間地震］（UD 方向）

標高－  9m 
標高－ 34m 
標高－218m 
標高－300m 

標高－ 21m 
標高－218m 

標高－ 21m 
標高－218m 
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第 5－10 図 敷地内３観測点の解放基盤表面位置における観測記録の比較 



 115 5－1－1 

 

139° 140° 141° 142° 143° 144°

40°

41°

42°

43°

0 50 100

km

リサイクル燃料
備蓄センター

北　側

南　側

西　側 東　側

200km

100km

 

 

 

 

第 5－11 図 敷地内３観測点における到来方向別の検討に用いた地震の震央分布 

 



 116 5－1－1 

対象全地震の平均
東側の平均
南側の平均
西側の平均
北側の平均

周期（ｓ）

応
答

ス
ペ

ク
ト
ル

比

NS方向

0.01 0.1 1 10
0.1

1

10

100

周期（ｓ）

応
答

ス
ペ

ク
ト
ル

比

EW方向

0.01 0.1 1 10
0.1

1

10

100

周期（ｓ）

応
答

ス
ペ

ク
ト
ル

比

UD方向

0.01 0.1 1 10
0.1

1

10

100

 

北側観測点／西側観測点 

 

対象全地震の平均
東側の平均
南側の平均
西側の平均
北側の平均

周期（ｓ）

応
答

ス
ペ

ク
ト
ル

比

NS方向

0.01 0.1 1 10
0.1

1

10

100

周期（ｓ）

応
答

ス
ペ

ク
ト
ル

比

EW方向

0.01 0.1 1 10
0.1

1

10

100

周期（ｓ）

応
答

ス
ペ

ク
ト
ル

比

UD方向

0.01 0.1 1 10
0.1

1

10

100

 

南側観測点／西側観測点 

 

第 5－12 図 敷地内３観測点における到来方向別の検討 
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 第 5－13 図(1) 西側観測点の観測記録とはぎ取り地盤構造モデルによる 

  伝達関数の比較（水平方向） 
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 第 5－13 図(2) 西側観測点の観測記録とはぎ取り地盤構造モデルによる 

  伝達関数の比較（鉛直方向） 
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 第 5－14 図 西側観測の観測記録と統計的グリーン関数法に用いる地盤構造モデル 

  によるＰ波部水平／上下スペクトル振幅比とレシーバー関数の比較 
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 第 5－15 図 敷地近傍の微動アレイ探査と統計的グリーン関数法に用いる 

  地盤構造モデルとの比較 
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統計的グリーン関数法による地盤構造モデル 



 121 5－1－1 

 

 

振動数(Hz）

増
幅

率

統計的グリーン関数法に用いる地盤構造モデル
スペクトルインバージョン法

1 10
0.1

1

10

 

 

 

 第 5－16 図 統計的グリーン関数法に用いる地盤構造モデルと 

  スペクトルインバージョン法による地盤増幅特性の比較 
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 第 6－1 図(1) 「想定三陸沖北部の地震」及び「2011 年東北地方太平洋沖地震を 

  踏まえた地震」（三陸沖北部～宮城県沖の連動）の断層面比較 
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 第 6－1 図(2) 「想定三陸沖北部の地震」及び「2011 年東北地方太平洋沖地震を 

  踏まえた地震」（三陸沖北部～根室沖の連動）の断層面比較 
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 第 6－2 図(1) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」 

（三陸沖北部～宮城県沖）の断層面の位置
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 第 6－2 図(2) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」 

（三陸沖北部～根室沖）の断層面の位置
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第 6－3 図 敷地に影響を与える海洋プレート内地震の断層面の位置 
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第 6－4 図 敷地に影響を与える海洋プレート内地震の地震動評価結果 

 

二重深発地震面 上面の地震（Ｍ7.2，Xeq=91km） 
二重深発地震面 下面の地震（Ｍ6.8，Xeq=113km） 
沖合の浅い地震（Ｍ7.3，Xeq=238km） 
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第 6－5 図 「想定海洋プレート内地震」の断層面の位置 
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 第 6－6 図 原子力安全基盤機構（2004）による地震域の区分 

  及び敷地が位置する地震域（東北東部）における 

  地震発生層上下限層のパラメータ（抜粋） 
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（a）敷地周辺で発生した地震の震央分布 

（気象庁地震カタログ，1997 年 10 月～2012 年８月の深さ 60km 以浅の地震） 

 

（b）敷地周辺で発生した地震から算定した地震発生上下限層のパラメータ 

最浅 D10% D50% D90% 最深 D90%-D10%
(km) (km) (km) (km) (km) (km)

　　　Ｍ<2.0 0.0 6.3 8.7 12.2 26.8 492 5.9

2.0≦Ｍ<2.5 4.5 5.9 9.3 12.6 13.6 27 6.7

2.5≦Ｍ<3.0 5.8 6.1 8.8 13.0 13.3 17 6.9

3.0≦Ｍ<3.5 6.2 6.2 6.7 13.2 13.2 4 7.0

3.5≦Ｍ<4.0 7.1 7.1 7.1 7.8 7.8 2 －

  4.0≦Ｍ 12.2 12.2 12.2 12.2 12.2 1 －

全データ 0.0 6.3 8.7 12.5 26.8 543 6.3

Ｍ区分 データ数

 

 

 第 6－7 図 敷地周辺の地震分布から算定した 

  地震発生層上下限層のパラメータ 
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第 6－8 図 敷地周辺における地震波トモグラフィ解析結果（Ｐ波速度偏差） 
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第 6－10 図 敷地に影響を与える内陸地殻内地震の地震動評価結果 

 

横浜断層による地震（Ｍ6.8，Xeq=26km） 
恵山沖断層による地震（Ｍ7.6，Xeq=78km） 
上原子断層～七戸西方断層による地震（Ｍ7.7，Xeq=83km） 
根岸西方断層による地震（Ｍ7.5，Xeq=60km） 

（Xeq は震央距離と同値として計算） 
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第 6－11 図 「横浜断層による地震」の断層面の位置 
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第 6－12 図 短周期レベルと既往スケーリング則との比較 
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 第 6－13 図(1) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」 

  （三陸沖北部～宮城県沖の連動）の断層モデル 

  （基本モデル） 
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 第 6－13 図(2) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」 

  （三陸沖北部～根室沖の連動）の断層モデル 

  （基本モデル） 
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 第 6－15 図(1) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」 

  （三陸沖北部～宮城県沖の連動）の断層モデル 

  （ＳＭＧＡ位置の不確かさケース） 
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 第 6－15 図(2) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」 

  （三陸沖北部～根室沖の連動）の断層モデル 

  （ＳＭＧＡ位置の不確かさケース） 
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 第 6－16 図(1) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」 

  （三陸沖北部～宮城県沖の連動）の地震動評価に用いる要素地震
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 第 6－16 図(2) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」 

  （三陸沖北部～根室沖の連動）の地震動評価に用いる要素地震
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Res_151218【ﾃ゙ｼ ﾞﾀﾙ値】［むつ］M9地震(S1-1～3)_破壊開始点②_NS.waz
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Res_160122【ﾃ゙ｼ ﾞﾀﾙ値】［むつ］M9地震(S1-1～3)_基本ｹー ｽ_EGF結果_Rev01(S1-3乱数変更)_NS.waz

Res_160122【ﾃ゙ｼ ﾞﾀﾙ値】［むつ］M9地震(S1-1～3)_基本ｹー ｽ_EGF結果_Rev01(S1-3乱数変更)_EW.waz

(h=0.05)

 
 

 

 第 6－17 図(1) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」 

  （三陸沖北部～宮城県沖の連動）の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，基本モデル，水平方向） 

 

破壊開始点１ NS 方向 
破壊開始点１ EW 方向 
破壊開始点２ NS 方向 
破壊開始点２ EW 方向 
破壊開始点３ NS 方向 
破壊開始点３ EW 方向 
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Res_151218【ﾃ゙ｼ ﾞﾀﾙ値】［むつ］M9地震(S1-1～3)_破壊開始点②_UD.waz
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(h=0.05)

 

 

 

 第 6－17 図(2) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」 

  （三陸沖北部～宮城県沖の連動）の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，基本モデル，鉛直方向） 

 

破壊開始点１ UD 方向 
破壊開始点２ UD 方向 
破壊開始点３ UD 方向 
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Res_160122【ﾃ゙ｼ ﾞﾀﾙ値】［むつ］M9地震(S2-1～3)_SMGA近ケ ース_EGF結果_破壊開始点②_EW.waz

Res_160122【ﾃ゙ｼ ﾞﾀﾙ値】［むつ］M9地震(S2-1～3)_SMGA近ケ ース_EGF結果_破壊開始点③_NS.waz

Res_160122【ﾃ゙ｼ ﾞﾀﾙ値】［むつ］M9地震(S2-1～3)_SMGA近ケ ース_EGF結果_破壊開始点③_EW.waz

(h=0.05)

 
 

 

 第 6－17 図(3) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」 

  （三陸沖北部～宮城県沖の連動）の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，ＳＭＧＡ位置の不確かさ 

  ケース，水平方向） 

 

破壊開始点１ NS 方向 
破壊開始点１ EW 方向 
破壊開始点２ NS 方向 
破壊開始点２ EW 方向 
破壊開始点３ NS 方向 
破壊開始点３ EW 方向 
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Res_160122【ﾃ゙ｼ ﾞﾀﾙ値】［むつ］M9地震(S2-1～3)_SMGA近ケ ース_EGF結果_破壊開始点②_UD.waz

Res_160122【ﾃ゙ｼ ﾞﾀﾙ値】［むつ］M9地震(S2-1～3)_SMGA近ケ ース_EGF結果_破壊開始点③_UD.waz

(h=0.05)

 

 

 

 第 6－17 図(4) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」 

  （三陸沖北部～宮城県沖の連動）の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，ＳＭＧＡ位置の不確かさ 

  ケース，鉛直方向） 

 

破壊開始点１ UD 方向 
破壊開始点２ UD 方向 
破壊開始点３ UD 方向 
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Res_151218【ﾃ゙ｼ ﾞﾀﾙ値】［むつ］M9地震(N1-1～3)_破壊開始点③_EW.waz

(h=0.05)

 

 

 

 第 6－17 図(5) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」 

  （三陸沖北部～根室県沖の連動）の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，基本モデル，水平方向） 

 

破壊開始点１ NS 方向 
破壊開始点１ EW 方向 
破壊開始点２ NS 方向 
破壊開始点２ EW 方向 
破壊開始点３ NS 方向 
破壊開始点３ EW 方向 
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Res_151218【ﾃ゙ｼ ﾞﾀﾙ値】［むつ］M9地震(N1-1～3)_破壊開始点②_UD.waz

Res_151218【ﾃ゙ｼ ﾞﾀﾙ値】［むつ］M9地震(N1-1～3)_破壊開始点③_UD.waz

(h=0.05)

 

 

 

 第 6－17 図(6) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」 

  （三陸沖北部～根室県沖の連動）の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，基本モデル，鉛直方向） 

 

破壊開始点１ UD 方向 
破壊開始点２ UD 方向 
破壊開始点３ UD 方向 
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Res_160122【ﾃ゙ｼ ﾞﾀﾙ値】［むつ］M9地震(N2-1~3)_SMGA近ｹー ｽ_EGF結果_破壊開始点③_NS.waz

Res_160122【ﾃ゙ｼ ﾞﾀﾙ値】［むつ］M9地震(N2-1~3)_SMGA近ｹー ｽ_EGF結果_破壊開始点③_EW.waz

(h=0.05)

 

 

 

 第 6－17 図(7) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」 

  （三陸沖北部～根室沖の連動）の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，ＳＭＧＡ位置の不確かさ 

  ケース，水平方向） 

 

破壊開始点１ NS 方向 
破壊開始点１ EW 方向 
破壊開始点２ NS 方向 
破壊開始点２ EW 方向 
破壊開始点３ NS 方向 
破壊開始点３ EW 方向 
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Res_160122【ﾃ゙ｼ ﾞﾀﾙ値】［むつ］M9地震(N2-1~3)_SMGA近ｹー ｽ_EGF結果_破壊開始点③_UD.waz

(h=0.05)

 

 

 

 第 6－17 図(8) 「2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震」 

  （三陸沖北部～根室沖の連動）の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，ＳＭＧＡ位置の不確かさ 

  ケース，鉛直方向） 

 

破壊開始点１ UD 方向 
破壊開始点２ UD 方向 
破壊開始点３ UD 方向 
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 第 6－18 図 「想定海洋プレート内地震」の断層モデル 

  （基本モデル及び短周期レベルの不確かさケース） 
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 第 6－20 図(1) 「想定海洋プレート内地震」の断層モデル 

  （断層位置の不確かさケース） 
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 第 6－20 図(2) 「想定海洋プレート内地震」の断層モデル 

  （地震規模の不確かさケース） 
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第 6－21 図 海洋プレート内地震の観測記録に基づく応答スペクトル比 

 

実線は，観測記録に基づく解放基盤表面相当位置（標高－218ｍ）の応答スペクトル

と，Noda et al. (2002)による応答スペクトルとの比を表す。応答スペクトル比の

算定には，2001 年７月から 2013 年４月までの間に観測されたＭ5.0 以上，震源距離

200km 程度以内である海洋プレート内地震の５記録を用いた。 
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 第 6－22 図(1) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル 

  （応答スペクトルに基づく手法，水平方向） 

 

基本モデル及び短周期レベルの不確かさケース（Ｍ7.2，Xeq=89km） 
断層位置の不確かさケース（Ｍ7.2，Xeq=82km） 
地震規模の不確かさケース（Ｍ7.5※，Xeq=90km） 

※：2011 年４月７日宮城県沖の地震のＭとＭW の関係性を踏まえて設定。 
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 第 6－22 図(2) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル 

  （応答スペクトルに基づく手法，鉛直方向） 

 

基本モデル及び短周期レベルの不確かさケース（Ｍ7.2，Xeq=89km） 
断層位置の不確かさケース（Ｍ7.2，Xeq=82km） 
地震規模の不確かさケース（Ｍ7.5※，Xeq=90km） 

※：2011 年４月７日宮城県沖の地震のＭとＭW の関係性を踏まえて設定。 
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 第 6－23 図(1) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，基本モデル，水平方向） 

 

破壊開始点１ NS 方向 
破壊開始点１ EW 方向 
破壊開始点２ NS 方向 
破壊開始点２ EW 方向 
破壊開始点３ NS 方向 
破壊開始点３ EW 方向 
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 第 6－23 図(2) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，基本モデル，鉛直方向） 

 

破壊開始点１ UD 方向 
破壊開始点２ UD 方向 
破壊開始点３ UD 方向 
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 第 6－23 図(3) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，短周期レベルの不確かさ 

  ケース，水平方向） 

 

破壊開始点１ NS 方向 
破壊開始点１ EW 方向 
破壊開始点２ NS 方向 
破壊開始点２ EW 方向 
破壊開始点３ NS 方向 
破壊開始点３ EW 方向 
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 第 6－23 図(4) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，短周期レベルの不確かさ 

  ケース，鉛直方向） 

 

破壊開始点１ UD 方向 
破壊開始点２ UD 方向 
破壊開始点３ UD 方向 
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 第 6－23 図(5) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，断層位置の不確かさケース， 

  水平方向） 

 

破壊開始点１ NS 方向 
破壊開始点１ EW 方向 
破壊開始点２ NS 方向 
破壊開始点２ EW 方向 
破壊開始点３ NS 方向 
破壊開始点３ EW 方向 



 164 5－1－1 

 

 

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50

10
0

20
0

50
0

10
00

20
00

(c
m/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm)

周  期（s）

速
 
度
 

(cm/s)

Res _ACC-U6-RUP1-R000-S09_UD.waz

Res_ACC-U6-RUP2-R000-S06_UD.waz

Res_ACC-U6-RUP3-R000-S04_UD.waz
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 第 6－23 図(6) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，断層位置の不確かさケース， 

  鉛直方向） 

 

破壊開始点１ UD 方向 
破壊開始点２ UD 方向 
破壊開始点３ UD 方向 
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 第 6－23 図(7) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，地震規模の不確かさケース， 

  水平方向） 

 

破壊開始点１ NS 方向 
破壊開始点１ EW 方向 
破壊開始点２ NS 方向 
破壊開始点２ EW 方向 
破壊開始点３ NS 方向 
破壊開始点３ EW 方向 
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 第 6－23 図(8) 「想定海洋プレート内地震」の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，地震規模の不確かさケース， 

  鉛直方向） 

 

破壊開始点１ UD 方向 
破壊開始点２ UD 方向 
破壊開始点３ UD 方向 
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 第 6－24 図 「横浜断層による地震」の断層モデル 

  （基本モデル及び応力降下量の不確かさケース） 
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 第 6－26 図 「横浜断層による地震」の断層モデル 

  （断層傾斜角の不確かさケース） 
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 第 6－27 図(1) 「横浜断層による地震」の応答スペクトル 

  （応答スペクトルに基づく手法，水平方向） 

 

基本モデル及び応力降下量の不確かさケース（Ｍ7.0，Xeq=23km） 
断層傾斜角の不確かさケース（Ｍ7.1，Xeq=22km） 
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 第 6－27 図(2) 「横浜断層による地震」の応答スペクトル 

  （応答スペクトルに基づく手法，鉛直方向） 

 

基本モデル及び応力降下量の不確かさケース（Ｍ7.0，Xeq=23km） 
断層傾斜角の不確かさケース（Ｍ7.1，Xeq=22km） 
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 第 6－28 図(1) 「横浜断層による地震」の応答スペクトル 

  （他の距離減衰式に基づく応答スペクトル，基本モ 

  デル及び応力降下量の不確かさケース，水平方向） 

 

Noda et al.（2002）（37）［基本モデル及び応力降下量の不確かさケース］ 
Kanno et al.（2006）（75）※ 
Zhao et al.（2006）（76）※ 
内山・翠川（2006）（77）※ 

※：Ｍw6.5，断層最短距離=13km 
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 第 6－28 図(2) 「横浜断層による地震」の応答スペクトル 

  （他の距離減衰式に基づく応答スペクトル，基本モ 

  デル及び応力降下量の不確かさケース，鉛直方向） 

 

※：Ｍw6.6，断層最短距離=12km 

Noda et al.（2002）（37）［断層傾斜角の不確かさケース］ 
Kanno et al.（2006）（75）※ 
Zhao et al.（2006）（76）※ 
内山・翠川（2006）（77）※ 
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 第 6－29 図(1) 「横浜断層による地震」の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，基本モデル，水平方向） 

 

破壊開始点１ NS 方向 
破壊開始点１ EW 方向 
破壊開始点２ NS 方向 
破壊開始点２ EW 方向 
破壊開始点３ NS 方向 
破壊開始点３ EW 方向 
破壊開始点４ NS 方向 
破壊開始点４ EW 方向 
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 第 6－29 図(2) 「横浜断層による地震」の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，基本モデル，鉛直方向） 

 

破壊開始点１ UD 方向 
破壊開始点２ UD 方向 
破壊開始点３ UD 方向 
破壊開始点４ UD 方向 
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 第 6－29 図(3) 「横浜断層による地震」の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，応力降下量の不確かさ 

  ケース，水平方向） 

 

破壊開始点１ NS 方向 
破壊開始点１ EW 方向 
破壊開始点２ NS 方向 
破壊開始点２ EW 方向 
破壊開始点３ NS 方向 
破壊開始点３ EW 方向 
破壊開始点４ NS 方向 
破壊開始点４ EW 方向 
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 第 6－29 図(4) 「横浜断層による地震」の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，応力降下量の不確かさ 

  ケース，鉛直方向） 

 

破壊開始点１ UD 方向 
破壊開始点２ UD 方向 
破壊開始点３ UD 方向 
破壊開始点４ UD 方向 
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 第 6－29 図(5) 「横浜断層による地震」の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，断層傾斜角の不確かさ 

  ケース，水平方向） 

 

破壊開始点１ NS 方向 
破壊開始点１ EW 方向 
破壊開始点２ NS 方向 
破壊開始点２ EW 方向 
破壊開始点３ NS 方向 
破壊開始点３ EW 方向 
破壊開始点４ NS 方向 
破壊開始点４ EW 方向 
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 第 6－29 図(6) 「横浜断層による地震」の応答スペクトル 

  （断層モデルを用いた手法，断層傾斜角の不確かさ 

  ケース，鉛直方向） 

 

破壊開始点１ UD 方向 
破壊開始点２ UD 方向 
破壊開始点３ UD 方向 
破壊開始点４ UD 方向 
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 第 6－30 図(1) 「横浜断層による地震」の応答スペクトル 

  （ハイブリッド合成法，基本モデル，破壊開始点１， 

  水平方向） 

 

統計的グリーン関数法 NS 方向 
統計的グリーン関数法 EW 方向 
ハイブリッド合成法 NS 方向 
ハイブリッド合成法 EW 方向 
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 第 6－30 図(2) 「横浜断層による地震」の応答スペクトル 

  （ハイブリッド合成法，基本モデル，破壊開始点１， 

  鉛直方向） 

 

統計的グリーン関数法 UD 方向 
ハイブリッド合成法 UD 方向 
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 第 6－30 図(3) 「横浜断層による地震」の応答スペクトル 

  （ハイブリッド合成法，基本モデル，破壊開始点２， 

  水平方向） 

 

統計的グリーン関数法 NS 方向 
統計的グリーン関数法 EW 方向 
ハイブリッド合成法 NS 方向 
ハイブリッド合成法 EW 方向 
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 第 6－30 図(4) 「横浜断層による地震」の応答スペクトル 

  （ハイブリッド合成法，基本モデル，破壊開始点２， 

  鉛直方向） 

 

統計的グリーン関数法 UD 方向 
ハイブリッド合成法 UD 方向 
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 第 6－30 図(5) 「横浜断層による地震」の応答スペクトル 

  （ハイブリッド合成法，基本モデル，破壊開始点３， 

  水平方向） 

 

統計的グリーン関数法 NS 方向 
統計的グリーン関数法 EW 方向 
ハイブリッド合成法 NS 方向 
ハイブリッド合成法 EW 方向 
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 第 6－30 図(6) 「横浜断層による地震」の応答スペクトル 

  （ハイブリッド合成法，基本モデル，破壊開始点３， 

  鉛直方向） 

 

統計的グリーン関数法 UD 方向 
ハイブリッド合成法 UD 方向 
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 第 6－30 図(7) 「横浜断層による地震」の応答スペクトル 

  （ハイブリッド合成法，基本モデル，破壊開始点４， 

  水平方向） 

 

統計的グリーン関数法 NS 方向 
統計的グリーン関数法 EW 方向 
ハイブリッド合成法 NS 方向 
ハイブリッド合成法 EW 方向 
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 第 6－30 図(8) 「横浜断層による地震」の応答スペクトル 

  （ハイブリッド合成法，基本モデル，破壊開始点４， 

  鉛直方向） 

 

 

統計的グリーン関数法 UD 方向 
ハイブリッド合成法 UD 方向 
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第 6－31 図(1) 加藤他（2004）による応答スペクトル（水平方向） 

 

加藤他（2004）（ＶS=0.7km/s） 
加藤他（2004）（ＶS=2.2km/s） 
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第 6－31 図(2) 加藤他（2004）による応答スペクトル（鉛直方向） 

 

加藤他（2004）（ＶP=2.0km/s） 
加藤他（2004）（ＶP=4.2km/s） 
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第 6－32 図(1) 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル（水平方向） 

 

加藤他（2004） 
2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 水平方向 
2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） ダム軸方向 
2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 上下流方向 
2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） NS 方向 
2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） EW 方向 
2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） NS 方向 
2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） EW 方向 
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第 6－32 図(2) 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル（鉛直方向） 

 

 

加藤他（2004） 
2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 鉛直方向 
2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 鉛直方向 
2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） UD 方向 
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 第 6－33 図(1) 応答スペクトルに基づく地震動評価結果と 

  基準地震動 Ss－A の比較（水平方向） 

 

基準地震動 Ss－AH 
海洋プレート内地震 
内陸地殻内地震 
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 第 6－33 図(2) 応答スペクトルに基づく地震動評価結果と 

  基準地震動 Ss－A の比較（鉛直方向） 

 

基準地震動 Ss－AV 
海洋プレート内地震 
内陸地殻内地震 
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第 6－34 図 継続時間及び振幅包絡線の経時的変化 
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(b) Ss－AV（鉛直方向） 

 

 

 第 6－35 図 設計用応答スペクトル Ss－AH，Ss－AV に対する 

  設計用模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV の応答スペクトル比 
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第 6－36 図 設計用模擬地震波 Ss－AH，Ss－AV の時刻歴波形 
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 第 6－37 図(1) 断層モデルを用いた手法による地震動評価結果と 

  基準地震動 Ss－A の比較（プレート間地震，水平方向） 

 

基準地震動 Ss－AH 
プレート間地震 NS 方向 
プレート間地震 EW 方向 
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(h=0.05)

 

 

 

 第 6－37 図(2) 断層モデルを用いた手法による地震動評価結果と 

  基準地震動 Ss－A の比較（プレート間地震，鉛直方向） 

 

基準地震動 Ss－AV 
プレート間地震 UD 方向 
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 第 6－37 図(3) 断層モデルを用いた手法による地震動評価結果と 

  基準地震動 Ss－A の比較（海洋プレート内地震，水平方向） 

 

基準地震動 Ss－AH 
海洋プレート内地震 NS 方向 
海洋プレート内地震 EW 方向 
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 第 6－37 図(4) 断層モデルを用いた手法による地震動評価結果と 

  基準地震動 Ss－A の比較（海洋プレート内地震，鉛直方向） 

 

基準地震動 Ss－AV 
海洋プレート内地震 UD 方向 
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 第 6－37 図(5) 断層モデルを用いた手法による地震動評価結果と 

  基準地震動 Ss－A の比較（内陸地殻内地震，水平方向） 

 

基準地震動 Ss－AH 
内陸地殻内地震 NS 方向 
内陸地殻内地震 EW 方向 
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 第 6－37 図(6) 断層モデルを用いた手法による地震動評価結果と 

  基準地震動 Ss－A の比較（内陸地殻内地震，鉛直方向） 

 

基準地震動 Ss－AV 
内陸地殻内地震 UD 方向 
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(h=0.05)

 

 

 

 第 6－38 図(1) 震源を特定せず策定する地震動と 

  基準地震動 Ss－A の比較（水平方向） 

 

基準地震動 Ss－AH 

加藤他（2004） 

2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 水平方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） ダム軸方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 上下流方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） NS 方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） EW 方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） NS 方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） EW 方向 
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 第 6－38 図(2) 震源を特定せず策定する地震動と 

  基準地震動 Ss－A の比較（鉛直方向） 

 

基準地震動 Ss－AV 

加藤他（2004） 

2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 鉛直方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 鉛直方向 

2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） UD 方向 
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(h=0.05)

 

 

 

 第 6－39 図(1) 基準地震動 Ss－A 及び 

  基準地震動 Ss－B1～Ss－B4（水平方向） 

 

基準地震動 Ss－AH 

基準地震動 Ss－B1H  2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 水平方向 

基準地震動 Ss－B2H1 2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 水平方向 1 

基準地震動 Ss－B2H2 2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 水平方向 2 

基準地震動 Ss－B3H1 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） 水平方向 1 

基準地震動 Ss－B3H2 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） 水平方向 2 

基準地震動 Ss－B4H1 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） 水平方向 1 

基準地震動 Ss－B4H2 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 一関東） 水平方向 2 
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(h=0.05)

 

 

 

 第 6－39 図(2) 基準地震動 Ss－A 及び 

  基準地震動 Ss－B1～Ss－B3（鉛直方向） 

 

基準地震動 Ss－AV 

基準地震動 Ss－B1V 2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 鉛直方向 

基準地震動 Ss－B2V 2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 鉛直方向 

基準地震動 Ss－B3V 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） 鉛直方向 
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第 6－40 図(1) 基準地震動 Ss－B1 の時刻歴波形 
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(c) Ss－B2V（鉛直方向） 

 

 

第 6－40 図(2) 基準地震動 Ss－B2 の時刻歴波形 
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第 6－40 図(3) 基準地震動 Ss－B3 の時刻歴波形 
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第 6－40 図(4) 基準地震動 Ss－B4 の時刻歴波形 
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第 6－41 図(1) ロジックツリー（特定震源）
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第 6－41 図(2) ロジックツリー（領域震源） 
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第 6－42 図(1) 基準地震動 Ss－A と一様ハザードスペクトルの比較（水平方向） 

一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-3） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-4） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-5） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-6） 
基準地震動 Ss－AH 
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(h=0.05)

 

 

 

第 6－42 図(2) 基準地震動 Ss－A と一様ハザードスペクトルの比較（鉛直方向） 

 

一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-3） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-4） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-5） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-6） 
基準地震動 Ss－AV 
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 第 6－43 図(1) 基準地震動 Ss－B1～Ss－B4 と一様ハザード 

  スペクトルの比較（水平方向） 

一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-3） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-4） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-5） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-6） 
基準地震動 Ss－B（B1～B4） 
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(h=0.05)

 

 

 

 第 6－43 図(2) 基準地震動 Ss－B1～Ss－B3 と一様ハザード 

  スペクトルの比較（鉛直方向） 

 

 

一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-3） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-4） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-5） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-6） 
基準地震動 Ss－B（B1～B3） 
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第 7－1 図 一関東評価用地震動（鉛直方向）の応答スペクトル 

 

基準地震動 Ss－AV 

基準地震動 Ss－B1V 2004 年北海道留萌支庁南部地震（K-NET 港町） 鉛直方向 

基準地震動 Ss－B2V 2008 年岩手・宮城内陸地震（栗駒ダム［右岸地山］） 鉛直方向 

基準地震動 Ss－B3V 2008 年岩手・宮城内陸地震（KiK-net 金ヶ崎） 鉛直方向 

一関東評価用地震動 
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第 7－2 図 一関東評価用地震動（鉛直方向）の時刻歴波形 
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 第 7-3 図(1) 弾性設計用地震動 Sd－A 及び弾性設計用地震動 Sd－B1～Sd－B4 の 

  応答スペクトル（水平方向） 

 

弾性設計用地震動 Sd－AH 

弾性設計用地震動 Sd－B1H 

弾性設計用地震動 Sd－B2H1 

弾性設計用地震動 Sd－B2H2 

弾性設計用地震動 Sd－B3H1 

弾性設計用地震動 Sd－B3H2 

弾性設計用地震動 Sd－B4H1 

弾性設計用地震動 Sd－B4H2 
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 第 7-3 図(2) 弾性設計用地震動 Sd－A 及び弾性設計用地震動 Sd－B1～Sd－B3 の 

  応答スペクトル（鉛直方向） 

 

弾性設計用地震動 Sd－AV 

弾性設計用地震動 Sd－B1V 

弾性設計用地震動 Sd－B2V 

弾性設計用地震動 Sd－B3V 
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(a) Sd－AH（水平方向） 
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第 7－4 図 弾性設計用地震動 Sd－AH，Sd－AV の時刻歴波形 
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(a) Sd－B1H（水平方向） 
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(b) Sd－B1V（鉛直方向） 

 

 

第 7－5 図(1) 弾性設計用地震動 Sd－B1 の時刻歴波形 
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(a) Sd－B2H1（水平方向 1） 
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(b) Sd－B2H2（水平方向 2） 
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(c) Sd－B2V（鉛直方向） 

 

 

第 7－5 図(2) 弾性設計用地震動 Sd－B2 の時刻歴波形 
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(a) Sd－B3H1（水平方向 1） 

 

0 10 20 30 40 50 60
-400

-200

0

200

400

時間(s)

加
速

度
(c

m
/
s

2
)

200

 

(b) Sd－B3H2（水平方向 2） 
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(c) Sd－B3V（鉛直方向） 

 

 

第 7－5 図(3) 弾性設計用地震動 Sd－B3 の時刻歴波形 
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(a) Sd－B4H1（水平方向 1） 
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(b) Sd－B4H2（水平方向 2） 

 

 

第 7－5 図(4) 弾性設計用地震動 Sd－B4 の時刻歴波形 
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第 7－6 図(1) 弾性設計用地震動 Sd－A と一様ハザードスペクトルの比較（水平方向） 

一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-3） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-4） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-5） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-6） 
弾性設計用地震動 Sd－AH 
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第 7－6 図(2) 弾性設計用地震動 Sd－A と一様ハザードスペクトルの比較（鉛直方向） 

 

一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-3） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-4） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-5） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-6） 
弾性設計用地震動 Sd－AV 
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 第 7－7 図(1) 弾性設計用地震動 Sd－B1～Sd－B4 と一様ハザード 

  スペクトルの比較（水平方向） 

 

 

 

 

 

一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-3） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-4） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-5） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-6） 
弾性設計用地震動 Sd－B（B1～B4） 
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 第 7－7 図(2) 弾性設計用地震動 Sd－B1～Sd－B3 と一様ハザード 

  スペクトルの比較（鉛直方向） 
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一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-5） 
一様ハザードスペクトル（年超過確率 10-6） 
弾性設計用地震動 Sd－B（B1～B3） 
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 1 5－1－2 

1. 概要 前回申請に同じ 

本資料は，「５－１ 申請設備に係る耐震設計の基本方針」に基づき，使用済燃料貯蔵施

設（以下「貯蔵施設」という。）の耐震安全性評価を実施するに当たり，対象施設を設置す

る地盤の物理特性，強度特性，変形特性等の地盤物性値の設定及び支持性能評価で用いる

地盤諸元の基本的な考え方を示したものである。  



 

 2 5－1－2 

2. 基本方針 前回申請に同じ 

貯蔵施設は，技術基準規則第６条に適合するため，耐震設計上の重要度に応じた地震

力が作用した場合においても貯蔵施設を十分に支持することができる地盤に設置された

ものとする。 

貯蔵施設には，施設に大きな影響を及ぼすような地震の発生によって崩壊するおそれ

がある斜面は存在せず，貯蔵施設は耐震設計上の重要度に応じた地震力が作用した場合

においても貯蔵施設を十分に支持することができる地盤に設置される。 

貯蔵施設のうち，使用済燃料貯蔵建屋（以下「貯蔵建屋」という。）は杭基礎とし，耐

震Ｂクラス施設に適用される地震力及び基準地震動ＳＳによる地震力が作用した場合に

おいても貯蔵建屋を十分に支持することができる地盤に設置されたものとする。 

貯蔵施設のうち，電気設備をはじめとする耐震Ｃクラス施設，設備は，耐震Ｃクラス

施設に適用される地震力が作用した場合においても当該施設，設備を十分に支持するこ

とができる地盤に設置されたものとする。 

施設，設備は，貯蔵建屋に設置される施設，設備，貯蔵建屋以外の建屋に設置される

施設，設備，直接地盤に設置される施設，設備のいずれかに類別される。 

貯蔵建屋に設置される施設，設備は，貯蔵建屋に支持させる。貯蔵建屋は杭基礎とし，

耐震Ｂクラス施設に適用される地震力及び基準地震動ＳＳによる地震力が作用した場合

においても貯蔵建屋を十分に支持することができる地盤に支持させるため，貯蔵建屋に

設置される施設，設備は，施設に適用される地震力が作用した場合においても当該施設，

設備を十分に支持することができる地盤に設置されたものとなる。 

貯蔵建屋以外の建屋に設置される施設，設備は，当該建屋に支持させる。当該建屋は

直接基礎とし，施設に適用される地震力と同等である建築基準法に基づく地震力が作用

した場合においても当該建屋を十分に支持することができる地盤に支持させるため，貯

蔵建屋以外の建屋に設置される施設，設備は，施設に適用される地震力が作用した場合

においても当該施設，設備を十分に支持することができる地盤に設置されたものとなる。 

直接地盤に設置される施設，設備は直接基礎とし，重量や形状を考慮し，地盤が当該

施設，設備を十分に支持することができるものであることを確認する。これにより，建

屋外に設置される施設，設備は，施設に適用される地震力が作用した場合においても当

該施設，設備を十分に支持することができる地盤に設置されたものとなる。 

  



 

 3 5－1－2 

3. 地盤の物性値 前回申請に同じ 

対象施設を設置する地盤の物理特性，強度特性，変形特性等の物性値については，原

位置試験及び室内試験から得られた各種物性値を基に設定する。地盤の物性値は，事業

変更許可申請書（添付書類四）に記載した値を用いることを基本とする。 

地盤の物性値及びその設定根拠を第３－１表，第３－２表に示す。動せん断弾性係数

及び減衰定数のひずみ依存特性を第３－１図～第３－７図に示す。 
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5
－
1
－
2 第３－１表 地盤の物性値 

 

物理特性

湿潤密度

ρt

(g/cm
3
)

ピーク強度

Ｃ

(Ｎ/mm
2
)

残留強度

Ｃｒ

(Ｎ/mm
2
)

初期変形係数

Ｅ 0

(Ｎ/mm
2
)

静ポアソン比

ν
動せん断弾性係数

Ｇ 0

(Ｎ/mm
2
)

動ポアソン比

νd

1 γ

1+(γ/0.000495)
0.860 6.06･γ＋0.00455

1 γ

1+(γ/0.000743)
0.744 12.3･γ＋0.00625

1 γ

1+(γ/0.000463)
0.796 10.9･γ＋0.00270

1 γ

1+(γ/0.00151)
0.775 14.2･γ＋0.00876

1 γ

1+(γ/0.00147)
0.632 13.0･γ＋0.0122

1 γ

1+(γ/0.00105)
0.730 14.5･γ+0.00549

1 γ

1+(γ/0.000819)
0.814 12.3･γ＋0.00287

1 γ

1+(γ/0.00594)
0.448 24.6･γ＋0.00273

1 γ

1+(γ/0.00173)
0.809 11.7･γ＋0.00784

1 γ

1+(γ/0.00228)
0.957 5.46･γ＋0.0205

1 γ

1+(γ/0.00180)
0.801 6.45･γ＋0.0236

1 γ

1+(γ/0.00271)
0.956 6.27･γ＋0.0232

・Ｚは標高(m)を示す。

・強度特性（ピーク強度・残留強度）は右図により設定する。

　ただし、残留強度の場合はＣをＣ rに置き換える。

・すべり安全率の算定には，安全側に盛土・埋土（bk），ローム層（Lm），

　中位段丘堆積物（Ｍ）の強度は無視する。

172－3.77･Ｚ 0.42 ＋0.0118

1,230 0.41 ＋0.0229

下部軽石混じり砂岩 (Sn1) 1.77 1.12 1.04 606 0.14

288－4.54･Ｚ 0.44 ＋0.0177

火山礫凝灰岩 (Sn2) 2.01 1.34 1.24 422 0.19

326－5.11･Ｚ 0.45 ＋0.0237

中部軽石混じり砂岩 (Sn3) 1.83 0.728－0.00289･Ｚ 0.741－0.00239･Ｚ 386 0.15

333 0.46 ＋0.0116

上部軽石混じり砂岩 (Sn4) 1.82 0.301－0.0152･Ｚ 0.300－0.0140･Ｚ 104－4.91･Ｚ 0.15

376 0.45 ＋0.0094

下部粘性土 (Tn1) 1.69 0.277 0.184 106 0.20

284 0.47 ＋0.0252

下部砂質土 (Tn2) 1.92 0.621 0.551 172 0.11

256 0.47 ＋0.0404

中部粘性土 (Tn3) 1.91 0.297 0.233 13.4 0.19

227 0.48 ＋0.0165

中部砂質土 (Tn4) 1.59 0.140 0.116 26.3 0.09

71.8 0.49 ＋0.0216

上部砂質・粘性土 (Tn5) 1.80 0.231 0.213 29.1 0.19

231 0.46 ＋0.0226

中位段丘堆積物 (Ｍ) 1.79 0.073 0.071 11.6 0.13

50.6 0.49 ＋0.0259

ローム (Lm) 1.47 0.085 0.084 21.8 0.21

盛土・埋土 (bk) 1.75 0.035 0.033 16.4 0.19

強度特性 静的変形特性 動的変形特性

正規化せん断弾性係数

のひずみ依存性

Ｇ/Ｇ 0～γ

減衰率のひずみ依存性

ｈ～γ
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－
1
－
2 第３－２表 地盤の物性値の設定根拠 

 

物理特性

湿潤密度

ρt

ピーク強度

Ｃ

残留強度

Ｃｒ

初期変形係数

Ｅ 0

静ポアソン比

ν

動せん断弾性係数

Ｇ 0

動ポアソン比

νd

Ｇ/Ｇ 0，ｈの

ひずみ依存性

・動的ＦＥＭ解析は，動せん断弾性係数Ｇ 0及び動ポアソン比νdからあらかじめ体積弾性係数Ｋを求めておき，Ｇ 0が変動してもＫは常に初期値一定になるように，

　νdを変更する手法(体積弾性係数Ｋ一定)を用いている。

・盛土・埋土（bk）は砂質土と粘性土から構成されることから，それぞれについて物性値を設定し，解析用物性値は両者の平均値とした。

火山礫凝灰岩 (Sn2)

下部軽石混じり砂岩 (Sn1)

上部軽石混じり砂岩 (Sn4)

中部軽石混じり砂岩 (Sn3)

下部砂質土 (Tn2)

下部粘性土 (Tn1)

中部砂質土 (Tn4)

中部粘性土 (Tn3)

中位段丘堆積物 (Ｍ)

上部砂質・粘性土 (Tn5)

盛土・埋土 (bk)

ローム (Lm)

強度特性 静的変形特性 動的変形特性

ボーリングコア試料から採取した供試体の三軸圧縮試験
ボーリングコア試料か
ら採取した供試体の湿
潤密度

ＰＳ検層によるＶsと湿
潤密度により算定

ＰＳ検層によるＶp，Ｖs

により算定

ブロック試料から採取し

た供試体の超音波速度測

定によるＶsと湿潤密度に
より算定

ブロック試料から採取し

た供試体の超音波速度測

定によるＶp，Ｖsにより
算定

ブロック試料から採取
した供試体の湿潤密度 ブロック試料から採取した供試体の三軸圧縮試験

ブロック試料から採取し
た供試体の繰返し三軸試
験（変形特性）

ボーリングコア試料から
採取した供試体の繰返し
三軸試験（変形特性）

0213
12 GK

d

d
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第３－１図 動的ひずみ依存特性（Tn4) 

(a)　動的変形特性

(b)　減衰特性
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第３－２図 動的ひずみ依存特性（Tn3) 

(a)　動的変形特性

(b)　減衰特性
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第３－３図 動的ひずみ依存特性（Tn2) 

 

(a)　動的変形特性

(b)　減衰特性
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第３－４図 動的ひずみ依存特性（Sn4) 

(a)　動的変形特性

(b)　減衰特性
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第３－５図 動的ひずみ依存特性（Sn3) 

(a)　動的変形特性

(b)　減衰特性
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第３－６図 動的ひずみ依存特性（Sn2) 

(a)　動的変形特性

(b)　減衰特性
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第３－７図 動的ひずみ依存特性（Sn1) 

(a)　動的変形特性

(b)　減衰特性
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4. 基礎の許容支持力 

4.1 直接基礎の許容支持力 前回申請に同じ 

直接基礎の許容支持力は，建築基準法施行令に示される値を用いる方法，建築基準法

施行令の関連告示に示される原位置試験（平板載荷試験等）の方法，建築基礎構造設計

指針（（社）日本建築学会）の支持力式で施設，設備の支持地盤の室内土質試験等に基づ

き算定する方法のいずれかを用いることとし，地盤の状況や，施設，設備の重量や形状

等に応じて算定する。 

直接基礎の極限鉛直支持力を算定するための支持力式（建築基礎構造設計指針）を以

下に示す。 

 

Ｒｕ＝ｑｕ・Ａ＝（ｉｃ・α・ｃ・Ｎｃ＋ｉγ・β・γ1・Ｂ・η・Ｎγ＋ｉｑ・γ2・Ｄｆ・

Ｎｑ）・Ａ 

Ｒｕ  ： 直接基礎の極限鉛直支持力（ｋＮ） 

ｑｕ  ： 単位面積当たりの極限鉛直支持力度（ｋＮ/㎡） 

Ａ  ： 基礎の底面積（㎡） 

Ｎｃ，Ｎγ，Ｎｑ  ： 支持力係数（第４－１表参照） 

ｃ  ： 支持地盤の粘着力（ｋＮ/㎡） 

γ1  ： 支持地盤の単位体積重量（ｋＮ/㎥） 

γ2  ： 根入れ部分の土の単位体積重量（ｋＮ/㎥） 

（γ1，γ2には，地下水位以下の場合には水中単位体積重量を用い

る） 

α，β  ： 基礎の形状係数（第４－２表参照） 

η ： 基礎の寸法効果による補正係数 

   η＝（Ｂ/Ｂ0）-1/3 （ただし，Ｂ，Ｂ0の単位はｍ，Ｂ0＝1ｍ） 

ｉｃ，ｉγ，ｉｑ ： 荷重の傾斜に対する補正係数 

   ｉｃ＝ｉｑ＝（1－θ/90）2 

   ｉγ＝（1－θ/φ）2 （ただし，θ＞φの場合にはｉγ＝0） 

   φ：土の内部摩擦角（°） 

   θ：荷重の傾斜角（°） 

   tanθ＝Ｈ/Ｖ （Ｈ：水平荷重，Ｖ：鉛直荷重）で，かつ 

   tanθ≦μ   （μは基礎底面の摩擦係数） 

Ｂ  ： 基礎幅（ｍ） 

Ｄｆ  ： 根入れ深さ（ｍ） 
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第４－１表 支持力係数 

 

 

第４－２表 形状係数 

 

 

 

4.2 杭基礎の許容支持力 

杭の支持力試験を実施している貯蔵建屋については，杭基礎の極限支持力を支持力試

験結果から設定する。杭の載荷試験の概要を第４－３図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

φ Ｎｃ Ｎγ Ｎｑ

0° 5.1 1.0 0.0

5° 6.5 1.6 0.1

10° 8.3 2.5 0.4

15° 11.0 3.9 1.1

20° 14.8 6.4 2.9

25° 20.7 10.7 6.8

28° 25.8 14.7 11.2

30° 30.1 18.4 15.7

32° 35.5 23.2 22.0

34° 42.2 29.4 31.1

36° 50.6 37.8 44.4

38° 61.4 48.9 64.1

40°以上 75.3 64.2 93.7

基礎底面
の形状

連　続 正方形 長方形 円　形

α 1.0 1.2 1.0＋0.2Ｂ/Ｌ 1.2

β 0.5 0.3 0.5－0.2Ｂ/Ｌ 0.3

Ｂ：長方形の短辺長さ，Ｌ：長方形の長辺長さ
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① 杭の押込み試験 

載荷試験による評価は地盤工学会基準「杭の鉛直載荷試験方法・同解説」に準拠す

る。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 試験結果 

荷重と杭頭沈下量の関係を下図に示す。両対数で描いた荷重―杭頭沈下量曲線上

に明瞭な折れ点が現れていないことから，杭及び基礎地盤の支持力は，最大荷重の

2.40×107 Ｎで第１限界抵抗力に達していないと判断される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４－３図 杭の載荷試験の概要 

杭の押し込み試験の装置図（断面図） 杭の押込み試験の載荷パターン 
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載荷速度  ：増荷重時 2.4×106 N/min 
減荷重時 4.8×106 N/min 

荷重保持時間：新規荷重段階 30 min 以上 
履歴内の荷重段階 2 min 以上 
0 荷重段階 15 min 以上 

最大荷重  ：2.40×107 Ｎ 
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5. 地質断面図 前回申請に同じ 

貯蔵建屋の地震応答解析に用いる地質断面図は，評価対象地点近傍のボ－リング調査

等の結果に基づき，岩盤，堆積物及び埋戻土の分布を設定し作成する。 

敷地内で実施したボ－リング調査位置図を第５－１図に，地質断面図を第５－２図及

び第５－３図に示す。 
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第５－１図 敷地内で実施したボ－リング調査位置図 



 

 

 

1
8
 

5
－
1
－
2 

 

第５－２図 地質断面図（東西方向） 
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第５－３図 地質断面図（南北方向）
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6. 使用済燃料貯蔵建屋の耐震評価における地盤のモデル化 

6.1 入力地震動算定に用いる地下構造モデル 

入力地震動算定に用いる地下構造モデルについては，解放基盤表面 T.P.-218m から建

屋地震応答解析モデル底面位置の地層をモデル化する。入力地震動算定の概念図を第６

－１図に示す。 
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(a)水平動                             (b)鉛直動 

 

第６－１図 入力地震動算定の概念図 
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6.2 地震応答解析に用いる地盤の解析モデル 

地震応答解析に用いる地盤の解析モデルとして，第５－１図に示すボーリング孔の位

置で実施した PS 検層の結果を基本として設定する。地盤の解析モデルを第６－１表に

示す。 

 

 

第６－１表 地震応答解析に用いる地盤の解析モデル 

標高 

T.P. 

(m) 

地層 

湿潤 

密度 

ρｔ 

(g/cm3) 

初期 

せん断 

弾性係数 

Ｇ0 

(N/mm2) 

せん断波 

速度*1 

Ｖｓ 

(m/s) 

粗密波 

速度*2 

Ｖｐ 

(m/s) 

ポアソン 

比 

ν 

せん断剛性の 

ひずみ依存性 

Ｇ/Ｇ0－γ*3 

減衰定数の 

ひずみ依存性 

ｈ－γ*3 

(％) 

16.0 
        

Tn4 1.59  256 400 1690 0.47 
 

 
 

15.0 

Tn3 1.91  284 390 1620 0.47 
  

13.5 

Tn2 1.92  376 440 1470 0.45 
  

7.0 

Sn4*4 1.82  409 470 1570 0.45 
  

-39.5 

Sn3*4 1.83  655 600 1830 0.44 
  

-122.0 

Sn2 2.01 1230 780 2000 0.41 
  

-140.0 

Sn1 1.77  847 690 1860 0.41 
  

-218.0 

解放基盤 1.99 1274 800 2020 0.41 － － 
 

注＊1：湿潤密度ρおよび初期せん断弾性係数Ｇ0より，Vs = ０/ を用いて換算した値。 

注＊2：湿潤密度ρおよび初期側方拘束変形係数Ｄ0より，Vp = ０/ を用いて換算した値。 

   ここで，Ｄ0＝Ｋ0＋4/3Ｇ0，Ｋ0＝2(1＋ν)/3(1－2ν)･Ｇ0とする。 

注＊3：γはせん断ひずみ（％）を示す。 

注＊4：標高依存性のあるデータに関しては，地層ごとに地層の平均標高（層の中央標高）

より平均値として設定。 
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γ
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1＋(γ 0.00105⁄ )0.730 
γ

14.5∙γ＋0.00549
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1＋(γ 0.000819⁄ )0.814 
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12.3∙γ＋0.00287
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11.7∙γ＋0.00784
＋0.0237 
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1＋(γ 0.00228⁄ )0.957 
γ

5.46∙γ＋0.0205
＋0.0177 

1

1＋(γ 0.00180⁄ )0.801 
γ

6.45∙γ＋0.0236
＋0.0229 

1

1＋(γ 0.00271⁄ )0.956 
γ

6.27∙γ＋0.0232
＋0.0118 
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1. 概要 前回申請に同じ 

本資料は，「添付 5－1 申請設備に係る耐震設計の基本方針」の「3.3 波及的影響に

対する考慮」に基づき，基本的安全機能を確保する上で必要な施設及びその他の安全機

能を有する施設の耐震設計を行うに際して，波及的影響を考慮した設計の基本的な考え

方を説明するものである。 
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2. 基本方針 前回申請に同じ 

基本的安全機能を確保する上で必要な施設のうち耐震設計上の重要度分類のＳクラ

スに属する施設である金属キャスク及びＢクラスに属する施設のうち基本的安全機能の

遮蔽機能及び除熱機能の一部を担っている使用済燃料貯蔵建屋（以下「貯蔵建屋」とい

う。）は，下位クラス施設の波及的影響によって，その基本的安全機能を損なわないよう

に設計する。 

なお，基本的安全機能を確保する上で必要な施設のうち，受入れ区域天井クレーン及

び搬送台車は基本的安全機能を有していない。 

また，受入れ区域天井クレーン及び搬送台車は金属キャスクを搬送する設備であるこ

とから金属キャスクへの波及的影響を考慮する設備として整理する。 
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3. 波及的影響を考慮した施設の設計方針 前回申請に同じ 

3.1 波及的影響を考慮した施設の設計の観点 

金属キャスク及び貯蔵建屋の設計においては，「使用済燃料貯蔵施設の位置、構造及

び設備の基準に関する規則の解釈別記２」（以下「別記２」という。）に記載の以下の４

つの観点で実施する。 

 

① 設置地盤及び地震応答性状の相違等に起因する相対変位又は不等沈下による影響 

② 基本的安全機能を確保する上で必要な施設とその他の安全機能を有する施設との

接続部における相互影響 

③ 貯蔵建屋内におけるその他の安全機能を有する施設の損傷，転倒及び落下等によ

る基本的安全機能を確保する上で必要な施設への影響 

④ 貯蔵建屋外におけるその他の安全機能を有する施設の損傷，転倒及び落下等によ

る基本的安全機能を確保する上で必要な施設への影響 

 

以上の①～④の具体的な設計方法を以下に示す。 

 

3.2 不等沈下又は相対変位の観点による設計 

貯蔵建屋を対象に，別記２①「設置地盤及び地震応答性状の相違等に起因する相対変

位又は不等沈下による影響」の観点で，貯蔵建屋の基本的安全機能を損なわないよう下

位クラス施設を設計する。 

(1) 地盤の不等沈下による影響 

下位クラスの施設が設置される地盤の不等沈下により，貯蔵建屋の基本的安全機

能を損なわないよう，以下の通り設計する。 

離隔による防護を講じて設計する場合には，下位クラス施設の不等沈下を想定し

ても貯蔵建屋に衝突しない程度に十分な距離をとって配置するか，下位クラス施設

と貯蔵建屋の間に波及的影響を防止するために，衝突に対する強度を有する障壁を

設置する。 

下位クラス施設と貯蔵建屋への波及的影響を及ぼす可能性がある位置に設置する

場合には、不等沈下を起こさない十分な支持性能をもつ地盤に下位クラスを設置す

る。 

下位クラス施設を貯蔵建屋に要求される支持性能が十分でない地盤に設置する場

合は，下位クラス施設が設置される地盤の不等沈下を想定し，貯蔵建屋の基本的安全

機能を保持する設計とする。 

上記の方針で設計しない場合は，下位クラス施設が設置される地盤の不等沈下を

想定し，貯蔵建屋の基本的安全機能を保持するよう設計する。 

以上の設計方針のうち，不等沈下を想定し，貯蔵建屋の基本的安全機能を保持する

よう設計する下位クラス施設を「添付 5－1－3－1 波及的影響を考慮する施設の選

定」に，その設計方針を「4．波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震設

計方針」に示す。 
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(2) 建屋間の相対変位による影響 

下位クラス施設と貯蔵建屋との相対変位により，貯蔵建屋の基本的安全機能を損

なわないよう，以下の通り設計する。 

離隔による防護を講じて設計する場合には，下位クラス施設と貯蔵建屋との相対

変位を想定しても，下位クラス施設が貯蔵建屋に衝突しない程度に十分な距離をと

って配置するか，下位クラス施設との間に波及的影響を防止するために，衝突に対す

る強度を有する障壁を設置する。下位クラス施設と貯蔵建屋との相対変位により，下

位クラス施設が貯蔵建屋に衝突する位置にある場合には，衝突部分の接触状況の確

認，建屋全体評価又は局部評価を実施し，衝突に伴い，貯蔵建屋について，基本的安

全機能が損なわれるおそれのないよう設計する。 

以上の設計方針のうち，建屋全体評価又は局部評価を実施して設計する下位クラ

ス施設を「添付 5－1－3－1 波及的影響を考慮する施設の選定」に，その設計方針

を「4．波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震設計方針」に示す。 

 

3.3 接続部の観点による設計 

金属キャスク及び貯蔵建屋を対象に別記２②「基本的安全機能を確保する上で必要

な施設とその他の安全機能を有する施設との接続部における相互影響」の観点で，金属

キャスク及び貯蔵建屋の基本的安全機能を損なわないよう下位クラスを設計する。 

金属キャスク及び貯蔵建屋と下位クラス施設との接続部は，原則として下位クラス

施設の損傷により，金属キャスク及び貯蔵建屋の基本的安全機能を損なうおそれがな

いよう設計とする。 

金属キャスク及び貯蔵建屋と接続する下位クラス施設の損傷により，金属キャスク

及び貯蔵建屋の基本的安全機能を損なうおそれがある場合には，接続部以降の下位ク

ラスについて，金属キャスク及び貯蔵建屋の設計に用いる地震動又は地震力に対して，

構造強度等を確保するように設計する。 

以上の設計方針のうち，金属キャスク及び貯蔵建屋と接続する下位クラス施設を「添

付 5－1－3－1 波及的影響を考慮する施設の選定」に，その設計方針を「4．波及的影

響の設計対象とする下位クラス施設の耐震設計方針」に示す。 

 

3.4 損傷，転倒及び落下等の観点による建屋内施設の設計 

金属キャスク及び貯蔵建屋を対象に別記２③「建屋内における下位のクラスの施設

の損傷，転倒及び落下等による耐震重要施設への影響」の観点で，金属キャスク及び貯

蔵建屋の基本的安全機能を損なわないよう下位クラス施設を設計する。 

離隔による防護を講じて設計する場合には，下位クラス施設の損傷，転倒及び落下等

を想定しても金属キャスク及び貯蔵建屋に衝突しない程度に十分な距離をとって配置

するか，下位クラス施設と金属キャスク及び貯蔵建屋の間に波及的影響を防止するた

めに衝突に対する強度を有する障壁を設置する。下位クラス施設を金属キャスク及び

貯蔵建屋への波及的影響を及ぼす可能性がある位置に配置する場合には，下位クラス

施設が金属キャスク及び貯蔵建屋の設計に用いる地震動又は地震力に対して，下位ク
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ラス施設が損傷，転倒及び落下等に至らないよう構造強度設計を行う。 

上記の方針で設計しない場合は，下位クラス施設の損傷，転倒及び落下等を想定し，

金属キャスク及び貯蔵建屋の基本的安全機能を保持するよう設計する。 

以上の設計方針のうち，構造強度設計を行う，又は下位クラス施設の損傷，転倒及び

落下等を想定し，金属キャスク及び貯蔵建屋の基本的安全機能を保持するよう設計す

る下位クラス施設を「添付 5－1－3－1 波及的影響を考慮する施設の選定」に，その

設計方針を「4．波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震設計方針」に示す。 

 

3.5 損傷，転倒及び落下等の観点による建屋外施設の設計 

金属キャスクを対象に別記２④「建屋外における下位のクラスの施設の損傷，転倒及

び落下等による耐震重要施設への影響」の観点で，金属キャスクの基本的安全機能を損

なわないよう下位クラス施設を設計する。 

離隔による防護を講じて設計する場合には，下位クラス施設の損傷，転倒及び落下等

を想定しても金属キャスクに衝突しない程度に十分な距離をとって配置するか，下位

クラス施設と金属キャスクの間に波及的影響を防止するために衝突に対する強度を有

する障壁を設置する。下位クラス施設を金属キャスクへの波及的影響を及ぼす可能性

がある位置に配置する場合には，下位クラス施設が金属キャスクの設計に用いる地震

動又は地震力に対して，下位クラス施設が損傷，転倒及び落下等に至らないよう構造強

度設計を行う。 

上記の方針で設計しない場合は，下位クラス施設の損傷，転倒及び落下等を想定し，

金属キャスクの基本的安全機能を保持するよう設計する。 

以上の設計方針のうち，構造強度設計を行う，又は下位クラス施設の損傷，転倒及び

落下等を想定し，金属キャスクの基本的安全機能を保持するよう設計する下位クラス

施設を「添付 5－1－3－1 波及的影響を考慮する施設の選定」に，その設計方針を「4．

波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震設計方針」に示す。 
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4. 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の耐震設計方針 

「添付 5－1－3－1 波及的影響を考慮する施設の選定」にて選定した施設の耐震設計

方針を以下に示す。 

なお，「添付 5－1－3－1 波及的影響を考慮する施設の選定」にて選定した施設の波

及的影響を受けるおそれのある上位クラス施設は，金属キャスクのみである。 

4.1 評価方針 

(1) 貯蔵建屋 

貯蔵建屋は，上位クラス施設である金属キャスクの受入れ作業，払い出し作業及び

貯蔵保管を行う施設であることから，金属キャスクの設計に適用する地震動又は地

震力に伴う損傷により，金属キャスクに衝突し波及的影響を及ぼすおそれが否定で

きない。このため金属キャスクの設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構

造部材の評価を実施する。 

 

(2) 受入れ区域天井クレーン 

受入れ区域天井クレーンは，上位クラス施設である金属キャスクの上部に設置し

ていることから，金属キャスクの設計に適用する地震動又は地震力に伴う転倒又は

落下により，金属キャスクに衝突し波及的影響を及ぼすおそれが否定できない。この

ため金属キャスクの設計に適用する地震動又は地震力に対して，主要構造部材の評

価を実施する。 

 

(3) 搬送台車 

搬送台車は，上位クラス施設である金属キャスクの移送に使用していることから，

金属キャスクの設計に適用する地震動又は地震力に伴う転倒により，金属キャスク

に波及的影響を及ぼすおそれが否定できない。このため金属キャスクの設計に適用

する地震動又は地震力に対して，構造上，転倒しないことを確認する。 

 

(4) 検査架台 

検査架台は，上位クラス施設である金属キャスクの検査の際に側面に設置してい

る。金属キャスクの搬送中は，金属キャスク（貯蔵架台）と床面との固縛がされてい

ないため金属キャスクのロッキング振動により金属キャスクと検査架台の衝突が考

えられる。このため金属キャスクの設計に適用する地震動又は地震力により，金属キ

ャスクの基本的安全機能への影響を考慮し，金属キャスクの衝突部位を選定し評価

を実施する。 

 

(5) 防火用シャッタ 

防火用シャッタは，上位クラス施設である金属キャスクの移動の際に上部に設置

していることから，金属キャスクの設計に適用する地震動又は地震力に伴う落下に

より，金属キャスクに衝突し波及的影響を及ぼすおそれが否定できない。このため金

属キャスクの設計に適用する地震動又は地震力により，防火用シャッタが落下した
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際の金属キャスクの基本的安全機能への影響を考慮し，金属キャスクの衝突部位を

選定し評価を実施する。 

 

 (6) 中性子線エリアモニタ 

中性子線エリアモニタは，上位クラス施設である金属キャスクの移動の際に上部

に設置していることから，金属キャスクの設計に適用する地震動又は地震力に伴う

落下により，金属キャスクに衝突し波及的影響を及ぼすおそれが否定できない。この

ため金属キャスクの設計に適用する地震動又は地震力により，中性子線エリアモニ

タが落下した際の金属キャスクの基本的安全機能への影響を考慮し，金属キャスク

の衝突部位を選定し評価を実施する。 

 

4.2 評価部位 

波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の評価対象部位は，評価対象下位クラス

の損傷，転倒及び落下等を防止するよう，主要構造部材，支持部及び固定部等を対象と

するとともに，対象設備の構造及び波及的影響の観点を考慮し，JEAG4601 を含む工事計

画での実績を参照した上で，耐震評価上厳しい箇所を選定する。 

また，下位クラス施設の落下、転倒を想定して設計する施設については，上位クラス

施設の機能に影響がないよう上位クラスの衝突部位を選定する。 

 

4.3 設計用地震動又は地震力 

波及的影響の設計対象とする下位クラス施設耐震設計においては，上位クラス施設の

設計に用いる地震動又は地震力を適用する。 

各施設の設計に適用する地震動又は地震力は，「添付 5－1申請設備に係る耐震設計の

基本方針」の「4.3 設計用地震力」に示す。 

 

4.4 荷重の種類及び荷重の組合せ 

波及的影響の防止を目的とした設計において用いる荷重の種類及び荷重の組合せに

ついては，波及的影響を受けるおそれのある上位クラス施設と同じ耐震設計上考慮する

状態において下位クラス施設に発生する荷重を組み合わせる。 

また，落下，転倒を想定し，上位クラス施設の機能に影響がない設計とする場合は，

落下，転倒に伴い発生する荷重を組み合わせる。 

各施設の設計に適用する荷重の種類及び組合せは，「添付 5－1申請設備に係る耐震設

計の基本方針」の「5.2 荷重の種類」及び「5.3 荷重の組合せ」に示す。 

 

4.5 許容限界 

波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の評価に用いる許容限界設定の考え方

を，以下建物・構築物，機器・配管系に分けて示す。 
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4.5.1 建物・構築物 

貯蔵建屋について，「添付 5－1申請設備に係る耐震設計の基本方針」の「5.4 許容

限界」に示す。 

 

4.5.2 機器・配管系 

機器・配管系について，施設の構造を保つことで，下位クラス施設の接続部における

相互影響及び損傷，転倒及び落下等を防止する場合は，許容限界として，評価部位に塑

性ひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって破断延性限界に

十分な余裕を有していることに相当する許容限界を設定する。 

また，落下，転倒を想定する場合は，下位クラスの施設の落下，転倒に伴い発生する

荷重により，上位クラス施設の評価部位に塑性ひずみが生じる場合であっても，その量

が小さなレベルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有していること，また転倒し

た下位クラス施設と上位クラス施設との距離を許容限界として設定する。 
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5. 工事段階における下位クラス施設の調査・検討 前回申請に同じ 

工事段階においても，金属キャスク及び貯蔵建屋の設計段階の際に検討した配置・補

強等が設計どおり施されていることを，敷地全体を俯瞰した調査・検討を行うことで確

認する。また，仮置資材等，現場の配置状況等の確認を必要とする下位クラス施設につ

いても合わせて確認する。 

工事段階における検討は，別記２の４つの観点のうち，③及び④の観点，すなわち下

位クラス施設の損傷，転倒及び落下等による影響について，プラントウォ－クダウンに

より実施する。 

確認事項としては，設計段階において検討した離隔による防護の観点で行う。すなわ

ち，施設の損傷，転倒及び落下等を想定した場合に金属キャスク及び貯蔵建屋に衝突す

るおそれのある範囲内に下位クラス施設がないこと，又は間に衝撃に耐えうる障壁，干

渉物等が設置されていること，仮置資材等については固縛など，転倒及び落下を防止す

る措置が適切に講じられていることを確認する。 

ただし，仮置資材等の下位クラス施設自体が，明らかに影響を及ぼさない程度の大き

さ，重量等の場合は対象としない。 

以上を踏まえて，損傷，転倒及び落下等により，金属キャスク及び貯蔵建屋に波及的

影響を及ぼす可能性がある下位クラス施設が抽出されれば，必要に応じて，上記の確認

事項と同じ観点で対策・検討したり，固縛等の転倒・落下防止措置等を講じたりするこ

とで対策・検討を行う。すなわち，下位クラス施設の配置を変更したり，間に緩衝物等

を設置したり，固縛等の転倒・落下防止措置等を講じたりすることで対策・検討を行う。 

 



 

 

 

 

 

添付 5－1－3－1 波及的影響を考慮する施設の選定 
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＊： 令和３年８月20日付け原規規発第2108202号にて変更認可され，今回申請に関係しない事項については，目次にお
いて前回申請と記載し，本申請では記載しない。 
また，同様に認可され，今回申請で変更がない事項については，当該事項を記載した章，節又は項等の表題に  

前回申請に同じと記載する。 
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1. 概要 前回申請に同じ 

本資料は，「添付 5－1－3 波及的影響に係る基本方針」の「3. 波及的影響を考慮し

た施設の設計」に基づき，選定した設備を説明するものである。 

 

  



 

 2  5－1－3－1 

2. 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設 前回申請に同じ 

「添付 5－1－3 波及的影響に係る基本方針」の「3. 波及的影響を考慮した施設の

設計」に基づき，構造強度等を確保するように設計するものとして選定した下位クラス

施設を以下に示す。 

 

2.1 不等沈下又は相対変位の観点 

(1) 地盤の不等沈下による影響 

使用済燃料貯蔵建屋（以下「貯蔵建屋」という。）に隣接する下位クラス施設はな

く，貯蔵建屋から一番近い位置に設置する建物である出入管理建屋についても離隔

距離が十分であり不等沈下による衝突影響の観点で波及的影響を及ぼすおそれはな

い。このため地盤の不等沈下による波及的影響を及ぼすおそれがある施設はない。 

(2) 建屋間の相対変位による影響 

貯蔵建屋に隣接する下位クラス施設の設置はないため，建屋間の相対変位による

影響による波及的影響を及ぼすおそれがある施設はない。 

 

2.2 接続部の観点 

金属キャスク及び貯蔵建屋と接続する下位クラス施設については，下位クラス施設

の損傷により金属キャスク及び貯蔵建屋に影響を及ぼさない設計としていることから，

接続部の観点で波及的影響を及ぼすおそれがある施設はない。 

 

2.3 建屋内施設の損傷，転倒及び落下等の観点 

(1) 貯蔵建屋 

下位クラス施設である貯蔵建屋は，金属キャスクの受入れ作業，払い出し作業及び

貯蔵保管を行う施設であることから，金属キャスクの設計に適用する地震動又は地

震力に伴う損傷により，金属キャスクに衝突し波及的影響を及ぼすおそれが否定で

きない。このため波及的影響の設計対象とした。 

(2) 受入れ区域天井クレ－ン 

下位クラス施設である受入れ区域天井クレ－ンは，金属キャスクの上部に設置し

ていることから，金属キャスクの設計に適用する地震動又は地震力に伴う転倒又は

落下により，金属キャスクに衝突し波及的影響を及ぼすおそれが否定できない。この

ため波及的影響の設計対象とした。 

(3) 搬送台車 

下位クラス施設である搬送台車は，金属キャスクの搬送に使用していることから，

金属キャスクの設計に適用する地震動又は地震力に伴う転倒により，金属キャスク

の波及的影響を及ぼすおそれが否定できない。このため波及的影響の設計対象とし

た。 

(4) 検査架台 

下位クラス施設である検査架台は，金属キャスクの検査の際に側面に設置してい

ることから，金属キャスクの設計に適用する地震動又は地震力に伴う転倒により，金
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属キャスクに衝突し波及的影響を及ぼすおそれが否定できない。このため波及的影

響の設計対象とした。 

(5) 防火シャッタ 

下位クラス施設である防火シャッタは，金属キャスクの搬送の際に上部に設置し

ていることから，金属キャスクの設計に適用する地震動又は地震力に伴う落下によ

り，金属キャスクに衝突し波及的影響を及ぼすおそれが否定できない。このため波及

的影響の設計対象とした。 

(6) 中性子線エリアモニタ 

下位クラス施設である中性子線エリアモニタは，金属キャスクの搬送の際に上部

に設置していることから，金属キャスクの設計に適用する地震動又は地震力に伴う

落下により，金属キャスクに衝突し波及的影響を及ぼすおそれが否定できない。この

ため波及的影響の設計対象とした。 

 

ここで選定した波及的影響の設計対象とする下位クラス施設の損傷，転倒及び落下

等により波及的影響を受けるおそれのある上位クラス施設を第 2－1表に示す。 

 

第 2－1表 波及的影響の設計対象とする下位クラス施設（損傷，転倒及び落下等） 

波及的影響を受けるおそれのある

上位クラス施設 

波及的影響の設計対象とする下位

クラス施設 

金属キャスク 

貯蔵建屋 

受入れ区域天井クレ－ン 

搬送台車 

検査架台 

防火シャッタ 

中性子線エリアモニタ 

 

2.4 建屋外施設の損傷，転倒及び落下等の観点 

貯蔵建屋に隣接する下位クラス施設の設置はなく，金属キャスクの受入れ作業，払い

出し作業の際のル－トについても波及的影響を及ぼすおそれのある隣接する下位クラ

スはないため，建屋外の施設の損傷，転倒及び落下等による影響による波及的影響を及

ぼすおそれがある施設はない。 

 

3. 今回申請設備について 前回申請 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

添付 5－1－4 地震応答解析の基本方針 
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1. 概要 

本資料は，添付書類「5－1 申請設備に係る耐震設計の基本方針」のうち「4.3 設計

用地震力」に基づき，使用済燃料貯蔵建屋（以下「貯蔵建屋」という。）及び機器の耐震

設計を行う際の地震応答解析の基本方針を説明するものである。 

第１－１図及び第１－２図に貯蔵建屋及び機器の地震応答解析の手順をそれぞれ示

す。 
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第１－１図 貯蔵建屋の地震応答解析の手順 

 

貯蔵建屋における 

基準地震動Ｓｓによる支持機能の確認 

地盤物性評価 

地盤等価線形解析 

貯蔵建屋の 

質量・剛性評価 

解析モデル設定 

固有値解析 

減衰定数 

基準地震動Ｓｓ 

基準地震動Ｓｓ 

基準地震動Ｓｓに 

対する地震応答解析 

・応答加速度  ・応答変位 

・応答せん断力 ・応答曲げモーメント 

・応答軸力   ・応答せん断ひずみ 
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第１－２図 機器の地震応答解析の手順 

 

Ｓクラス施設並びに基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用 

地震動Ｓｄにより耐震設計を行う機器 

解析モデル設定 

固有値解析 

 

減衰定数 

基準地震動Ｓｓ又は 

それに基づく設計用床応答曲線 

・応答加速度  ・応答変位 

・応答せん断力 ・応答曲げモーメント 

・応答軸力   ・応答せん断ひずみ 

・応答加速度  ・応答変位 

・応答せん断力 ・応答曲げモーメント 

・応答軸力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は 

それに基づく設計用床応答曲線 

基準地震動Ｓｓに 

対する地震応答解析 

弾性設計用地震動Ｓｄに 

対する地震応答解析 
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2. 地震応答解析の方針 

2.1  貯蔵建屋 

(1) 入力地震動 

解放基盤表面は，地盤調査の結果から，Ｓ波速度が 0.7km/s 以上である T.P.-218m

としている。 

貯蔵建屋の地震応答解析における入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準

地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄを基に，地盤条件を適切に考慮した上で，１

次元波動論により，地震応答解析モデルの入力位置で評価した入力地震動を設定す

る。 

地盤条件を考慮する場合には，地盤の地震応答解析から得られるひずみに応じた

剛性及び減衰を考慮する。 

(2) 解析方法及び解析モデル 

地震応答解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手法の適用性を考

慮の上，適切な解析法を選定するとともに，適切な解析条件を設定する。また，貯

蔵建屋の地震応答解析及び床応答曲線の策定は時刻歴応答解析法による。 

貯蔵建屋の地震応答解析に当たっては，貯蔵建屋の剛性はそれらの形状，構造特

性等を考慮して評価し，集中質点系等に置換した解析モデルを設定する。 

地震応答解析には，貯蔵建屋と杭及び地盤との相互作用を考慮するものとし，解

析モデルの地盤のばね定数は，杭及び基礎版の平面形状，地盤の剛性等を考慮して

定める。 

地盤－杭－建物連成系の減衰定数は，振動エネルギの地下逸散及び地盤の地震応

答におけるひずみレベルを考慮して定める。 

地震応答解析において，主要構造要素がある程度以上弾性範囲を超える場合には，

該当する建物部分の構造特性に応じて，その弾塑性挙動を適切に模擬した復元力特

性を考慮した地震応答解析を行う。 

また，Ｓクラスの施設を支持する貯蔵建屋の支持機能を検討するための地震応答

解析において，貯蔵建屋の主要構造要素がある程度以上弾性範囲を超える場合には，

その弾塑性挙動を適切に模擬した復元力特性を考慮した地震応答解析を行う。 

地震応答解析に用いる材料定数については，材料物性のばらつきを適切に考慮す

る。また，ばらつきによる変動が貯蔵建屋の振動性状や応答性状に及ぼす影響を考

慮した地震応答解析により設計用地震力を設定する。 

貯蔵建屋の３次元応答性状については，貯蔵建屋の３次元モデルによる解析に基

づき，構造特性を考慮して評価する。 

３次元応答性状等の評価は，周波数応答解析法による。解析方法及び解析モデル

については，添付書類「5－2－1 使用済燃料貯蔵建屋の耐震性に関する説明書」に

示す。 
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a. 解析方法 

貯蔵建屋の地震応答は，(1)式の多質点系の振動方程式を Newmark-β法（β＝

1/4）を用いた直接積分法により求める。 

 

tttt }y{m}x{k}x{c}x{m     (1) 

 

ここで， 

[m] ：質量マトリックス 

[c] ：減衰マトリックス 

[k] ：剛性マトリックス 

t}x{  ：時刻 tの加速度ベクトル 

t}x{  ：時刻 t の速度ベクトル 

t}x{  ：時刻 t の変位ベクトル 

t}y{  ：時刻 t の入力加速度ベクトル 

ここで，時刻 t+⊿tにおける解を次のようにして求める。なお，⊿t は時間メッ

シュを示す。 

2
ttttttt t}x{}x{

2
1t}x{}x{}x{    (2) 

t}x{}x{
2
1}x{}x{ tttttt      (3) 

ttttt }x{}x{}x{       (4) 

 

(2)，(3)及び（4）式を(1)式に代入して整理すると，加速度応答増分ベクトル

が次のように求められる。 

 

tt
1

tt }y{mBA}x{      (5) 

 

ここで， 

ktct
2
1mA 2  

t
2 }x{ktt}x{kt

2
1ctB  

ttttt }y{}y{}y{  

 

(5)式を(2)，(3)及び(4)式に代入することにより，時刻 t+⊿t の応答が時刻 t

の応答から求められる。 
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b. 解析モデル 

貯蔵建屋の質点系地震応答解析モデルを以下に示す。 

水平方向は，杭を含む地盤との相互作用を考慮し，耐震壁及び柱の曲げ及びせ

ん断剛性を評価した多質点系モデルとする。鉛直方向は，杭を含む地盤との相互

作用を考慮し，耐震壁及び柱の軸剛性及び屋根トラスの曲げせん断剛性を評価し

た多質点系モデルとする。 

 

2.2  機器系 

(1) 入力地震動又は入力地震力 

機器系の地震応答解析における入力地震動又は入力地震力は，基準地震動Ｓｓ及

び弾性設計用地震動Ｓｄ，又は当該機器系の設置床における設計用床応答曲線若し

くは時刻歴応答波とする。設計用床応答曲線の作成方法については，添付 5－1－5

「設計用床応答曲線の作成方針」に示す。 

機器系のうち共振のおそれがあり，地震応答解析が必要なものに対しては，弾性

設計用地震動Ｓｄを基に線形解析により作成した設計用床応答曲線の応答加速度を

1/2 倍したものを用いる。 

 

(2) 解析方法及び解析モデル 

地震応答解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手法の適用性及び

適用限界等を考慮の上，適切な解析法を選定するとともに，解析条件として考慮す

べき減衰定数，剛性等の各種物性値は，適切な規格・基準，あるいは実験等の結果

に基づき設定する。 

剛性の高い機器は，その機器の設置床面の最大応答加速度の 1.2 倍の加速度を震

度として作用させて構造強度評価に用いる地震力を算定する。 

具体的な解析方法及び解析モデルについては各設備の強度に関する計算書に示す。 
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3. 設計用減衰定数 

地震応答解析に用いる減衰定数は，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６

０１-1987（（一社）日本電気協会）」，「原子力発電所耐震設計技術指針 追補版 ＪＥＡ

Ｇ４６０１-1991（（一社）日本電気協会）」（以下「ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版」と

いう。），及び「原子力発電所耐震設計技術規定 ＪＥＡＣ４６０１－2008（（一社）日本

電気協会）」（以下「ＪＥＡＣ４６０１-2008」という。）に記載されている減衰定数を設

備の種類，構造等により適切に選定するとともに，試験等で妥当性が確認された値も用

いる。 

具体的には第３－１表及び第３－２表に示す値を用いる。 

入力地震動による貯蔵建屋の応答レベル及び構造形状の複雑さを踏まえ，既往の知見

から第３－１表に示すとおり鉄筋コンクリートに対して 5％と設定する。 

 

 

第３－１表 貯蔵建屋の減衰定数 

 

対象設備 使用材料 
減衰定数（％） 

水平方向 鉛直方向 

使用済燃料 

貯蔵建屋 

建屋 
鉄筋コンクリート 5 5 

鉄骨 2 2 

地盤 － 
ＪＥＡＣ４６１６－2009 の近似

法により算定＊ 

注記＊：地盤条件，杭及び基礎形状等に基づき，「乾式キャスク使用済燃料中間建屋の基

礎構造の設計技術規定 ＪＥＡＣ４６１６-2009（（一社）日本電気協会）」によ

る近似法により算定 
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第３－２表 機器の減衰定数 

 

設  備 
減衰定数（％） 

水平方向 鉛直方向 

使用済燃料貯蔵設備本体 1.0 1.0*1 

受入れ区域天井クレーン 2.0*2 2.0*2 

搬送台車   

注記＊1 ：既往の研究等において，設備の地震入力方向の依存性や減衰特性につい

て検討され妥当性が確認された値 

＊2 ：既往の研究等において，試験及び解析等により妥当性が評価されている

値 

 

（参考文献） 

電力共通研究「機器・配管系に対する合理的耐震評価法の研究」(2000～2001 年) 

電力共通研究「鉛直地震動を受ける設備の耐震評価手法に関する研究」(1995～

1998 年) 
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1. 概 要 

本資料は，添付資料「添付5－1 申請設備に係る耐震設計の基本方針」のうち「4.2 動的地

震力」に基づき，機器の動的解析に用いる設計用床応答曲線の作成方針及びその方針に基づき

作成した設計用床応答曲線に関して説明するものである。 

 

2. 設計用床応答曲線作成に係る基本方針及び作成方法 

2.1 基本方針 

(1) 添付資料「添付5-2-1 使用済燃料貯蔵建屋の耐震性に関する計算書」のうち「8.2 地震応答

解析」に基づき策定した使用済燃料貯蔵建屋の解析モデルに対して，入力地震動を用いた時刻

歴応答解析を行い，各質点位置における加速度応答時刻歴を求める。入力地震動は，添付資

料「添付5-1-1 基準地震動ＳＳ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」に基づくものとして，表

2－1 に示す。 

(2) (1)で求めた各質点の加速度応答時刻歴を入力として，減衰付１自由度系の最大応答スペク

トルを必要な減衰定数の値に対して求める。 

(3) (2)で求めた床応答スペクトルに対し，使用済燃料貯蔵建屋の固有周期のシフトを考慮し，

周期方向に±10 ％の拡幅を行い，設計用床応答曲線とする。 
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表2－1 入力地震動 

注：弾性設計用地震動Ｓｄは，基準地震動ＳＳに0.5を乗じたものとする。 

  

種類 地震動名 

最大加速度（cm/s2） 

ＮＳ 

成分 

ＥＷ 

成分 

ＵＤ 

成分 

基準地震動 

ＳＳ 

応答スペクトルに基

づく地震動 
ＳＳ－Ａ 600 400 

2004年北海道留萌支

庁南部地震を考慮し

た地震動 

ＳＳ－Ｂ１ 620 320 

断層モデルを用いた

手法による地震動 

ＳＳ－Ｂ２Ｈ１ 450 

320 

ＳＳ－Ｂ２Ｈ２ 490 

ＳＳ－Ｂ３Ｈ１ 430 

300 

ＳＳ－Ｂ３Ｈ２ 400 

ＳＳ－Ｂ４Ｈ１ 540 

－ 

ＳＳ－Ｂ４Ｈ２ 500 
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2.2 解析方法 

2.1（1）で述べた方針で動的解析を行い，各モデルの各質点における応答加速度の時刻歴を

求める。この応答加速度の時刻歴を入力波として応答スペクトルを作成する。すなわち，入力

波の絶対加速度をＹ
・・

nとおけば，質点系の振動方程式は， 

Ｚ
・・

n＋2・h・ω・Ｚ
・

n＋ω2・Ｚn＝－Ｙ
・・

n･････････････････････････････ (2.1) 

  ただし， 

ω ：質点系の固有円振動数 

Ｚn ：ｎ質点上の質点の相対変位 

ｈ ：減衰定数 

    地震の間のＹ
・・

n＋Ｚ
・・

nの最大値をω及びｈをパラメータとして求め，応答スペクトルを作成す

る（図2－1 参照）。応答スペクトルの作成には，解析コード「Ｓｅｉｓｍｉｃ Ａｎａｌｙｓ

ｉｓ Ｓｙｓｔｅｍ（ＳＡＳ）」を使用した。 

 

2.3 減衰定数 

動的解析には原則として表 2－2 の減衰定数を用いる。 

 

表 2－2  減衰定数 

項    目 
減衰定数（％） 

備 考 
Ｓｄに対する動的解析 ＳＳに対する動的解析 

溶接構造物 1.0 1.0 金属キャスク 

天井クレーン 2.0 2.0 － 

 

2.4 数値計算用諸元 

固有周期作成幅 0.05～1.0 s  

固有周期計算間隔 

0.05 ～ 0.1 s Δω＝4.0 rad/s 

0.1 ～ 0.15 s Δω＝1.5 rad/s 

0.15 ～  0.3 s Δω＝0.8 rad/s 

0.3  ～ 0.6 s Δω＝0.6 rad/s 

0.6 ～ 1.0 s Δω＝0.5 rad/s 
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図 2－1 作成フロー図 

 

時刻歴地震応答解析 

各質点の加速度時刻歴 

床応答スペクトル作成 

床応答スペクトル 

設計用床応答曲線 

減衰定数 

周期軸方向に 

±10％の拡幅 

：インプット 

3章：地震応答解析モデル 

4章：最大加速度及び設計用

床応答曲線 

使用済燃料貯蔵建屋の解析モデル 

基準地震力 
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2.5 応答スペクトル作成位置 

図3－1～図3－2 に示す解析モデルの各質点について応答スペクトルを作成する。 

 

2.6 応答スペクトルの適用方法 

(1) 概 要 

機器の設計用地震力を動的解析によって求める場合は，それぞれの据付位置における応答

スペクトルを使用して設計震度を定める。この場合，以下のように応答スペクトルを修正し

て使用する。 

(2) 運用方法 

a. 応答スペクトルは，基準地震動ＳＳ又は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震応答解析から得ら

れる応答波を用いて作成した応答スペクトルを固有周期の多少のずれにより，応答に大幅な

変化が生じないよう周期軸方向に±10 ％の拡幅を行ったものとする。ただし，材料物性の

ばらつき等を考慮した地震応答解析の応答波を用いて作成する応答スペクトルについては，

±10 ％の拡幅は考慮しない。また，評価対象設備に応じて振動方向に合わせ，水平方向

（ＮＳ，ＥＷ）及び鉛直方向（ＵＤ）の各方向の応答スペクトルを使用する。 

b. 建屋床より自立する機器については，設置階の応答スペクトルを用い，建屋壁より支持され

る機器及び建屋中間階に設置される機器については，上下階の応答スペクトルのうち安全側

のものを用いるものとする。ただし，応答スペクトルの運用において合理性が示される場合

には，その方法を採用できるものとする。 

c. 応答スペクトルを用いて動的解析を行う場合には，以下に示す方法によりモード合成を行う

ものとする。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｔi ：i 次の固有周期 

αi ：Ｔi に対応する応答加速度 

φim：i 次のm 質点の固有モード 

βi ：i 次の刺激係数 

Ａm ：m 質点の応答加速度 

 

 

Ａm ＝  

 
β ・φ ・α  2 

 

T4 T3 T2 T1 

α2 

α3 

α1 

α4 

応
答
加
速
度
 

固有周期 
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2.7 設計用床応答曲線の作成 

建屋における設計用床応答曲線の作成方法は以下のとおりとする。 

 

2.7.1 建屋 

建屋のコンクリート強度を設計基準強度，地盤の物性を標準地盤とした解析ケース（以下

「基本ケース」という。）の応答波を用いて作成した応答スペクトルに対して，周期軸方向に

±10％拡幅したものに，建屋の剛性（コンクリート剛性），地盤物性及びその他の材料物性の

ばらつきを考慮した解析ケース（以下「ばらつきケース」）の応答波を用いて作成した応答ス

ペクトルを包絡したものを設計用床応答曲線とする。 

 

3. 地震応答解析モデル 

(1) 使用済燃料貯蔵建屋 

水平方向の地震応答解析モデルを図3－1 に，鉛直方向の地震応答解析モデル図3－2 に示す。

水平方向の地震応答解析モデルは，地盤との相互作用を考慮し，曲げ及びせん断剛性を考慮し

た質点系モデルとする。 

鉛直方向の地震応答解析モデルは，地盤との相互作用を考慮し，耐震壁の軸剛性及び屋根ト

ラスの曲げせん断剛性を評価した質点系モデルとする。 
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図3－1 使用済燃料貯蔵建屋地震応答解析モデル（水平方向） 

 

 

 
図3－2 使用済燃料貯蔵建屋地震応答解析モデル（鉛直方向） 

T.P.(m) 建屋

43.5 1

39.3 2

33.22 3

29.22 4

16.3 5

杭－地盤ばね

13.8 6       ①

 ②

0.0m    3.36m    7.03m   10.7m

T.P.(m) 建屋

43.5 1

39.3 2       7        8

Ｋθ

33.22 3

29.22 4

対称条件による

16.3 5 回転拘束

13.8 6

杭－地盤ばね①

C.L.

9
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4. 最大加速度及び設計用床応答曲線 

本項では，使用済燃料貯蔵建屋の各床面（金属キャスク，天井クレーン設置位置）の設計用最大

加速度及び設計用床応答曲線を示す。 

 

4.1 弾性設計用地震動Ｓｄ 

設計用最大加速度及び設計用床応答曲線（Ｓｄ）を示す。 

(1) 床応答加速度一覧表 

使用済燃料貯蔵建屋の各床面（金属キャスク，天井クレーン設置位置）の設計用最大加速度を表 

4.1に示す。 

(2) 設計用床応答曲線の図番 

作成床面及び減衰定数に応じた設計用床応答曲線の図番を表 4.2に示す。 

 

 

4.2 基準地震動ＳＳ 

設計用最大加速度及び設計用床応答曲線（ＳＳ）を示す。 

(1) 床応答加速度一覧表 

使用済燃料貯蔵建屋の各床面（金属キャスク，天井クレーン設置位置）の設計用最大加速度を表 

4.3に示す。 

(2) 設計用床応答曲線の図番 

作成床面及び減衰定数に応じた設計用床応答曲線の図番を表 4.4に示す。 
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表 4.1－1 弾性設計用地震動Ｓｄ設計用最大加速度（使用済燃料貯蔵建屋）（1／3） 

建
屋 

質
点
番
号 

T.P. 

(m) 

最大加速度（×9.8 m/s2）×1.0 

Ｓｄ-Ａ Ｓｄ-Ｂ1 Ｓｄ-Ｂ2Ｈ1 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

使
用
済
燃
料

貯
蔵
建
屋 

4 29.22 0.57 0.64 0.32 0.60 0.62 0.20 0.24 0.25 0.21*1 

5 16.30 0.51 0.53 0.31 0.56 0.56 0.19 0.22 0.20 0.18*1 

 

 

表 4.1－1 弾性設計用地震動Ｓｄ設計用最大加速度（使用済燃料貯蔵建屋）（2／3） 

建
屋 

質
点
番
号 

T.P. 

(m) 

最大加速度（×9.8 m/s2）×1.0 

Ｓｄ-Ｂ2Ｈ2 Ｓｄ-Ｂ3Ｈ1 Ｓｄ-Ｂ3Ｈ2 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

使
用
済
燃
料

貯
蔵
建
屋 

4 29.22 0.26 0.28 －*1 0.27 0.38 0.23*2 0.30 0.32 －*2 

5 16.30 0.24 0.27 －*1 0.24 0.27 0.21*2 0.26 0.27 －*2 

 

 

表 4.1－1 弾性設計用地震動Ｓｄ設計用最大加速度（使用済燃料貯蔵建屋）（3／3） 

建
屋 

質
点
番
号 

T.P. 

(m) 

最大加速度（×9.8 m/s2）×1.0 

Ｓｄ-Ｂ4Ｈ1 Ｓｄ-Ｂ4Ｈ2 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

使
用
済
燃
料

貯
蔵
建
屋 

4 29.22 0.32 0.36 － 0.39 0.45 － 

5 16.30 0.29 0.31 － 0.36 0.36 － 

*1:Ｓｄ-Ｂ2の鉛直方向震度についてはＳｄ-Ｂ2Ｈ1の鉛直方向欄に記す。 

*2:Ｓｄ-Ｂ3の鉛直方向震度についてはＳｄ-Ｂ3Ｈ1の鉛直方向欄に記す。 
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表 4.1－2 弾性設計用地震動Ｓｄ設計用最大加速度（使用済燃料貯蔵建屋）（1／3） 

建
屋 

質
点
番
号 

T.P. 

(m) 

最大加速度（×9.8 m/s2）×1.2 

Ｓｄ-Ａ Ｓｄ-Ｂ1 Ｓｄ-Ｂ2Ｈ1 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

使
用
済
燃
料

貯
蔵
建
屋 

4 29.22 0.68 0.77 0.38 0.72 0.75 0.24 0.29 0.30 0.25*1 

5 16.30 0.62 0.64 0.37 0.67 0.67 0.23 0.26 0.24 0.22*1 

 

 

表 4.1－2 弾性設計用地震動Ｓｄ設計用最大加速度（使用済燃料貯蔵建屋）（2／3） 

建
屋 

質
点
番
号 

T.P. 

(m) 

最大加速度（×9.8 m/s2）×1.2 

Ｓｄ-Ｂ2Ｈ2 Ｓｄ-Ｂ3Ｈ1 Ｓｄ-Ｂ3Ｈ2 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

使
用
済
燃
料

貯
蔵
建
屋 

4 29.22 0.32 0.34 －*1 0.32 0.45 0.27*2 0.36 0.39 －*2 

5 16.30 0.28 0.32 －*1 0.29 0.33 0.25*2 0.32 0.32 －*2 

 

 

表 4.1－2 弾性設計用地震動Ｓｄ設計用最大加速度（使用済燃料貯蔵建屋）（3／3） 

建
屋 

質
点
番
号 

T.P. 

(m) 

最大加速度（×9.8 m/s2）×1.2 

Ｓｄ-Ｂ4Ｈ1 Ｓｄ-Ｂ4Ｈ2 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

使
用
済
燃
料

貯
蔵
建
屋 

4 29.22 0.38 0.44 － 0.47 0.54 － 

5 16.30 0.35 0.38 － 0.43 0.43 － 

   *1:Ｓｄ-Ｂ2の鉛直方向震度についてはＳｄ-Ｂ2Ｈ1の鉛直方向欄に記す。 

   *2:Ｓｄ-Ｂ3の鉛直方向震度についてはＳｄ-Ｂ3Ｈ1の鉛直方向欄に記す。 
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表 4.2 弾性設計用地震動Ｓｄ設計用床応答曲線一覧表（使用済燃料貯蔵建屋）（その1） 

地震動 建屋 方向 質点番号 
標高 

T.P.(m) 

減衰定数 

(%) 
図番 

Ｓｄ 
使用済燃料

貯蔵建屋 

水平 

方向 

4 29.220 2.0 SB – SdH – SB  1 

5 16.300 1.0 SB – SdH – SB  2 

 

 

表 4.2 弾性設計用地震動Ｓｄ設計用床応答曲線一覧表（使用済燃料貯蔵建屋）（その2） 

地震動 建屋 方向 質点番号 
標高 

T.P.(m) 

減衰定数 

(%) 
図番 

Ｓｄ 
使用済燃料

貯蔵建屋 

鉛直 

方向 

4 29.220 2.0 SB – SdV – SB  1 

5 16.300 1.0 SB – SdV – SB  2 

 

 

 



 

 

1
2
 

1
2
 

【SB-SdH-SB1】

構造物名：使用済燃料貯蔵建屋 標高：T.P. 29.220m NS方向

減衰定数：2.0% 波形名：弾性設計用地震動Ｓｄ EW方向

0.00 0.10 0.20 0.30 0.40 0.50 0.60 0.70 0.80 0.90 1.00

固 有 周 期 ( s )

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

5
－
1
－
5 



 

 

1
3
 

1
3
 

 

【SB-SdH-SB2】

構造物名：使用済燃料貯蔵建屋 標高：T.P. 16.300m NS方向

減衰定数：1.0% 波形名：弾性設計用地震動Ｓｄ EW方向

0.00 0.10 0.20 0.30 0.40 0.50 0.60 0.70 0.80 0.90 1.00

固 有 周 期 ( s )

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

5
－
1
－
5 

 



 

 

1
4
 

1
4
 

 

【SB-SdV-SB1】

構造物名：使用済燃料貯蔵建屋 標高：T.P. 29.220m 鉛直方向

減衰定数：2.0% 波形名：弾性設計用地震動Ｓｄ

0.00 0.10 0.20 0.30 0.40 0.50 0.60 0.70 0.80 0.90 1.00

固 有 周 期 ( s )

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

5
－
1
－
5 

 



 

 

1
5
 

1
5
 

【SB-SdV-SB2】

構造物名：使用済燃料貯蔵建屋 標高：T.P. 16.300m 鉛直方向

減衰定数：1.0% 波形名：弾性設計用地震動Ｓｄ

0.00 0.10 0.20 0.30 0.40 0.50 0.60 0.70 0.80 0.90 1.00

固 有 周 期 ( s )

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

5
－
1
－
5 
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表 4.3－1 基準地震動ＳＳ設計用最大加速度（使用済燃料貯蔵建屋）（1／3） 

建
屋 

質
点
番
号 

T.P. 

(m) 

最大加速度（×9.8 m/s2）×1.0 

ＳＳ-Ａ ＳＳ-Ｂ1 ＳＳ-Ｂ2Ｈ1 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

使
用
済
燃
料

貯
蔵
建
屋 

4 29.22 1.07 1.19 0.60 1.12 1.17 0.38 0.44 0.51 0.41*1 

5 16.30 0.98 1.03 0.58 1.06 1.09 0.36 0.41 0.42 0.39*1 

 

 

表 4.3－1 基準地震動ＳＳ設計用最大加速度（使用済燃料貯蔵建屋）（2／3） 

建
屋 

質
点
番
号 

T.P. 

(m) 

最大加速度（×9.8 m/s2）×1.0 

ＳＳ-Ｂ2Ｈ2 ＳＳ-Ｂ3Ｈ1 ＳＳ-Ｂ3Ｈ2 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

使
用
済
燃
料

貯
蔵
建
屋 

4 29.22 0.56 0.58 －*1 0.57 0.73 0.44*2 0.58 0.61 －*2 

5 16.30 0.50 0.56 －*1 0.48 0.54 0.40*2 0.55 0.52 －*2 

 

 

表 4.3－1 基準地震動ＳＳ設計用最大加速度（使用済燃料貯蔵建屋）（3／3） 

建
屋 

質
点
番
号 

T.P. 

(m) 

最大加速度（×9.8 m/s2）×1.0 

ＳＳ-Ｂ4Ｈ1 ＳＳ-Ｂ4Ｈ2 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

使
用
済
燃
料

貯
蔵
建
屋 

4 29.22 0.63 0.73 － 0.76 0.91 － 

5 16.30 0.52 0.59 － 0.70 0.71 － 

*1:ＳＳ-Ｂ2の鉛直方向震度についてはＳＳ-Ｂ2Ｈ1の鉛直方向欄に記す。 

*2:ＳＳ-Ｂ3の鉛直方向震度についてはＳＳ-Ｂ3Ｈ1の鉛直方向欄に記す。 
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表 4.3－2 基準地震動ＳＳ設計用最大加速度（使用済燃料貯蔵建屋）（1／3） 

建
屋 

質
点
番
号 

T.P. 

(m) 

最大加速度（×9.8 m/s2）×1.2 

ＳＳ-Ａ ＳＳ-Ｂ1 ＳＳ-Ｂ2Ｈ1 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

使
用
済
燃
料

貯
蔵
建
屋 

4 29.22 1.21 1.36 0.71 1.35 1.39 0.41 0.49 0.54 0.47*1 

5 16.30 1.10 1.15 0.69 1.27 1.29 0.38 0.45 0.43 0.44*1 

 

 

表 4.3－2 基準地震動ＳＳ設計用最大加速度（使用済燃料貯蔵建屋）（2／3） 

建
屋 

質
点
番
号 

T.P. 

(m) 

最大加速度（×9.8 m/s2）×1.2 

ＳＳ-Ｂ2Ｈ2 ＳＳ-Ｂ3Ｈ1 ＳＳ-Ｂ3Ｈ2 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

使
用
済
燃
料

貯
蔵
建
屋 

4 29.22 0.57 0.62 －*1 0.60 0.79 0.50*2 0.66 0.73 －*2 

5 16.30 0.51 0.58 －*1 0.52 0.60 0.45*2 0.63 0.61 －*2 

 

 

表 4.3－2 基準地震動ＳＳ設計用最大加速度（使用済燃料貯蔵建屋）（3／3） 

建
屋 

質
点
番
号 

T.P. 

(m) 

最大加速度（×9.8 m/s2）×1.2 

ＳＳ-Ｂ4Ｈ1 ＳＳ-Ｂ4Ｈ2 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

使
用
済
燃
料

貯
蔵
建
屋 

4 29.22 0.73 0.81 － 0.87 1.02 － 

5 16.30 0.62 0.71 － 0.81 0.82 － 

*1:ＳＳ-Ｂ2の鉛直方向震度についてはＳＳ-Ｂ2Ｈ1の鉛直方向欄に記す。 

*2:ＳＳ-Ｂ3の鉛直方向震度についてはＳＳ-Ｂ3Ｈ1の鉛直方向欄に記す。 
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表 4.4 基準地震動ＳＳ設計用床応答曲線一覧表（使用済燃料貯蔵建屋）（その1） 

地震動 建屋 方向 質点番号 
標高 

T.P.(m) 

減衰定数 

(%) 
図番 

ＳＳ 
使用済燃料

貯蔵建屋 

水平 

方向 

4 29.220 2.0 SB – SsH – SB  1 

5 16.300 1.0 SB – SsH – SB  2 

 

 

表 4.4 基準地震動ＳＳ設計用床応答曲線一覧表（使用済燃料貯蔵建屋）（その2） 

地震動 建屋 方向 質点番号 
標高 

T.P.(m) 

減衰定数 

(%) 
図番 

ＳＳ 
使用済燃料

貯蔵建屋 

鉛直 

方向 

4 29.220 2.0 SB – SsV – SB  1 

5 16.300 1.0 SB – SsV – SB  2 

 

 



 

  

 

1
9
 

 

【SB-SsH-SB1】

構造物名：使用済燃料貯蔵建屋

減衰定数：2.0%

標高：T.P. 29.220m

波形名：基準地震動Ｓｓ

NS方向

EW方向

0.00 0.10 0.20 0.30 0.40 0.50 0.60 0.70 0.80 0.90 1.00

固 有 周 期 ( s )

震
度

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0.0

5
－
1
－
5 

 



 

  

 

2
0
 

 

【SB-SsH-SB2】

構造物名：使用済燃料貯蔵建屋 標高：T.P. 16.300m NS方向

減衰定数：1.0% 波形名：基準地震動Ｓｓ EW方向

0.00 0.10 0.20 0.30 0.40 0.50 0.60 0.70 0.80 0.90 1.00

固 有 周 期 ( s )

震
度

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0.0

5
－
1
－
5 

 



 

  

 

2
1
 

 

【SB-SsV-SB1】

構造物名：使用済燃料貯蔵建屋 標高：T.P. 29.220m 鉛直方向

減衰定数：2.0% 波形名：基準地震動Ｓｓ

0.00 0.10 0.20 0.30 0.40 0.50 0.60 0.70 0.80 0.90 1.00

固 有 周 期 ( s )

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

5
－
1
－
5 

 



 

  

 

2
2
E 

【SB-SsV-SB2】

構造物名：使用済燃料貯蔵建屋 標高：T.P. 16.300m 鉛直方向

減衰定数：1.0% 波形名：基準地震動Ｓｓ

0.00 0.10 0.20 0.30 0.40 0.50 0.60 0.70 0.80 0.90 1.00

固 有 周 期 ( s )

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

 

5
－

1
－
5 

 


